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ダーの皆様との価値共創プロセスと企業価値向上の可能性、企業理念「価
値ある建造物とサービスで安心して暮らせる持続可能な社会をつくる」の実
現にむけたマテリアリティ（重要課題）への取り組みについて理解を深めてい
ただくことを目的としています。

対象組織
西松建設株式会社および連結子会社

対象期間
2024年4月1日～2025年3月31日（一部2025年4月1日以降の情報を含みます）

参考にしたガイドライン
本レポートの制作においては、統合報告の国際的なフレームワークである
IFRS 財団の「Integrated Reporting <IR>」、GRI（Global Reporting Initiative）
の「GRIスタンダード」、環境省発行の「環境報告ガイドライン」、および経済
産業省が策定した「価値共創ガイダンス」を参考にしています。
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る記述が含まれています。これらの記述は、現在入手可能な情報から得られ
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見通しとは異なる可能性があります。
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企業理念 価値ある建造物とサービスで安心して暮らせる持続可能な社会をつくる



連結営業利益

土木事業

88億円

建築事業 

64億円

地域環境ソリューション事業

-7億円

2024年度

連結営業利益

210億円

アセットバリューアッド事業

74億円

国際事業

-8億円

国内土木事業

国内建築事業
高度な技術力を駆使し、オフィスビルから文化・教育施設、

商業施設、医療施設に至る多様な建築物の建設を手掛け

ています。企画設計段階から運営・メンテナンスまで、建

物の生涯を通じたサービスの提供を実現しています。

国際事業
海外における長い経験と、ステークホルダーとの良好な関

係を活かし、東南アジア・南西アジアを中心に展開してい

ます。土木工事は公共性の高いインフラ整備を、建築工事

は日系企業の工場・施設案件を手掛けています。

アセットバリューアッド事業
魅力的なまちづくり、地方創生につながる再開発や、商業

施設およびオフィスビルの開発・運営などを通して、ワンス

トップで付加価値の高いソリューションを提供しています。

また、海外での開発・不動産事業も始めています。

地域環境ソリューション事業
太陽光発電や小水力発電などの再生可能エネルギーによ

る発電事業を、国内外で開発・出資しています。また、資

源循環型のサーキュラーエコノミーの推進や、地域資源を

活用した地域創生にも取り組んでいます。さらに、建設分

野に関連するソリューション事業の創出を通じて、持続可

能な社会の実現と新たな価値の創造をめざしています。

ROE

10.3%

自己資本比率

29.1%

D/Eレシオ

1.2倍

配当金

220円

DOE

5.1%

TSR（5年累計）

279.4%

事業拠点数
国内

50拠点

海外

10拠点

2024年度

連結売上高

3,668億円

土木事業

1,079億円

地域環境ソリューション事業

5億円

建築事業 

1,931億円

アセットバリューアッド事業

268億円

国際事業

383億円

2025年	
3月31日現在

社員数

3,351人

土木事業 

1,007人

国際事業 

360人

地域環境ソリューション事業

45人

建築事業 

1,204人

アセットバリューアッド事業

208人

共通

527人

道路、鉄道、電力、ダム、空港、港湾などの社会インフラ

の整備を通じて、人々の生活、経済、社会活動を支えてい

ます。長年にわたって培った技術力と現場の経験を活かし

て、安心・安全で豊かな国土づくりに貢献しています。

※�社員数は臨時
社員を含む
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At a Glance　価値共創を支える事業基盤



防災・安全
豪雨などの自然災害

に対して、当社が保有す
る 法 面 監 視 シ ス テ ム

（OKIPPA）や雨量計測シス
テム（OKIPPA グリーン）、
気象予測システム（アマテラス）による監視・予

測、防災グッズ等の備蓄や市町村との防災
協定により、工事中のみならず開業後

も地域の皆様が安心できるまち
づくりを推進します。

環境保全
まちづくり・施設づくり

においては省エネルギー
化（ZEB 化）やエリア内で

のグリーンエネルギーの使
用、外観や植栽への配慮に
よる周辺環境との調和を検討します。また、

工事中においても CO2排出量の削減を
考慮した施工計画や重機などを選定

し、地球にやさしいモノづくり
をめざします。

社会・都市機能
土地区画整理事業や

再開発事業は、該当地
域の総合計画や防災計画

に基づいて計画され、地域
が抱える課題を解決するた
めに官民連携で事業が形成されます。当社の

持つノウハウやリレーションを活かしながら、
最適な施設を誘致し、開発を行うこと

で、地域の方に愛されるまちづ
くりに取り組みます。

不動産開発
ユーザーがワクワクす

る生活空間を、地域の実
情に合わせ、スピード感を

もって開発していきます。
オフィス、観光・娯楽施設、
生活応援施設、データセンター・物流施設、学

生・社員寮、高齢者施設を重点施設と定
め、積極的に開発していきます。

エネルギー
環境負荷低減にむけ、

当社が開発にかかわる
施設では、可能な限り施

設内でクリーンエネルギー
を創出して使用しています。
当社が保有する太陽光パネルによる PPA、

一括受電、小規模バイオマス発電に加え、
さまざまな研究をしている企業との協

業も含めた先進的な施設を実
現していきます。
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「社会基盤整備」から「社会機能の再構築」へ価値共創活動を拡大

わたしたちの価値共創活動「社会機能の再構築」



　本機器は、着用者の深部体温の上昇を推定し、着用者の
手元でアラートを通知すると同時に、管理者にもその通知
を送ることが可能です。この機能により、着用者の熱中症発
生リスクをリアルタイムに把握できるため、迅速な対応が可
能です。なお、本機器はスマートフォンの携行が不要な無線
通信規格を採用し、かつ充電が不要な省電力設計となって
いるため、現場での運用負担を大幅に軽減できます。

「社会機能の再構築」の実践

「社会基盤整備」から「社会機能の再構築」へ価値共創活動を拡大し、
安心・活力・つながりを提供

人々があたりまえに
安心できる

にぎわいが生まれ
人々がワクワクする

人々がつながり
新たな価値が生まれる

価値共創活動 社会への提供価値

安心

活力

つながり不動産開発

エネルギー

環境保全

防災・安全

社会・
都市機能アセット

バリューアッド

社会機能の再構築

社会基盤整備

建設

地域環境
ソリューション

建築

国際土木

　地域環境ソリューションと建築が連携し、日本工業大学
埼玉キャンパスの本館屋上および敷地内に自家消費型太陽
光発電システムを設置し、同校への再生可能エネルギー供
給事業を開始しました。
　また、国際と連携し、タイにおいてSCGニチレイ・ロジス
ティクスの冷凍倉庫屋根上に自家消費型太陽光発電システ

ムを新築工事時に設置し、稼働開始と同時に施設への再生
可能エネルギー供給事業を開始しました。それぞれ約1.4MW、
約1.0MWの発電容量を有し、約940t/ 年、約760t/ 年のCO2

削減を見込んでいます。
　今後も事業連携により当社の強みを活かして、安心・安
全で環境に優しいエネルギーを供給します。

　本事業は、第6次廿⽇市市総合計画において「都市の活
力を創出する拠点」と位置付けられ、地権者で構成される

「⼟地区画整理組合」が施行する⼟地区画整理事業です。宮
島との相乗効果が得られる「観光・交流施設⽤地」と、市内
企業の移転⽤地確保と住⼯混在の街並み解消の必要性を
背景とした「⼯業施設⽤地」を整備し、新たな財源の確保、
交流⼈⼝の増加、雇⽤機会の拡⼤など、廿⽇市市の将来を

⾒据えた新たな活⼒を創出する事業です。当社は業務代行
者として取り組みを進めており、施工面積約70haの大規模
造成工事を担っています。工事着工段階から、豪雨などの
自 然 災 害に対して、当 社 が保 有する法 面 監 視システム

（OKIPPA）や雨量計測システム（OKIPPAグリーン）、気象予
測システム（アマテラス）による監視・予測を行っています。
開業後は、防災用品などの備蓄や市町村との防災協定によ

　本事業は、土地区画整理事業と市街地再開発事業との
一体施行が特徴で、オフィス・住宅・商業など多様な都市機
能が集積する複合施設をはじめ、駅周辺の回遊性を高める
交通動線の整備、敷地内には人々の憩いや交流の場となる
広場空間を創出した事業です。土木によるインフラ基盤の整
備、建築による地域の魅力を引き出した大規模建設、アセッ
トバリューアッドによる事業全体の支援が融合し、地域のニー

ズに応えるプロジェクトを
完遂しました。各部門が
それぞれの専門を生かし
た価値共創活動により地
域社会に「安心・活力・つ
ながり」を提供しました。

中野二丁目地区再開発事業	
（アセットバリューアッド×建築×土木）

社会・都市機能 　 不動産開発

平良丘陵開発土地区画整理事業（アセットバリューアッド×土木×建築）
社会・都市機能 　 防災・安全 　 環境保全 　 エネルギー

太陽光発電PPA事業（地域環境ソリューション×建築・国際）
エネルギー

熱中症予防通信機能付きウェアラブル機器「Sigfoxカナリア」	
（地域環境ソリューション×技術戦略室×土木・建築）

防災・安全 　 環境保全

日本工業大学 PPA タイニチレイPPA

り、地域の皆様が安心できるまちづくりをめざします。
　また、地球にやさしいモノづくりのため、CO2排出量の削
減を考慮した施工計画や重機などの選定、省エネルギー化

（ZEB 化）やエリア内でのグリーンエネルギーの使用、外観
や植栽への配慮による周辺環境との調和を検討します。　

平良丘陵開発土地区画整理事業

　2025年度に当社の施
工現場および社外へ提
供を開始し、暑熱下で
の現場従事者の健康を
守るとともに熱中症の
発生件数の削減に貢献
します。

中野二丁目地区再開発事業

Sigfoxカナリア本体および管理画面
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就任1年目を振り返って

　西松建設ではこれまでいくつかのスローガンを掲げてき
ましたが、これらは当社の考え方を的確に表現しています。
例えば、私が入社した頃の安全スローガンは「親兄弟に対
するような温かい思いやりと心くばりを現場の隅々まで」で
した。現在でも、安全衛生基本方針のスローガンは「温か
い思いやりと心くばりを現場の隅々まで！」であり、長きにわ
たって掲げてきました。また、コーポレートスローガンは
2015年に「未来を創る現場力」、2024年に「まかせられる人
が、いる」を打ち出しました。当社に息づくDNA は、各現場
の課題に社員が真摯に向き合うことで、しっかりとした仕事
を提供し、お客様や地域社会の皆様など多くの方々に喜ん
でいただくものです。言わんとするところは、いずれも変わっ
ておらず、その根本には社員が基軸にあります。
　社長に就任して1年となりますが、私がまず注力したのは、

「企業の基軸は人」との考えの下、対話のスタンスを変える
ことでした。社員研修の場では、私は必ず「あなたにとって
魅力ある会社の『魅力』とは何ですか」と質問しています。
当初、ほとんどの人が「待遇」と答えると予想していました
が、「コミュニケーションのとれる会社」「自分が造ったもの

を人々に喜んでもらいたい」「誇れる建造物を造りたい」と
いった回答がありました。社員が良好なコミュニケーション
や自身の価値を発揮できる環境を望んでいることを知り、予
てより実施していた社長と社員の対話のみならず、上司部
下間の1on1の対話の重要性を強く感じたのです。
　エンゲージメントは、対話をすれば向上するという短絡的
なものではありません。大切なのは、1on1において上司部
下であっても水平の関係を保ち、心理的安全性を醸成する
ことです。そのうえで、個人の想いや課題や不満を発信して
もらい、会社としてできる限り対応し、難しければ納得でき
る形でフィードバックする。そうすれば社員のモチベーショ
ンやロイヤリティが高まり、「もっとこの会社が良くなるよう
に貢献したい」との想いから、有益な提案がなされる「下意
上達」の流れが生まれます。それが社員エンゲージメント
の向上であると捉えています。まずはそうした対話の位置
付けを社員に浸透させることを始めています。
　そのうえで組織改革に着手しました。当社は5つの事業
本部があり縦割り意識の強い構造だったため、その解消の
手段として対話のスタンスを変えました。さらに、5つの事
業本部に横串を刺して、中長期戦略を担う経営戦略室、人
財戦略室、技術戦略室および管理統括室で構成するコーポ

レート部門を、2025年4月に新設しました。これにより、中
長期戦略担当部門と事業実行部門が掛け合わされ、バック
キャスト的な視点をもった戦略や計画を会社全体として策
定するようになり、社員が全社的な視野を持って活動し、コ
ミュニケーションをとりやすい仕組みを整えました。

「西松-Vision 2030」の実現にむけて

「中期経営計画2025」2年目の進捗
　「西松 -Vision2030」では「社会基盤整備」から「社会機
能の再構築」へ価値共創活動を拡大し、安心・活力・つな
がりを提供することを掲げています。「価値共創活動」は

「お互いの強みを持ち寄って、ワンランク上の価値をめざす」
ことで拡大できると考えています。「中期経営計画2025」
では建築および国際（土木）の収益改善とともに、「西松
-Vision2030」実現にむけた中長期の取り組みに注力して
います。
　2年目の2024年度は、建設資材価格の高止まりによる影
響や設備工事業者のひっ迫などの課題に直面しながらも、

「収益改善プラン」が順調に進捗したことにより収益が向上

し、業績予想を上回る成果を上げました。成長投資は、GX、
まちづくりへの投資にやや遅れはあるものの、アセットバ
リューアッドや人財開発、DX、技術開発の投資は順調に進
捗しており、今後の成長にむけた基盤を築きつつあります。
　社外の「価値共創活動」では、異業種との連携を積極的
に進めました。伊藤忠商事株式会社との資本業務提携で
は、同社が持っている国内外の「広がり」や「ネットワーク」
を通じて、新たな事業展開を図っています。2024年度は、当
社の中高層木造建築の第1号として木造5階建て寄宿舎が
完成したほか、不動産開発や再生可能エネルギー事業の共
同取り組みなどにおいてシナジー効果が出ています。

「エンゲージメントの発展的連鎖」から創造する価値の拡大
　私は西松建設を「魅力あるゼネコンNo.1」にしたいと考
えています。そのために、「エンゲージメントの発展的連鎖」
が重要だと提唱しています。
　社員が持っているポテンシャルを100％発揮することは難
しいでしょう。しかし、エンゲージメントが高ければ、社員の
ポテンシャルの多くを引き出すことができます。
　さらに社員の連帯感が強まると、会社としての基礎力が
上がり、良質な仕事が実行され、お客様から「西松建設は

代表取締役社長　細川 雅一

社長メッセージ

「魅力あるゼネコンNo.1」をめざし、	
「エンゲージメントの発展的連鎖」の実行により、	
持続的に企業価値を向上させていきます。
社長に就任して1年が経ち、「企業の基軸は人」の考えの下、社員エンゲージメント向上の方法を見直す
とともに、事業本部に横串を刺す組織改革に着手しました。重複業務組織の見直しやDXおよびAI技術
の活用により省人化を進め、筋肉質で生産性の高い組織構造へ変革していきます。
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良い会社だ」との評価を受け選ばれるようになります。それ
が「顧客のエンゲージメント」につながります。その結果、収
益や業績も上がり、株主、顧客、社員、地域、協力会社など
のステークホルダーに還元され、さらにワンランク上の社員
エンゲージメントへつながります。その繰り返される流れを、
私は「エンゲージメントの発展的連鎖」と名付けています。
　私は、企業価値向上を継続的に実現していくことと、「エ
ンゲージメントの発展的連鎖」を連動させることで、「魅力
あるゼネコンNo.1」になれると考えています。

省人化と生産性の向上
　新たなステージにむけて、省人化と生産性向上に取り組
んでいきます。DXやAIといった技術の活用と社員の配置転
換の二本立てで考えています。
　一つ目は、積極的な技術活用により、例えば現在10人で
行っている現場を将来9人でこなせるようになると、創出さ
れた人員を9箇所からそれぞれ集めて新たにもう一現場を
稼働させることができ、生産性が高まります。
　二つ目の配置転換については、例えば、当社がもともと
持っている組織上の重複を見直し、現在技術職が担ってい
る管理業務の一部を事務職に移管することで、技術職をよ
り専門的かつ生産に直結するポジションに再配置すること
が可能になります。
　これらの二つを合わせて、筋肉質で生産性の高い組織構
造への変革を加速していきます。

既存事業の拡充と有機的連携
　土木・建築は当然、西松建設の主体事業ではありますが、
従来の建設の枠組みだけでの企業成長は限界があると感じ
ています。正直に言えば、土木・建築で「西松にしかできな
い」と言える分野はそう多くありません。国内の人口が減少
する中、建設投資に左右される事業を行っているだけでは、
企業としての持続的な成長は非常に厳しいものとなります。
そこで、当社が蓄積してきた経験と連動する「新しい価値」
を付加していくことが、当社の強みになっていくと考えます。
　その際、私は三つの領域を見据えています。一つ目が、ア
セットバリューアッド事業です。建設事業はフロービジネス
であるため、ストック型の事業をいかに構築していくかが重
要です。そこで、建設事業の歴史や経験と不動産開発のノ
ウハウを融合させることにより、当社独自の価値を創造する
ことができます。現在、不動産開発事業は、物件を購入して
価値が高まった段階で売却し、次の投資につなげるという
循環型再投資モデルを主体として考えています。しかしなが
ら、このモデルは価値が出てから売って初めて収益につな
がる構造なので、環境変化の影響を受けやすい側面があり
ます。今後は、賃貸によって中長期的に安定した収益を確
保できるストックと、循環型再投資モデルによるフローのバ
ランスを意識した事業ポートフォリオを構築していきます。
　二つ目に地域環境ソリューション事業です。これまで手掛
けてきた再生可能エネルギー事業やまちづくり事業を足掛か
りに、都市と地域への密着を図り、課題解決策の提案および
実行を通じてさらなる事業の共創をめざしています。太陽

光、地熱、風力といった燃料価格の値上がりが事業収支に
影響を与えない恒久電源を中心に事業を展開していきます。
　三つ目が国際事業です。国内市場が縮小する中、土木や
建築に留まらず、国際という領域で可能な事業を創出して
いく必要があります。それは当社の新しい領域の価値となっ
ていきます。
　こうして既存事業の成長に加え、新たな事業も成長させ
るとともに部門間の有機的連携を進めるほか、当社の魅力
を高めるため、M&AやSPC（特別目的会社）といった手法を
活用するなど、異業種との協業も取り入れた新たな価値の
創出にも取り組んでいきたいと考えています。

人的資本経営による人財の成長と	
ポテンシャルの拡大

エンゲージメントの高い社内風土への改革
　社員研修や若手社員との対話の中で、「成長したい」「さ
まざまなことに挑戦したい」などというキャリアアップの話
が多く出ます。社員の学習意欲は高く、専門性を深めたい
という希望もあれば、縦割りの組織構造にとらわれず、より
広い視野でキャリアを築きたいという人もいます。そうした
多様な志向に応えるには、社員一人ひとりに対して事業の
枠を超えた活躍のステージを提供していくことが重要です。
そのための仕組みを整えることで社員のポテンシャルが引
き出され、人的資本としての価値が高まり、ひいては会社全
体の成長にもつながっていく。それこそが、私の考える人的
資本経営です。
　またコーポレート部門の新体制をつくったことにより、一
つ上の視座から会社全体を俯瞰して見る経営人財を育てる
ことも、喫緊の課題と認識しています。各部門に候補者の
選出を依頼し、40歳代から50歳代半ばの社員を中心に、ま
ずは約70名を3層に分けた人財プールをつくり、視座を高
め、視野を広げていくプログラムを設計し、実行していきま
す。これは将来のサクセッションプランにつなげる意図もあ
り、特に50歳から55歳の層に対しては、次期社長候補を見
極める視点も踏まえ、今後はその選定に社外取締役にも
入っていただこうと考えています。
　私は、一人ひとりを見る経営、いわゆるタレントマネジメ
ントの考え方がこれからの人的資本経営には不可欠と考え
ています。現時点ではまだ十分に機能しているとは言えま

せんが、人を能力だけでなく個性や志向まで含めて把握し、
適切な配置につなげ、その人が本当に伸びたい方向へ導く
ことができるのが理想です。まずは人財プールのメンバーか
ら着手しています。
　一方で、現行の人事評価制度への課題も認識しています。
評価する側の軸がそろっておらず、評価される側にその内容
が正しく伝わっていませんでした。本来、評価情報は人的資
本を見極めるうえで極めて貴重なデータであり、これを正し
くファイリングし、質を高めていくことが、タレントマネジメン
トの土台となります。人財戦略室において、事業をまたいで
人を見ていくための評価軸を整備し、人財の適正配置、そし
て人財ポテンシャルの最大化をめざしていきます。

ステークホルダーの皆様へ

　当社は、企業理念として「価値ある建造物とサービスで
安心して暮らせる持続可能な社会をつくる」を掲げています。
これは、私たちが提供する建造物やサービスを通じて地域
社会や環境に貢献し、持続可能な未来を築くことを使命と
しており、サステナビリティの考え方そのものであると考えて
います。そのうえで、当社が取り組むべき6つのマテリアリ
ティを特定し、前述の人財確保や育成のほか、事業活動に
おける環境問題への配慮などに注力しています。
　私は経営哲学として二つの言葉を大切にしています。ま
ず仏教に由来する「自利利他」は、他者に尽くすことが結果
的に自分の利益にもつながるとの考え方です。これは「エ
ンゲージメントの発展的連鎖」に通じています。もう一つは
デカルトの「我思う、ゆえに我あり」です。自分が考えてい
るという疑いきれない事実そのものが、自分の存在を証明
しているとの考えで、「本当にあった事実」と「そこから自分
が考えたこと」を整理することによって、物事の本質が見え
てきます。
　その哲学の下、当社の使命を果たし、「魅力あるゼネコン
No.1」となるためには、株主、顧客、社員、地域、協力会社
といったステークホルダーの皆様に「評価される」「選ばれ
る」会社にならねばなりません。いわゆるVUCAの時代で、
先行き不透明ですが、私たちは先んじて前に進み、持続的
な成長を求めて挑戦していきます。今後とも、温かいご支
援およびご理解を賜りますようお願い申し上げます。

省人化と生産性の向上を
スピード感を持って実行し
組織構造の変革を加速していきます。
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見の違いも出てくるでしょう。しかし、中長期目線のコーポ
レート部門と足元をしっかりと固める事業本部の活性化さ
れた議論は、必ずや西松建設の成長のエンジンになると確
信しています。
　私自身、主に土木事業に携わってきましたが、時代は大
きく変化しています。そうした中で、コーポレート部門の役
割を明確にし、その機能を強化することが重要だと考えて
います。企業戦略と事業戦略が相互に補完し合い、全社的
な視点から、持続的な成長と企業価値の向上にむけた議論
を深められる体制を築いていきます。

鍵を握る社員のエンゲージメント向上

　改革を実現するうえでは、全社員が「なぜそのようなこと
をするのか」「実行することで何が変わるのか」を理解し、認
識を持つこと、そして、社内に存在する多くの課題を一つず
つ解決していくことが重要となります。経営陣と社員が不断
のコミュニケーションを通し、意識改革を図らねばならない
と考えており、私は2025年5月から、全国の支社・支店を訪
問し、対話を重ねています。その中で、細川社長が掲げる

「魅力あるゼネコンNo.1」という言葉に、多くの社員が共感
し考えてくれていることを実感しました。自らが携わった建
造物について、「これは自分が（当社が）手掛けた」と家族
や友人に誇らしく語りたい、との声を数多く耳にし、社員が
ものづくりに強い想いを抱き続けていることを、あらためて
うれしく思っています。
　私自身も、ものづくりへの憧れを原点に西松建設に入り
ました。社員の声に触れる中で、「社員が本当に誇りを持
てる仕事とは何か」を見つめ直す必要性を感じています。
シンボリックな建造物はその象徴となり得ますが、そのよう
な案件は収益性が高いとは言えない場合もあります。利益
を無視して進めることはできませんが、収益性と社員のや
りがいや誇りとの間で、あらためてバランスを丁寧に見直す
べきでしょう。
　持続的成長の鍵を握るのは、細川社長が掲げるすべての
ステークホルダーによる「エンゲージメントの発展的連鎖」
ですが、とりわけ社員のエンゲージメント向上が喫緊の課
題です。現在、当社は順調な新卒採用の結果、社員の平均
年齢は横ばいで推移していますが、定年を迎える前にどの
世代も半数近くが退職しているという現実があります。西松
建設が「入りたい会社」であり、「働き続けたい会社」である

ためには、社員が誇れる仕事に挑む環境を提供することが
欠かせない要素の一つであり、結果として社員にとっての「魅
力あるゼネコンNo.1」につながると思っています。
　人財戦略室を立ち上げたことはその一環であり、今後は
社員のキャリア形成のあり方も見直していくことになります。
言い換えれば、これまでの制度が古くなったとの課題認識
がありました。現場にある課題解決をスピード感を持って
企業戦略に反映するため、大胆な人事異動を実施し、社内
ローテーションを活性化させていきます。また、経営人財や
プロフェッショナル人財のさらなる育成を図っていきます。

ステークホルダーの皆様にとっての	
「魅力あるゼネコンNo.1」

　「魅力あるゼネコンNo.1」の答えは、社員、協力会社、お
客様、一般の方々、それぞれの立場で変わってきますが、そ
れぞれの答えが融合して「魅力あるゼネコンNo.1」に結び
ついていくと考えています。例えば、社員にとっては、先ほ
ど触れたシンボリックな建造物を施工できることは「魅力あ
るゼネコンNo.1」を構成する要素の一つです。当社の現場
力は、どの会社にも負けていないと自負しています。しかし
それを活かすには、社内体制といったリソースの課題を解消
し、皆様に評価される企業に変わらねばなりません。この
ことは、お客様にとっての「魅力あるゼネコンNo.1」を構成
する要素の一つです。
　今、社会課題の複雑化や価値観の多様化が進んでいます。
土木・建築があってこその西松建設であることに変わりはな
く、今後も品質・安全・工期をしっかりと守り、お客様に満
足いただけるものを提供し続けます。しかし今後は、単に
工事だけでなく、社会機能の再構築にむけてお客様や地域
社会に提供できる価値を創造することも、西松建設の新た
な役割になっていかなければなりません。そうした中、自社
だけですべてを完結させるのには限界があり、資本関係も
含めた強固なパートナーシップの構築が不可欠です。現在、
伊藤忠商事株式会社と協業を進めていますが、今後も積極
的な協業を進めていく方針です。
　ステークホルダーの皆様にとって「魅力あるゼネコンNo.1」
であり続けるために、コーポレート部門は人的資本、構造
資本（バリューチェーン）、関係資本（パートナーシップ）を
強化し、強靭な組織づくり、企業成長の加速に全力を注い
でいきます。

機構改編の狙い

　2025年4月に本社の機構改編を行い、新たにコーポレー
ト部門に経営戦略、人財戦略、技術戦略、管理統括の4室を
位置付けました。企業として最も重要な中長期の企業戦略
の全体像を描くのは経営戦略室であることは言うまでもあ
りません。しかし、社会環境が著しいスピードで変化すると
共に、人口減少のフェーズに入り至る所で人手不足が叫ば
れている日本において、人財の確保と定着が当社の企業戦
略にとっての最重要課題の一つであることに間違いはなく、
人財戦略室を設置し課題解決に取り組んでいきます。また、
建設業においては施工技術を軸とした技術力は企業成長に
不可欠であるため、技術戦略室を設置しDXを包括した技術
開発に取り組んでいきます。管理統括室は昨年度までの管
理本部とほぼ同じ位置付けであり、西松建設の企業活動の
改善と株主の皆様とのより一層の信頼関係の構築に取り組
んでいきます。
　西松建設は、1874年の創業以来150年にわたって土木と
建築の両事業を中核として歩んできました。海外展開の歴
史も長く、近年ではアセットバリューアッドや地域環境ソリュー

ションも育ってきていますが、お客様の事業に対して建設と
いう手段で貢献する「請負型」の事業構造が中心であった
ため、西松建設の強みの一つでもあるお客様に寄り添う力
を育むことに集中し、中長期目線の企業戦略の視点に十分
に考えがおよんでいなかったことは大きな反省点です。
　さらに、加速度的に人口減少が進む社会においては、土
木・建築という建設ビジネスが完全に無くなることはないに
せよ、それだけでは成長の余地が限られることは明らかで
す。その中で、私たちが「どう成長していくのか」を全社的
な視点で考え、変化に適応し続ける力が求められます。先
を見通すことが難しい時代ですが、だからこそ、一定の目標
を掲げ、進捗を確認しながら柔軟に修正していく、いわば
PDCAのようなアプローチが不可欠です。
　その役割を担うのがコーポレート部門です。これまで当
社は事業本部、支社、支店において強力な事業運営を展開
してきましたが、土木・建築事業を基盤にしながらも、請負
に依存した体質からどう脱却し、どう変わり、どう生きてい
くか、という方向性を定め、ドラスチックな進化を導く役割を
担っていきます。
　当然、これまで独立採算で動いてきた各事業本部とは意

コーポレート部門各組織の役割

経営戦略室
急激に変化する事業環境を的確に捉え、持続的な成長と企業価値の向上をめざし、事業ポートフォリオの最適化
や経営資本の配分などの企業戦略を立案し、案実現にむけて推進

人財戦略室 
中長期目線での人財育成や活躍支援、組織力を最大化する人財配置を進めるとともに、喫緊の経営課題である
人財の確保や定着などさまざまな課題の解決に資する制度の設計と整備

技術戦略室
技術研究所とDX 部門を統合し、技術とDXの融合を通じて省人化や生産性向上を推進するとともに、新たな事業
領域への挑戦を支えるデジタルイノベーションをけん引

管理統括室
経理、法務、総務の各機能を統括し、全社最適の視点から組織の効率性や有効性を改善するための改革を推進。
また、株主との戦略的対話を強化し、信頼関係を構築

変化の激しい時代に、全社視点で、	
持続的成長と企業価値の向上を図る

代表取締役 執行役員副社長 コーポレート部門担当　
一色 眞人
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コーポレート部門担当役員メッセージ
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1999年
戸田建設と技術提携

2016年
エコ・ファースト企業に

認定

2009年
社内風土改革
新生西松発足

2002年
全社（国内）一括で

ISO9001/ISO14001
認証取得

2021年
伊藤忠商事との
資本業務提携

中期経営計画	
2020

中期経営計画	
2023

中期経営計画	
2025

西松-Vision2027 西松-Vision2030

2019年
ゼネコン初

健康経営銘柄
2019に選定

2012年
玉川大学と産学連携開始

（LED 農園）

1984年	� シンガポールで地下鉄工事受注
	� 関越道永井川橋工事施工。日本で最

も高い橋脚が立ち上がる
	� タイで超高層ビル施工
1986年	� 椿山ダム（和歌山県）が労働大臣優

良賞を受賞
1987年	� 大門ダム（山梨県）竣工。昭和61年

度土木学会技術賞を受賞
1988年	� BOTプロジェクト香港テーツケントン

ネル受注
	� 日本最大級の重力式コンクリートダ

ム、月山ダム（山形県）着工
1998年	 愛川衝撃振動研究所設立

1946年	� 北上川水系の石淵ダム（岩手県）で日
本初のロックフィルダム施工

1948年	 商号を西松建設株式会社にあらためる
1953年	� 荒瀬ダム（熊本県）が機械化施工のモ

デル現場に
1960年	 大手町合同庁舎建築工事施工
1961年	� 尼崎製鉄堺製鋼所建築工事施工。

1964年にBCS 賞を受賞
1965年	� 都営地下鉄1号線金杉橋工区で凍結

工法を採用
1967年	 当時世界一のボウリング場を施工
1971年	� 香港コンテナヤード工事施工。�  

英国土木学会海外賞を受賞

2010年〜2019年
● �山岳トンネルの覆工コンクリー

ト養生技術「うるおい」と「温
ぬく」を開発

● �既存建物むけに外付けフレー
ム制震補強工法「BiDフレーム
工法」を開発

● �山岳トンネルの自動化・無人化
施工技術「Tunnel RemOS（ト
ンネルリモス）」の開発を開始

2000年〜2009年
● �高層建築物を昇降式養生 

フレームを用いて解体する
「MOVE HAT 解体工法」を開発

● �山岳トンネルの覆工コンクリー
トトータル養生工法「トンネル
バルーン」を開発

● �「トラップ式ダブルリーフ工法」
を開発

● �「西松式大気浄化システム」を
開発

2020年〜
● �山岳トンネルの覆工コンクリー

トの施工作業を機械制御で実
施できる「自動化セントル」を
開発

● �中⼤規模⽊造建築物を実現す
る新しい耐震構造技術「 P&UA
構法」を初適用

2008年
リーマンショック

2011年
東日本大震災

2020年
新型コロナウイルス感染症流行

1995年 
阪神淡路大震災

2003年	� 当社国内初の PFI 事業、江坂南パー
キングサービスに参加

2015年	� ラオスで日系ゼネコン初となる合弁
会社を設立

2017年	� 当社初の商業施設開発・運営事業 
「ハレノテラス」開業

2022年	� 当社初のホテル事業参入となる「ホ
テルJAL シティ富山」オープン

	� 温 室 効 果 ガス削 減 目 標 に対する、 
SBTイニシアティブより認定取得

	� 経済産業省「DX 認定事業者」に認定
2023年	� バイオガス発電事業に参入
2024年	� 立野ダム（熊本県）が全建賞と土木学

会賞　技術賞を受賞

西松-Vision2030
あたりまえに安心でき

活力がわく地域やコミュニティを
共に描きつくる総合力企業へ

P&UA 構法適用建築物イメージBiDフレームトンネルバルーン

■ 売上高（左軸）
 営業利益（右軸）

西松のあゆみ

1980年
シンガポール営業所

開設

1963年
東京証券取引所

第一部に上場

1874年
創業

1962年
香港営業所開設

1850年	 創業者・西松桂輔生まれる

創業者
西松桂輔

1927年	� 朝鮮窒素（日本窒素）興南工場新築
工事

1929年	 合資会社西松組設立
1931年	 西松組本社が東京移転
1932年	 満州大連出張所開設
1933年	� 朝鮮長津江水力発電導水路および堰

堤工事
1935年	� 西松光治郎逝去、林米七が法人2代

社長に就任
1937年	 株式会社西松組へ移行
1940年	 満州西松組設立

1970年〜1979年
● �鋼管矢板によるトンネル支保工「アー

マー工法」を開発
● �自動車用沈埋トンネルに「アクアパクト

工法」を適用
● �止水性を高めた連続地中場所打ち杭工

法「PIP・S 工法」を開発
● �高層プレハブ住宅工法「NHS」を開発

1870年〜1969年
● �水豊ダムコンクリート打設用骨材ふるい分け試験機

を開発
● �「プレパクトコンクリート※」を日本初導入

※�型枠の中にあらかじめ粗骨材を詰めておき、後からモルタルを
注入してコンクリートを製造する方法

● �機械式シールド機を日本初導入
● �「凍結工法」を大断面トンネルへ初適用
● �連続地中場所打ち杭工法「PIP 工法」を開発
● �「泥水式シールド工法」を大断面トンネルへ初適用

● ダム　● シールドトンネル　● 山岳トンネル　● 一般土木　● 建築　● 土木・建築　● 環境

1980年〜1989年
● �超高層 RC 造による住宅構法を開発
● �大深度地中連続壁を想定した技術開発

を実施

1990年〜1999年
● �MINダンパーを免震建物に 

採用
● �シールドトンネルのセグメント

に関する技術を開発
● �雲仙普賢岳噴火災害復旧工

事で無人化施工技術を導入
● �トンネル切羽前方探査技術

「DRISS」を開発

1945年
終戦

1872年
日本初の 
鉄道開業 

（新橋ｰ横浜）

1973年
オイルショック

1960年代
高度経済成長期

1990年代前半 
バブル崩壊

1980年代後半
貿易摩擦

社会の出来事

主な出来事

培ってきた技術と経験

1874年	 西松の創業
1903年	 西松桂輔、土木稼業から引退
1906年	 間組との共存時代。39規定締結
1914年	� 九州・宮崎線第12工区新線工事を西

松単独で請負。運命の工事
1916年	 名称を西松組に変更
1926年	� 日本窒素（朝鮮水電）赴戦江発電所

水路工事（第3、第4工区）

技術導入・開発の変遷

無人化施工アーマー工法 大深度地中連壁京葉線羽田沖トンネル

価値共創活動の源泉 1
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建設の力で理想の社会を実現してきた価値共創   のあゆみ



　60年以上にわたるシールドトンネル施工の実績を通じて、業界をリードする技術開発と、施工
現場への実装を積極的に推進し、都市インフラの高度化と社会課題の解決に貢献してきました。
大断面泥水式シールドや大断面泥土圧シールド、分岐式シールド、切削可能セグメントといった、
日本初・世界初となる技術を数多く実現、複雑な施工ニーズに柔軟に対応しています。

世界初となるシールドトンネルの地中接合に挑戦
　首都圏中央連絡自動車道（圏央道）事業において、上下線各5.4kmのシールドトンネルを施工
しています。上り線では、2機のシールドマシンでそれぞれ2.7kmを掘進し、後行のシールド2号機
が1号機先行トンネルの切削可能セグメントを斜め後方から切削して接合する工法を採用しまし
た。このように全周を切削可能セグメントで構築したシールドトンネルを斜めに全周切削して地中
接合する工法は世界初の技術であり、施工効率の向上や用地削減などのメリットが期待されます。

物流施設
過去３年の主な施工実績

● �アライプロバンス葛西A棟 
新築工事

● �（仮称）南吹田物流施設計画

● �（仮称）CBRE IM 滋賀湖南

● �プロロジスパーク盛岡プロ
ジェクト

● �（仮称）ＤＰＬ流山Ⅱ新築工事

生産性向上と省力化に貢献する	
技術開発

過去３年の主な導入実績
● �朝日温海道路１１号トンネル 

その２工事
● �新環境センター整備事業
● �平良丘陵開発土地区画整理

事業 造成工事 
● �鳥海ダム本体建設（第１期）工事
● �R６ ２４９号珠洲地区法面復

旧その１工事

T228地下鉄トムソンライン ガーデンズ バイ ザ ベイ駅
およびトンネル工事

　100年以上の歴史を有し、鍋立山トンネルをはじめとする複雑な地質条件下でも、安全かつ効
率的な施工を実現してきました。2030年までに無人化施工やデジタルツインプラットフォームの
実用化をめざし、約30％の省人化を可能とする次世代の施工体制の構築に取り組んでいます。

山岳トンネルにおける当社の技術
　多くの山岳トンネル現場で採用されている「DRISS」※はこれから掘削する領域（切羽前方）の
地山性状を直接的かつ定量的に短時間で評価できます。その結果、適切な対策・支保工の選定
が可能で切羽の崩壊を防ぐことができ、全国各地のトンネル現場で安全な掘削・施工に寄与して
きました。
　1993年より当社山岳トンネル現場で活用され、2024年度末までに当社で70件以上、他社で440
件以上採用されています。

※ Drilling Survey System：油圧削岩機を使用した切羽前方探査

培ってきた技術と実績を当社の強みとして、これからも、地域と共生し、安心して暮らせる持続可能な社会・環境づくり
に貢献していきます。

シールドトンネル
過去３年の主な施工実績

● �送水管布設工事（庭窪万博系
統連絡管・摂津市ほか）

● �北区赤羽台一丁目、 
赤羽西四丁目付近枝線工事

● �奥畑ー妙法寺連絡管整備工事
（その１）

● �横浜湘南道路トンネルその３
工事

● �足立区千住曙町付近再構築
工事

価値共創活動の源泉 2

山岳トンネル
過去３年の主な施工実績

● �平成29年度　東海環状岐阜
山県第一トンネル工事

● �北海道新幹線、後志トンネル
（上北沢）他

● �新東名高速道路湯船原トンネ
ル工事

● �令和2-5年度　窪川佐賀道路
不破原トンネル工事

● �九州新幹線（西九州）、 
久山トンネル（西）他

長崎497号松浦1号トンネル新設工事 大野油坂道路荒島第２トンネル下山地区工事

　通信環境が不安定な工事現場においても、
必要最小限のネットワーク機器で安定した通信
環境を構築できる「PicoNect」を開発しました。
無線 Wi-Fi 多段中継技術とIoT ゲートウェイ機
能の一体化、さらには AIとの融合により、現場
業務の「見える化」から「予測」「最適化」「自
動化」へと進化を遂げています。PicoNectの
社外展開についても積極的に取り組み、建設
業界全体の生産性向上と省力化に貢献してい
きます。 PicoNect 概略図

　大規模物流施設の設計・施工において、豊富な実績を積み重ねてきました。効率的なプランや
合理的な構造の提案、環境負荷低減にむけたZEBやCASBEE 認証取得への対応、BIMの活用に
よるスムーズな合意形成など、お客様のニーズに応える最適なソリューションを提供しています。
また、培ってきた経験と専門知識を集約したディテール図や見積仕様書の標準化により、生産プ
ロセスの効率化と品質の均一化を実現しています。さらに、成長市場であるコールドチェーン関
連施設への展開を推進し、当社の物流施設における設計施工ノウハウを活かした新たな価値創
造に取り組んでいます。

ロジスクエアふじみ野Ａ・Ｂ新築工事 LOGI’Q 南茨木［（仮称）大阪府茨木市蔵垣内一丁目計画］

海外インフラ整備
過去３年の主な施工実績

● � �香港フーシャン建築工事
● �興和ベトナム工場建設工事
● �ブリヂストン第５期工場建設 

工事
● �旭化成AFV工場建設工事
● �ロジスティード新倉庫建設 

工事

ユアサ商事 バンコク事務所新築工事

　香港やシンガポールをはじめとするアジア地域において、60年以上にわたり建設事業を展開し
ています。両国では高い技術力と品質管理体制により、大規模な地下鉄トンネルプロジェクトを
手掛け、確実な施工実績を積み重ねてきました。特に、シンガポールでは同国初となる泥土圧シー
ルドマシンを導入し、トンネル施工技術のパイオニアとして、現地インフラ整備に貢献しています。
　一方、大メコン圏（GMS：タイ、ベトナム、ラオス、ミャンマー、カンボジア）の中心に位置する
タイ市場に、日系ゼネコンでは最も早い1963年に進出し、当初は高速道路をはじめとした交通
インフラ工事に取り組んでまいりました。現在は、民間建築プロジェクトを中心に現地に根差し
た事業展開で持続的な価値創出を実現しています。
　今後も、これまで培ってきた海外での実績と信頼関係を基盤に、アジア地域におけるインフラ
整備の一層の貢献にむけて、技術力と施工品質のさらなる向上に取り組みます。

横浜湘南道路トンネルその３工事 横浜湘南道路トンネルその３工事　地中接合イメージ図

切削可能セグメント
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社会基盤整備力　培ってきた技術と実績



関係者への感謝を忘れず、現場に立ち、	
まだ少ない女性技術者の目標に
大阪駅から都心部を南北に走る「なにわ筋線」地下の鉄道路
線建設工事において、設計変更における発注者との折衝や工
務などを行っています。インフラ整備は、完成後は人目に触れ
ることは少ないですが、社会を支え生活を豊かにします。社内
の各部署、委員会、協力会社、発注者等、多くの協力や支援に
より現場が成り立ち、安全かつ安心して工事を進められること
への感謝を忘れないようにしています。まかせられる企業の一
員として、責任ある立場で現場に立ち、まだ少ない女性技術者
の目標になれればと思っています。

西日本支社 なにわ筋線工事事務所 課長　内山 明日香

騒音や粉じんなど周辺環境への影響を抑え、	
円滑な施工に寄与
現場事務所のオフィスエンジニアとして、コスト見積り、進捗管
理のほか、月次・週次や試験・検査の報告書を作成しています。
建設工事では騒音や粉じんといった周辺環境への影響を最小限
に抑えることが求められます。私は、それらの軽減に寄与する資
材の提案や提供を行い、会社の規則や基準を遵守できる協力会
社の選定にも携わっています。そうした作業の積み重ねの上で
プロジェクトが完了し、建物の所有者に満足いただけた時に大
きな喜びを感じます。土木技術や施工方法に関する知識をさら
に深め、品質とスピードの両面で向上を図りたいと考えています。

国際事業本部 OMEGA 出張所（タイ）　Wasinee Jaruenmit

企業理念を念頭に置き、	
若手社員とコミュニケーションをとりながら社会に貢献
庁舎建設現場の次席として、工事計画や工程管理、設計事務
所や協力会社との工事打合せなどを担当しています。役職ある
社員がリーダーシップを発揮することも必要ですが、私は特に
若手社員の意見を聞き、それぞれに合った方法で指示や説明す
ることを大切にしています。彼らの活躍こそが現場をさらに良
くしてくれると考えるからです。当社の企業理念である「価値あ
る建造物とサービスで安心して暮らせる持続可能な社会をつく
る」を念頭に、品質の高い建物を造るためにさまざまな方とコ
ミュニケーションをとり、社会に貢献していきます。

九州支社 伊佐作業所 主任　長田 翼

国内土木

海外

現場代理人として、	
風通しの良い雰囲気をつくり、事故防止に貢献
中央自動車道 府中高架橋区間の耐震補強工事において、現場
代理人として発注者との折衝や現場運営をしています。私は風
通しの良い雰囲気づくりを大切にしています。なぜなら、些細な
変化も感じ取り、事故防止につながると考えるからです。高速
道路耐震補強工事は、目に見える変化は少ないものの、当たり
前にあるものを人々が、当たり前に使えるようにすることが当社
の社会に提供できる価値だと感じています。先代が築き上げた
高い技術力を伝承するとともに、ムダな仕事を省き、有用なDX
技術を導入することで西松建設の発展に尽力していきます。

関東土木支社 府中出張所 係長　仲澤 裕士

価値共創活動の源泉 3

西松建設は150年にわたり、多彩なプロジェク
トに挑み続けてきました。その現場には、西松
らしく毎日を楽しみ、仲間とともに「まかせら
れる人」に成長する社員の姿があります。社員
一人ひとりの挑戦が、社会課題解決、さらに西
松の企業価値向上を推進しています。

ダム建設促進の住民の声を聞き、	
「日本一美しい鳥海ダム」をめざす

秋田県鳥海山麓に建設中の多目的ダム本体建設工事において、
企業先との折衝、積算、予算管理など工務業務のリーダーを務
めています。近年、秋田県内では豪雨による水害が頻発し、地
域の方々から鳥海ダム建設促進の強い要望の声が届いていま
す。社会にとって重要な役割を担っていると再認識し、「地域と
共に創る鳥海山麓にふさわしい日本一美しい鳥海ダム」をめざ
し、1日でも早い完成にむけて尽力していきます。建設業は変
革の時期を迎えており、変化を受け入れないことが最大のリス
クです。私も挑戦意識を持ち続けていきます。

北日本支社 鳥海ダムJV 工事事務所 係長　西尾 紀康

AIやDX技術を活用して	
社会を支える物流インフラの未来を創る
滋賀県に建設中の物流施設の内装工事管理を担当しています。
本プロジェクトは、中継物流拠点を整備することで、物流業界
の労働環境改善と地域社会の活性化に貢献するものです。現
場では多くの協力会社との信頼関係を築き、チームワークを強
化することで、プロジェクトを円滑に進行しています。また、建
設業界全体が直面する担い手不足という課題に対し、AIやDX
技術を施工管理業務に積極的に導入し、業務効率化と生産性
向上に挑戦しています。これらの取り組みを通じて、建設業界
の魅力を高め、持続可能な社会の実現に貢献していきます。

中部支社 滋賀竜王出張所　中谷 圭太

施工責任者として、	
意見の裏にある想いや考えを汲み取る
東京都内の教育施設の新築工事において、顧客や設計事務所
など社内外の関係者と連携し、工事を円滑に進める施工責任
者の役割を担っています。建物の完成には多くの関係者が関
わっており、チームワークやコミュニケーションが重要です。責
任者である私は、さまざまな立場の方からいただく意見の裏に
ある想いや考えを、少しでも汲み取るよう心掛けています。当
社の今後の発展は、若手社員の成長なくしてありえません。彼
らが生き生きと働けるよう、さまざまなチャレンジや提案ができ
る機会を提供していきます。

関東建築支社 池袋出張所 所長　前田 敬司

国内建築
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まかせられる人が、いる



アウトプット アウトカム インパクト

 人的資本
▪�社員エンゲージメントスコア  

3.71（5段階評価）

▪�研修受講人数（単体）　10,089人（延べ人数） 

うち西松社会人大学受講人数　7,298人

 知的資本
▪�技術研究所で開発した67技術を362 

現場で活用（2024年度）

▪�新規事業分野での新規受注促進
▪�技術提案1位獲得率上昇
▪�総合評価案件の受注 （2024年度 土木15件）

 製造／社会・関係資本
▪�新規着工件数（契約額5,000万円以上）　 

国内 土木：40件	 建築：104件 
海外 土木：1件	 建築：8件

▪�休業4日以上の労働災害件数 
19件（前年度比＋2件）

▪�西松マイスター制度認定者数 　 
累計1,038人

▪�国土交通省の工事成績評定点（平均） 
79.9点（国交省対象8現場平均）

▪�お客様アンケートS・A 評価割合 
土木：100％　建築：98.5％

▪�地域経済の活性化 
取り組み中の再開発、区画整理案件11件

▪�エネルギーセキュリティの向上
▪�レジリエントなまちづくり
▪�地域の環境保全

 財務資本
▪ �DOE　5.1％
▪ �TSR　279.4%（5年累計）

 自然資本
▪ �CO2排出削減量　13.4千 t-CO2 

（再エネ電力、軽油燃焼促進剤、N-TEMS ほか）

▪�自然災害被害の低減
▪�生物多様性保全

▪�CO2排出量　43.3千 t-CO2

▪�産業廃棄物排出量　544千 t
▪�排水量　876千 m3

▪�キャッシュ創出
▪�ROEの向上
▪�株主還元
▪�成長投資のための内部留保
▪�D/Eレシオの低下

負荷としてのアウトプット

財務成果
※�土木、建築、国際、アセットバリュー

アッド、地域環境ソリューションの5
事業が連携して、安心・活力・つな
がりを提供する地域・コミュニティ
の拡大をめざします（2050年時点で
2024 年 度 比 1.5 倍）。目 標 値 は、
2050年までの累計です。

2024年度
連結売上高

3,668億円

● 土木事業� 1,079億円

● 建築事業� 1,931億円

● 国際事業� 383億円

● アセットバリューアッド事業�  

268億円

● 地域環境ソリューション事業 

� 5億円

魅力あるゼネコンNo.1

安心・活力・
つながり

60,000の地域・ 
コミュニティ※への 

価値提供　

提供する価値 創出する価値 共有する価値

連結売上高

社会基盤整備

● 建設

● 社会・都市機能

● 防災・安全

● 環境保全

● エネルギー

● 不動産開発

社会機能の	
再構築

インプット ビジネスモデル

 人的資本

▪�連結社員数　3,351人 
（うち国際事業　360人 

※社員数は臨時社員を含む）

▪�技術士　215人
▪�一級建築士　444人
▪�1級土木施工管理技士　819人
▪�1級建築施工管理技士　830人
▪�社員1人当たりの育成投資費用 

9万円

 知的資本

▪�特許保有件数　246件 
（2025年3月31日現在）

▪�研究開発費　2,362百万円
▪�産官学共同研究件数　52件 

（2024年度）

 製造／社会・関係資本

▪�事務所・営業所数

　国内 50拠点　海外10拠点
▪�現場数 256現場（2025年3月31日現在）

▪�設備投資額　48,129百万円（連結）

▪�施工実績
▪�Nネット（西松建設協力会）　1,023社
▪�社会基盤整備で培ったリレーション
▪�プラント会社とのリレーション
▪�異業種連携・産学連携

 財務資本

▪�資本合計 1,811億円（連結）
▪�有利子負債 2,142億円（連結）

 自然資本

▪�エネルギー消費量　256GWh
▪�再生可能エネルギー使用量 

63GWh
▪�取水量　888千 m3

マテリアリティ

コンプライアンスの遵守

多様な人財がワクワクし活躍できる仕組みづくり

安心でき、活力がわく社会の実現

エンゲージメントの発展的連鎖

「社員エンゲージメント」
が向上

業績や企業評価の上昇により
ステークホルダーへの還元が増加

対話から発信された	
企業内の課題を解消

対話により、	
社員の心理的安全性を確保

「社員エンゲージメント」がさらに向上

組織力の強化	
および品質の向上により
「顧客エンゲージメント」が	
向上

社員のモチベーションと 
ロイヤリティの上昇

社員

顧客

社員・株主・	
協力会社

社員

価値の源泉

現場力を最大限発揮できる組織づくり

価値創出を最大化できるパートナーシップの形成

安心とワクワクにつながる技術戦略

みんなでつくる
みんなが輝く	
社会の実現

➡ P58

（2024年度実績
2,455地域・コミュニティ）

創出する価値から価値の源泉へ

企業理念  安心して暮らせる  持続可能な社会をつくる

企業理念「価値ある建造物とサービスで安心して暮らせる持続可能な社会をつくる」のもと「社会機能の再構築」「社
会基盤整備」という価値共創を通じて、社会に「安心・活力・つながり」をもたらすことを社会へのインパクト（共有
する価値）と捉え、「みんなでつくる みんなが輝く」社会の実現をめざします。
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資本の種類 人的資本 知的資本 製造／社会・関係資本 自然資本

事業 強み さらなる価値共創のための 
取り組み 強み さらなる価値共創のための 

取り組み 強み さらなる価値共創のための 
取り組み 強み さらなる価値共創のための 

取り組み

国内土木	
事業

● �高い社会基盤整
備力を持つ多様な 
技術人財（設計、 
施工、現場管理、 
技術開発）

● �現場遂行力
● �現場支援力
● �企画提案力
● �技術開発力
● �事業運営力

● �社内教育や専門人財の獲得
等による企画提案力の強化

● �建設技術 
（トンネル、ダム）

● �防災、インフラリニューアル
工事等の受注強化にむけた
新技術の確立、導入

● �ブランド
● �サプライチェーン

● �応札体制の強化で技術提案書を高
度化し、総合評価案件の受注増加

● �2030年度脱炭素計画
「ZERO30ロードマップ

2023」の達成にむけた
取り組み

● �再生可能エネルギー電力や軽油代
替燃料の使用によるCO2排出量の
削減、生物多様性保全へ配慮した
施工

国内建築	
事業

● �企画部門、企画設計部門の
強化によるお客様との対話
の深化と、コストを含む最適
なプランの提案

● �業務連携ノウハウ
● �建設技術 
（物流、環境施設）

● �環境技術

● �物流施設の設計・施工技術
を応用した同業他社との差
別化要素の確立

● �信頼関係
● �サプライチェーン
● �提携企業（異業種 

パートナーとの連携）

● �社内外のリレーションを活用した、
単純請負からの脱却

● �CO2排出量の低減や生物多様性へ
の配慮による、施工時の環境負荷
の低減

● �中高層木造建築の技術開発やZEB
設計の推進による、環境配慮型建
物の展開

国際事業

● �現地スタッフの育成体制の拡
充、事業運営のローカル化、
業務提携パートナーと人的
資本の共有による、さらなる
市場の拡大

● �国内の土木・建築
事業で培った建設
技術

● �国内工事で培った技術の活
用と、優位性が高い工事へ
の特化による国際入札工事
の収益性向上

● �エンジニアリング会社との連
携による、各種ノウハウを活
用したワンストップソリュー
ションの確立と、同業他社と
の差別化による安定した収
益の確保

● �顧客基盤
● �信頼関係
● �サプライチェーン
● �提携企業 
（現地 JVパートナー）

● �現地パートナーとの連携や協業によ
る、顧客基盤の強化と事業の拡大

● �国内の環境配慮型建設技術の海
外展開による、環境負荷低減への
貢献

アセット	
バリューアッド	
事業

● �企画提案力
● �運営管理力

● �外部機関を利用した人財育
成機会の拡充、一人ひとりの
成長マインド・チャレンジ意
欲の促進によるビジネスチャ
ンスの拡大

● �社内での丁寧なOJTの実施
と、当社独自の不動産開発
人財の育成

● �バリューアッドの 
ノウハウ

● �循環型再投資モデルを軸と
する、競争優位のポートフォ
リオの確立

● �企画・設計・施工・運営管理
までを含めた一気通貫のソ
リューションをグループで 
提供

● �信頼関係
● �連携企業（異業種 

パートナーとの連携）
● �連結子会社
● �私募リート

● �西松アセットマネジメント、西松地
所との連携による、連結ベースの
収益力の増強

● �大学および多数のパートナー企業
等との連携による事業の創出

● �自社所有物件および新規物件案件
の当社独自の「環境配慮型建物の
標準仕様」への適合による、2030
年度 CO2排出量の削減

地域環境	
ソリューション	
事業

● �企画提案力
● �マネジメント力
● �課題解決力
● �地域と連携する力

● �専門人財や新たな事業分野
に関する知識・経験の獲得
による、事業開発力の強化

● �建設技術
● �建設事業で培った技術力を

まちづくり事業に活用した、
事業の拡大

● �信頼関係
● �連携企業（異業種 

パートナーとの連携）
● �産学官連携

● �ベンチャー企業への出資や、産学
官連携を活用した先駆的な技術の
導入による、他社との差別化

● �再生可能エネルギー事業（創エネ）
のさらなる推進による、社会への
グリーンエネルギーの提供

長期ビジョン「西松 -Vision2030」では、「個々の事業の成長」と「連携事業の強化・拡大」を図り、「社会基盤整備」か
ら「社会機能の再構築」へと拡大させていきます。当社の持つ諸資本を効果的に活用し強みを活かすことで、価値共創
を加速します。
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価値共創を加速する資本と強み



　当社が健全な事業活動を進めていくためには、取引先の
皆様とのパートナーシップの下、サプライチェーン全体で協
調して取り組んでいくことが重要と考えています。
　当社は、2011年に西松建設協力会（通称：Nネット）を発
足し、現在1,023社の協力会社の方々との共存共栄と業者
間の連帯を図るため、単なる施工協力関係ではなく、強固
な信頼関係を構築しています。2019年から毎年、現場にお
ける課題解決を目的に「Nネット成長戦略会議」を開催して
います。これまで「現場の生産性向上」「雇用の確保」「第
三次・担い手3法への対応」といったテーマで議論を重ね、

　「西松 -Vision2030」で掲げる「変革プログラム」の一つで
ある意識・行動改革の一環として2023年度から「社長と社
員の対話」を実施しており、2024年度はのべ約300名が参
加しました。
　2024年度には、新たな取り組みとして、社長と女性技術
者等の対話を行いました。土木職、建築職および事務職（情
報や研究を含む）の職種別に開催し、各10名程度の代表者
が参加しました。「女性が活き活きと働き続けられるには」
をテーマとして対話を行う中で、ライフステージの変化やキャ
リアプランに対してそれぞれが抱える漠然とした不安や、柔

　当社は、提供する建造物やサービスを通じて地域社会や環
境に貢献し、持続可能な未来を築くことを使命としており、地

域社会の発展、豊か
な地域社会の創造
に取り組んでいます。
　建設事業では、工
事期間中に周囲の
生活環境へ与える

コミュニケーションツール「direct」の導入や優良技能者制
度の拡充といった具体的な取り組みにつながっています。
　その他にも、Nネットの皆様と共催または共同活動として、
植林活動や河川・海岸清掃活動などのCSR 活動、さらに職
場体験会などの採用支援活動にも取り組んでいます。

軟な働き方の重要性が共通の話題となりました。土木職お
よび、建築職の回では、女性技術者としての現場勤務におけ
る女性特有の悩みなどについても活発に対話を行いました。
　これらの対話でも課題として挙がった、育児休業による
キャリアアップへの影響、所謂マミートラックについては、対
話をきっかけに制度改正の議論が進み、昇格要件の見直し
に至りました。育児休業が直接的に及ぼす影響を軽減する
ことで、復帰後のモチベーション維持および向上、ひいては
エンゲージメントの向上に寄与することを期待しています。

影響について、皆様からの理解が不可欠です。工事開始前
の近隣説明会では発注者と共に工事概要や工程などを丁寧
に説明し、ご理解とご協力をいただけるよう取り組んでいま
す。また、工事期間中は町内会など地域の代表の方との連
携も密にし、周辺住民の方々との共存に務めています。
　工事以外においても、地域貢献の一環として、自治体主
催の各種イベントへの賛同や、児童・学生などの見学受け
入れ、清掃活動などにも注力しています。

項目 対話テーマや株主の皆様の関心事項

事業環境、成長戦略
・ �事業環境について
・ �中期経営計画の進捗状況について

・ �時間外労働上限規制が業績に与える影響について
・ �資本業務提携先である伊藤忠商事とのシナジーの進捗状況

について

財務戦略、株主還元
・ �成長投資と株主還元のバランスについて
・ �D/Eレシオ、自己資本比率について

・ �株主還元の考え方について

サステナビリティ
社会、環境

・ �人財戦略（人財確保、人財育成、将来の人財ポートフォリオ
等）について

・ �社員エンゲージメントや離職率について
・ �賃上げについて

・ �気候変動関連情報の開示について
・ �生物多様性に関する開示の準備状況について

コーポレートガバナンス

・ �政策保有株式のさらなる縮減について
・ �役員報酬制度における評価指標や業績連動報酬比率の見

直しについて

・ �取締役会の実効性評価について
・ �社外取締役の比率について
・ �取締役会の監督機能の強化および執行側への権限委譲につ

いて

対話の主なテーマや株主の皆様の関心事項

令和６年度虎ノ門一丁目琴平町会祭礼に参加

株主の皆様の意見を経営陣にフィードバックし、経営戦略に反映

お客様のニーズを丁寧に聞き、お客様の想いに応える建造物やサービスを提供

建造物やサービスの提供を通じて、周辺住民の方々との共存をめざす

協力会社の方々と強固な信頼関係を構築し、健全な事業活動を推進

女性技術者との対話をきっかけに、制度改正への議論が進捗

2025年2月5日 Nネット本部総会集合写真

　当社は、株主の皆様との建設的な対話を通じて、会社の
持続的な成長と中長期的な企業価値の向上をめざしていま
す。社長やIR 担当取締役である管理統括室長、経営戦略室
副室長、経営企画部長がスピーカーとなり株主の皆様と対
話するほか、サステナビリティや議決権行使など、対話の内
容に応じて、各担当部署の責任者も同席し、対話の充実を
図っています。2024年度における対話実績、対話の主なテー
マや株主の皆様の関心事項は下記のとおりです。
　対話において把握された株主の皆様の意見や懸念事項
は随時、経営陣にフィードバックすると共に、重要な事項に
ついては取締役会に報告し、適宜、経営戦略に反映してい

 　当社は、多様化するニーズを的確に捉え、お客様の想い
に応える建造物やサービスを提供しています。
　営業担当者が、窓口となりお客様のニーズを丁寧に聞き
出し、当社の強みである「総合力」を活かして、企画、設計、
施工、管理、運営というトータルサポート体制でお客様のさ
まざまな課題解決に貢献します。
　工事期間中は、設計・施工管理部門と営業部門が共にお
客様に寄り添い細やかなコミュニケーションを取ることで、
より良い建造物とサービスを提供できるよう取り組んでいま
す。また、竣工時のみならず、引渡して一定期間が経過した

ます。また、証券会社アナリストより受領したレポートは随
時、経営陣にフィードバックしています。

後にも、お客様からのフィードバックとして、アンケートにて
評価をいただいています。評価結果は、スピーディーに社
内で情報共有する
とともに、新たな提
案やアフターサービ
スの充実のための
ツールとして有効
活用し、今後の改
善につなげます。

区分 回数 主な対応者

個別面談 73回 管理本部長、経営戦略室長、経営企画部長、
ESG 関連部署の責任者ほか

スモール 
ミーティング 4回 管理本部長、経営戦略室長ほか

決算説明会 2回
社長、管理本部長、経営戦略室長、経営企画
部長、アセットバリューアッド事業本部長、経理
部長ほか

※2024年度の役職で記載しています。

対話実績（2024年度）

株主の皆様との対話

お客様との対話

協力会社の皆様との対話

社長と社員の対話

地域社会の皆様との対話

アンケートフォーム（一部抜粋）
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西松がつくる「安心・活力・つながり」のある社会

ステークホルダーエンゲージメント



特定したマテリアリティにもとづく、全社経営レベルでの長期視点に立った	
リスク・機会マネジメントを、リスク・機会マネジメント委員会で実施します。

「検討課題」の	
選定

「検討課題」の
評価・絞り込み

341項目を84項目に統合・集約

13項目について、経営者インタビューおよび従業員意識調査に加え 
ステークホルダーからの意見も踏まえ、重要度の高いものを抽出

サステナビリティ委員会にて審議後、取締役会へ答申、取締役会で決議

マテリアリティ（重要課題）の表現を決定

検討課題の候補の参照先

	
マテリアリティ	

特定

グローバルの視点を含む多様な検討課題候補 341項目

：重要　 ：より重要　 ：極めて重要

国
内
の
人
口
動
態
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態
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ビ
ジ
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経営者
インタビュー

従業員
意識調査

協力会社
アンケート

84項目について社会と自社にとっての機会・リスクを評価

評価結果を「社会にとっての重要度」と「当社にとっての重要度」の 
2軸で整理して、13項目を抽出

　マテリアリティの社内浸透にむけて、社員一人ひとりがマテリアリティおよびマテリアリティの解決手段と日々の業務のつな
がりを実感できるよう、サステナビリティスローガン（基本方針）およびKGIを頂点とするKPIツリーを策定しました。一人ひとり
の業務がマテリアリティに紐づき、事業活動を通じて社会課題を解決することが、サステナビリティスローガンで掲げる「みんな
でつくる みんなが輝く」社会の実現につながると考えています。
　2025年度からはこのKPIツリーを各部署から個人のレベルまで拡大し、KPIと目標値を人事評価に組み込みました。個々の
社員がサステナビリティに関する目標を掲げて日々の業務に取り組み、全社一丸となってサステナビリティを推進します。

　当社は、2023年度にサステナビリティスローガン（基本方針）「みんなでつくる みんなが輝く」、マテリアリティおよびKPIツリー
を策定しました。
　特定にあたっては、グローバルを含めた多様な視点を包含し、経営者インタビューや従業員意識調査、協力会社へのアン
ケートを活用しながら、当社のステークホルダーにとって納得性の高いプロセスとしました。

KGIおよびKPIツリーマテリアリティの特定プロセス

※�土木、建築、国際、アセットバリューアッド、地域環境ソリューションの5事業が連携して、安心・活力・つながりを提供する地域・コミュニティの拡大をめざします（2050年時点で2024年度
比1.5倍）。目標値は、2050年までの累計です。

　�長期スパンでの達成をめざし、当社が地域・コミュニティに寄り添いながら手掛ける建造物やサービスの所在地および近隣の「自治体」の数を当社独自基準で集計することにより、目標
の達成状況を確認、管理しています。なお、将来的には、地域・コミュニティの数のみならず、地域・コミュニティや事業に携わる関係者の皆様からの評価もKGIに盛り込んでいきます。

詳細は当社ウェブサイトをご覧ください
➡ https://www.nishimatsu.co.jp/esg/materiality.html

リスク管理体制の強化

コンプライアンス教育の充実と継続

安心でき、
活力がわく 
社会の実現

現場力を 
最大限発揮できる 

組織づくり

価値創出を 
最大化できる 

パートナーシップ 
の形成

安心とワクワクに 
つながる 
技術戦略

多様な人財が 
ワクワクし 
活躍できる 

仕組みづくり

マテリアリティ

マテリアリティの解決手段 KPI（全社）　定量目標→ P.28、29

循環型社会の形成促進

生物多様性への配慮、自然との共生

脱炭素社会の形成促進

安定した受注

地域の活性化に資する開発・事業等

国土・まちの強靭性の向上

環境性能の向上

強みを活かした案件の拡大

社内での事業連携

社会基盤整備を通して培った 
強みを基に、多様な能力を 
結集した新たな価値創出

環境にやさしい 
レジリエントなまちづくり

地域・顧客の想いをつなぎ、 
⼈々の活力が生み出される 
地域やコミュニティをつくる

事業活動を通じた 
環境・生物多様性保全、 
サーキュラーエコノミーの実現

ナレッジデータ活用、施工管理 DX

組織知化の進展

現場支援体制の充実

お客様満足度の向上

現場の省力化

技術の継承

信頼される現場力を 
⾼め続けられる組織の構築

個々の現場の知を組織の知へ

異業種との連携

地域との連携

協力会社との連携

建設技能労働者の育成サポート

人権デューデリジェンスの継続的な実施
持続可能な 
サプライチェーンの構築

新たな価値創出に向けた 
地域、企業との連携

脱炭素・エネルギー・自然共生・ 
資源循環に資する技術開発

防災・減災・リニューアル工事に 
資する技術開発

DX 技術開発

技術活用による施工の効率化

技術開発による施工の効率化技術開発・技術活用による 
施工の効率化

未来を⾒据えた技術開発

みんなが働き甲斐をもって 
力を発揮できる職場環境の提供

組織横断的な思考の浸透
組織横断・連携の仕組みづくり

組織横断・連携マインドの醸成

社員がいきいきと活躍できる状態

多様な人財を活かす施策の実行

多様な人財の活躍

労働環境改善の推進

リスク管理体制の強化

コンプライアンス教育の充実と継続
コンプライアンス 

の遵守

みんなでつくる 	
みんなが輝く

延べ60,000の	
地域・コミュニティ※	
への価値提供

サステナビリティスローガン KGI
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「安心・活力・つながり」を共創するための戦略

マテリアリティ



No. マテリアリティ マテリアリティの解決手段 KPI（全社） 具体的なKPI 数値目標 2024年度実績

3

価値創出を	
最大化できる	
パートナーシップ	
の形成 持続可能なサプライチェーン

の構築

⼈権デューデリジェンス
の継続的な実施

人権デューデリジェンスの実施 
企業数 400社以上実施 457社

建設技能労働者の 
育成サポート

・�西松マイスターおよび上級職長の
現場就労率

・�建設キャリアアップシステムのタッチ率

・60%
・土木90%、建築80%（2025年度）

・�53%
・�74%

協力会社との連携
・Nネット発注率
・�「パートナーシップ構築宣言」に関

するアンケート調査の実施

・60％以上（2025年度）
・400社以上実施

・�59%
・�457社

新たな価値創出に向けた 
地域、企業との連携

地域との連携 ・自治体などとの包括連携協定
・新たな市場における売上確保

・2025年度までに累計3件
・売上規模50億円 / 年（2030年度まで）

・�累計2件
・�0件

異業種との連携 M&A による新しい事業組織の組成 2028年度より建設請負工事開始 0件

4

安心とワクワク	
につながる	
技術戦略

技術開発・技術活用による 
施工の効率化

技術開発による施工の
効率化

生産性向上（トンネル工事の自動化・
無人化技術等）ほか、社会・現場に
寄与する技術の開発

10技術以上 / 年（2030年度まで） 12技術

技術活用による施工の
効率化

設計 BIM 確認申請件数および 
申請率※2 １件（2025年度）、80％（2030年度） －

・各フェーズでのBIM 導⼊率
・BIM 活⽤パッケージ導⼊数

・�生産設計 BIM　50％
・�施工 BIM　55％
・�230件

（2025年度）
・�生産設計 BIM　100％
・�施工 BIM　100％
・�510件

（2030年度）

・�設計 BIM　91％
・�生産設計 BIM　

31％
・�施工 BIM　30％
・�152件

保有（開発）技術の現場活用 50技術以上 / 年（2030年度まで） 67技術

未来を⾒据えた技術開発

DX 技術開発

DXビジョン（スマート現場）各施策の
進捗

2プロジェクト/ 年 
（2030年度まで） 2件

技術開発ロードマップに従ったDX 技
術（省人化・生産性向上）開発目標
の達成度

平均開発目標達成度　70%/ 年 
（2030年度まで） 78%

防災・減災・リニューア
ル工事に資する 
技術開発

技術開発ロードマップに従った防災・
減災・リニューアル工事に資する技
術開発目標の達成度

平均開発目標達成度　70%/ 年 
（2030年度まで） 75%

脱炭素・エネルギー・ 
自然共生・資源循環に
資する技術開発

技術開発ロードマップに従った脱炭
素・エネルギー・自然共生・資源循
環に資する技術開発目標の達成度

平均開発目標達成度　70%/ 年 
（2030年度まで） 100%

5

多様な人財が	
ワクワクし	
活躍できる	
仕組みづくり みんなが働き甲斐をもって 

力を発揮できる職場環境の 
提供

多様な人財の活躍 ・女性の採用比率
・女性管理職比率

・�新卒採用20% 以上
・�2.0% 以上（2025年度）

・�16.1%
・�0.65%

多様な人財を活かす 
施策の実行

・�男性育児休業取得率（育児目的休
暇含む）

・上司部下間の対話（1 on 1）実施率
・�DXビジョン（ワークスタイル）施策

の進捗

・100%
・100%（2025年度）
・5プロジェクト/ 年

・�75.0%
・�70.9%
・�5件

社員がいきいきと 
活躍できる状態

・社員のエンゲージメントスコア
・ストレスチェックの高ストレス者率
・定期健康診断後の精密検査受診率
・離職率

・3.71以上（2025年度）
・7.5% 以下
・80％以上
・1.5% 未満

・�3.71
・�7.7%
・�60.2%
・�2.57%

労働環境改善の推進 度数率（休業4日以上） 0.4以下（2025年度）
0.2以下（2030年度） 0.88

組織横断的な思考の浸透

組織横断・連携マインド
の醸成

連携事業への従事や挑戦を賞賛する
表彰制度の創設 2025年度より実施 －

組織横断・連携の 
仕組みづくり

組織横断、連携を評価する仕組みの
構築 2025年度より実施 －

6

コンプライアンス	
の遵守 リスク管理体制の強化 リスク管理体制の強化

・�情報リスクに対するセキュリティ対
策の実施

・�リスク・機会マネジメントの有効性
・BCP 訓練

・�重大なインシデント（レベル2以上）の
発生2件以内

・�重大なコンプライアンス違反の発生件
数0件

・�安否確認訓練応答率 
平日昼間：3時間以内90％ 
休日夜間：6時間以内90%

・�0件
・�0件
・�平日91％、 

休日64%※3

コンプライアンス教育の充実
と継続

コンプライアンス教育の
充実と継続 コンプライアンス研修受講率 100% 100%

No. マテリアリティ マテリアリティの解決手段 KPI（全社） 具体的なKPI 数値目標 2024年度実績

1

安心でき、
活力がわく	
社会の実現

社会基盤整備を通して培った
強みを基に、多様な能力を 
結集した新たな価値創出

強みを活かした案件の
拡大

企画提案型建設の取り組み件数 3件 / 年（2030年度まで） 4件

東南アジア、南⻄アジアのODA 地下
鉄⼯事受注件数 2025年度までに累計3件 0件

社内での事業連携 新規事業（AVA・RES）と建設事業（土
木・建築・国際）事業の連携案件数 2030年度までに累計13件 6件

環境にやさしい 
レジリエントなまちづくり

環境性能の向上

・中高層木造建築の取り組み
・ZEBの設計技術の進化
・保有物件の再エネ化
・�環境配慮型コンクリートの実建物

への適用

・�2件 / 年（2030年度まで）
・�60％（2025年度）、90％（2030年度）
（竣工時 ZEB/ZEH 化率）※1

・�100％（2030年度）
・�1件 / 年以上（2030年度まで）

・�1件
・�11件（ZEB/ZEHの

取組件数）
・�100%
・�1件

国土・まちの強靭性の
向上

国土・まちの強靭化にむけ、各事業
本部において具体的なKPIおよび数
値目標を設定し取り組みます。

地域・顧客の想いをつなぎ、
⼈々の活力が生み出される
地域やコミュニティをつくる

地域の活性化に資する
開発・事業等 まちづくり事業モデルの構築 2025年度までに累計3件 0件

安定した受注
安定した受注にむけ、各事業本部に
おいて具体的なKPI 及び数値目標を
設定し取り組みます。

事業活動を通じた環境・生物
多様性保全、サーキュラー 
エコノミーの実現

脱炭素社会の形成促進

「ZERO30ロードマップ2023」
・�あらゆる事業活動のスコープ1+2の

2020年度比削減率
・�竣工引渡し建物の運用段階におけ

るCO2排出量（スコープ3カテゴリー
11）の削減率

・�再生可能エネルギ―事業の発電量
（創エネ売電量）

・2020年度比54.8% 削減（2030年度）
・2020年度比27% 削減（2030年度）
・108千 MWh（2030年度）

・�2020年度比
38.4% 削減

・�2020年度比 
31.2％削減

・12千 MWh

生物多様性への配慮、
自然との共生 生物多様性保全活動実施数 全現場にて実施（2030年度） 100%

循環型社会の形成促進 最終埋立処分率 2.5％未満（2030年度） 3.3%

2

現場力を	
最大限発揮できる	
組織づくり

信頼される現場力を⾼め 
続けられる組織の構築

技術の継承 スタンダードコース（若手社員専門力
養成）修了認定率

100％（認定者数／対象者数（認定年
次））（2025年度） 100%

現場の省力化 現場のDX 推進度
DXエンゲージメント（DX 推進アンケー
ト）前年度比3% 向上（2025年度、2030
年度）

前年度比0.7% 
低下

お客様満足度の向上 施主からの評価

・�国⼟交通省⼯事の⼯事成績評定点対
象年度平均点（80点以上 / 年）

・�民間工事竣工時アンケート評価　 
S・A 評価を99％以上獲得

・�79.9点
・�98.5%

現場支援体制の充実
各事業本部において具体的なKPIお
よび数値目標を設定し、現場支援体
制の充実を図ります。

個々の現場の知を 
組織の知へ

組織知化の進展

・建物用途別のディテール集の整備
・日本人1人あたり出来高の増加
・人財データ可視化進捗率

・�2回 / 年（2030年度まで）
・�日本人1人出来高 8.0億円 / 年（海外

土木）、22億円 / 年（海外建築）（2030
年度まで）

・�100%（2025年度）

・�2回
・�6.1億円 
（海外土木） 

21.3億円 
（海外建築）

・�73%

技術研究所による技術的ステータス
の目標達成数

・プレス発表　
・特許出願　
・学会発表
・外部機関からの技術賞受賞

・24件 / 年（2030年度まで）
・15件以上 / 年（2030年度まで）
・�筆頭著者として１編以上 / 人・年 
（2030年度まで）

・2件 / 年（2030年度まで）

・�20件
・�31件
・�1.8編 / 人
・�3件

ナレッジデータ活用、 
施工管理 DX

DXビジョン施工管理 DX 施策（暗黙
知のナレッジ化）の進捗 2件 / 年（2030年度まで） 2件

マテリアリティの解決にむけ、33個のKPI（全社）に対し具体的なKPIと数値目標を設定しました。主要なものを掲載しています。

マテリアリティとKPI

※1 2025年度より竣工時のZEBまたは ZEH 化率に目標値を変更

※2 2025年度より設計 BIM 確認申請件数および申請率に目標値を変更
※3 3時間以内の数値
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西松の視点 マテリアリティ（重要課題）
課題の内容/めざす姿

関連する資本・	
ステークホルダー ステークホルダーのニーズ リスク 機会

事業を通じた	
社会課題解決

安心でき、活力がわく社会の実現
安心安全な社会基盤とサステナブルな
地域・コミュニティの形成

�資本：財務、知的、自然、製造／ 
社会・関係、人的
ステークホルダー：顧客、地域・ 
コミュニティ、社員、協力会社、 
サプライヤー、株主、投資家

• �新たな価値創出
• �レジリエントなまちづくり（防災、減災）
• �脱炭素、生物多様性、サーキュラーエコノ

ミー
• �エネルギーマネジメント

事業環境の変化に関するリスク
• �建設需要の減少、不動産市場の縮小による建設工事受注高の減少、不動産販売・賃貸

事業の低迷
海外事業リスク
• �進出国におけるテロの発生や政治経済情勢の変動、法制度の改正
自然災害リスク
• �大規模な自然災害による、施工中案件の被災、工程遅延および自社保有建物への被害
気候変動リスク
• �新たな環境政策や法規制の強化によるコスト増大
• �脱炭素化未対応不動産の需要低下
• �気温上昇による労働生産性の低下、技能労働者の減少による工期の長期化、売上機会

の逸失
• �本格的な炭素税の導入によるコスト増大

• �GHG 排出量の少ない建物の需要増加
• �再生可能エネルギー関連工事の需要増加
• �再生可能エネルギーおよび関連事業の需要増加
• �防災・減災にむけたインフラ整備、インフラリニューアルの需要増加
• �建設関連サービスのニーズの多様化
• �魅力的なコンテンツ提供型の不動産開発事業実施
• �AIおよびDX 技術導入による建物管理運営サービスの提供
• �半導体関連施設、データセンター等の建設投資拡大
• �物流施設の高機能化、コールドチェーン関連施設の需要増加
• �首都圏における大型再開発事業の活発化
• �環境・脱炭素対応やウェルビーイング等、社会課題や顧客ニーズの

多様化
• �環境配慮型建物の開発における需要増加

組織力強化
現場力を最大限発揮できる組織づくり
全社一丸となってものづくりが楽しめ
る組織に

資本：知的、製造／社会・関係、 
人的
�ステークホルダー：顧客、地域・ 
コミュニティ、社員

• �現場力の向上、現場の省力化
• �お客様満足度の向上
• �個々の現場の知の組織知化、技術継承

施工品質リスク
• �重大な欠陥が発生した場合の顧客からの信用失墜、損害賠償など
• �技術継承ができない場合の品質や生産性の低下
• �品質要求水準や社会的要請の高まりに伴う瑕疵対応コストの増大

• �施工品質の向上による顧客満足度の向上、受注機会の増加
• �施工技術のレベルアップを図る教育体制の確保

社外との連携

価値創出を最大化できる	
パートナーシップの形成

社会に安心とワクワクを提供する社外
連携の推進

資本：製造／社会・関係、人的
�ステークホルダー：顧客、地域・ 
コミュニティ、社員、協力会社、 
サプライヤー

• �持続可能なサプライチェーンの構築
• �建設技能労働者の育成サポート
• �人権への配慮
• �地域・コミュニティ、異業種、官学との連携

資材価格および労務費等の変動リスク
• �資材価格および労務費等の変動による、コスト増大および工事損益への悪影響
• �旺盛な建設需要に伴うサプライチェーンのひっ迫

• �社内外との連携による、新たな価値創出機会の獲得
• �異業種との積極連携による新しいサービス提供
• �大学や異業種等、外部機関との連携による技術開発力の強化と領

域の拡大

技術
安心とワクワクにつながる技術戦略

社会課題を解決できる技術開発・技術
活用

資本：知的、自然、製造／社会・ 
関係、人的
ステークホルダー：顧客、地域・ 
コミュニティ、社員、協力会社、 
サプライヤー

• �施工の効率化、DXの推進
• �サイバーセキュリティ、データセキュリティ
• �先端技術の開発と活用
• �防災、減災、リニューアル工事に資する技術
• �GHG 排出量の少ない建物に資する技術

技術開発に関するリスク
• �気候関連等の技術開発の遅れによる業績への悪影響
• �環境配慮コンクリートの技術開発の遅れによる売上機会の逸失
• �木造中高層建築の技術開発の遅れによる売上機会の逸失
• �DX 推進の遅れによる機会の逸失

• �DX 推進による新しいサービスの提供
• �DX 推進による新しい施工技術の適用、生産性の向上
• �国土強靭化、インフラ・建築物の長寿命化および維持管理に資する

技術の開発・適用
• �脱炭素・資源循環および自然環境の保全にむけた新たな技術開発

人財

多様な人財がワクワクし活躍できる	
仕組みづくり

さまざまな人財が刺激し合い、能力を
最大限に発揮できる企業に

�資本：人的
ステークホルダー：社員、協力会社

• �職場環境改善、働き方改革
• �働きがい、スキルアップ、賃金上昇
• �DE＆I、人権への配慮

人財に関するリスク
• �専門性を持つ人財、リーダーの獲得困難や流出、育成遅延
• �生産年齢人口の減少や高齢化による、建設業就業者数の減少
• �労働力確保の競争激化
• �時間外労働上限規制に関する法令違反および行政指導
• �労働災害の発生による信用失墜、業績悪化

• �多様な人財の活躍による、新たな価値創出と多様な人財のさらなる
獲得

• �エンゲージメントの向上による人財の定着、生産性の向上
• �人手不足を補う、無人化・省人化技術の開発
• �安全教育の実施による安全意識の向上
• �教育体制の充実による施工技術のレベルアップ

ガバナンス
コンプライアンスの遵守

すべてのステークホルダーから信頼を
獲得し続ける企業に

資本：財務、知的、自然、製造／ 
社会・関係、人的
ステークホルダー：顧客、地域・ 
コミュニティ、社員、協力会社、 
サプライヤー、株主、投資家

• �企業価値最大化
• �コンプライアンス、腐敗防止、反社対応
• �リスクマネジメント
• �情報セキュリティ

コンプライアンス違反リスク
• �個人的な不正行為を含む、重大な法令違反など
情報セキュリティリスク
• �外部からのサイバー攻撃や社員の過失等による情報漏洩、紛失

• �コンプライアンス教育を繰り返し行うことによる意識の向上と定着
• �あらゆるステークホルダーからの信頼獲得
• �健全で風通しの良い企業文化の醸成
• �不正・不法行為に対する自浄能力の向上

■ �官庁新設市場は微増または横ばい
■ �インフラリニューアル需要の高まり
■ �民間建設市場は堅調だが先行き不透明
■ �海外における日系企業の建設投資は円安等により

鈍化、外資系企業は堅調だが先行き不透明
■ �建設資材価格や労務費の高騰
■ �建設業就業者数の減少、高齢化
■ �時間外労働上限規制の適用

業界を取り巻く環境

環境変化の認識

■ �中期経営計画2025の達成にむけた収益改善
■ �「社会機能の再構築」への進化
■ �社内の5事業および異業種等の連携強化
■ �【脱炭素計画】ZERO50ロードマップの策定、
「ZERO30ロードマップ2023」の推進

■ �時間外労働抑制の徹底
■ �人財確保、育成強化
■ ��エンゲージメントの発展的連鎖の活動開始
■ ��成長投資

社内環境

国内情勢の変化
■ �国内人口の減少・高齢化、人手不足
■ �国内市場縮小
■ ��都市化、インフラ老朽化
世界情勢の変化
■ �新興国の人口増加、都市化の進展、経済成長
■ �インフラニーズの拡大
■ ��国際情勢の不安定化
■ �米国における関税の強化

価値観の変化
■ �価値観の多様化
■ �安全、安心、快適の追求ニーズの高まり
■ �健康、ウェルビーイング意識の高まり
■ �人々の安心確保
気候変動・地球温暖化
■ �自然災害の激甚化、異常気象
■ �生態系破壊（生物多様性保全）
■ �エネルギーの転換

社会の変化
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マテリアリティとリスク・機会



社会機能の再構築とは、
変わり続ける社会課題を解決するために、

社会基盤整備と社会機能※の領域を拡大していく価値共創活動である。

価値共創活動は、
西松建設が、自らの変革と外部とのリレーションによって

「個々の事業の成長」と「連携事業の強化・拡大」を図り、

社会に安心・活力・つながりを提供する活動を指す。

対話などを通じて価値共創活動の浸透を図り、「企業文化」とする

※社会機能：社会・都市機能、防災・安全、環境保全、エネルギー、不動産開発

私たちの意志
● �社会基盤を支える矜持
● 自身や家族を含む人々の安心確保
● �貢献実感、自己達成感

私たちの強み
● �社会基盤整備力
● �多様な能力をまとめあげ 

目的を果たす力

＋
社会・事業環境の変化

西松-Vision2030
あたりまえに安心でき

活力がわく地域やコミュニティを

共に描きつくる総合力企業へ

変革プログラム

人々があたりまえに
安心できる

にぎわいが生まれ
人々がワクワクする

人々がつながり
新たな価値が生まれる

価値共創活動と変革プログラム
「社会基盤整備」から「社会機能の再構築」へ価値共創活動を拡大し、安心・活力・つながりを提供

価値共創活動を推進するため、「変革プログラム」を実行

価値共創活動 社会への提供価値

安心

活力

つながり
不動産開発

エネルギー

環境保全

防災・安全

社会・
都市機能アセット

バリューアッド

社会機能の再構築

社会基盤整備
建設

地域環境
ソリューション

建築

国際土木

組織能力強化 成長資源創出意識・行動改革

西松-Vision2027
新しい価値をつくる

総合力企業へ

社会・事業環境が急激に変化し続けるなか、私たちは、これまで培ってきた意志・強みを掘り下げ、
自らの社会における存在価値に改めて向き合いました。
私たちにとって事業活動は価値共創活動です。共創の領域を広げ、人々に安心・活力・つながり
を提供したいと考え、長期ビジョンを「西松ｰ Vision2030：あたりまえに安心でき活力がわく地域
やコミュニティを共に描きつくる総合力企業へ」に刷新しました。これに伴い、新たに2023年度を
初年度とする「中期経営計画2025」を策定しました。
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2025年度
業績目標
（連結）

2025年度
財務指標
（連結）

収益改善 
プラン

変革 
プログラム

財務指標 2024年度実績 2025年度 2030年度

ROE 10.3％ 10％ 10％ 以上

自己資本比率 29.1％ 30％ 程度 35％ 以上

D/Eレシオ 1.2倍 1.5倍 程度 1.0倍 程度

配当方針 自己資本配当率（DOE）5.1％
1株当たり年間配当金220円

自己資本配当率（DOE）5% 程度 
の安定配当

国内建築事業
・�資材・労務価格を見積りに適切に反映した工事の受注（2023年度以降の新規受注工事）
・�現場管理の高度化（コスト削減策、品質強化策の実行）

国際事業（土木）
・�リスクの最小化にむけたODA 工事の取り組み強化
・�現場管理の高度化（社内の専門委員会と情報共有、各施工段階でリスク評価の実施）

「個の力」（個の挑戦心、粘り強さ、自律心）を呼び覚まし「組織の力」を最大化する　　

意識・行動改革
若手社員から管理職まで、社長と対面で話す機会を設け、変革志向・成長志向への転換を企図
社員同士で互いに何でも話し合える組織風土を醸成　→ P.42　挑戦者意識・連携意識の醸成

組織能力強化
具体策の検討にあたり、現場や支社に在籍する社員を巻き込んだワーキンググループを組成
施策のほか、効果を測る指標やKPI、社員への浸透方法などを検討　→ P.42　挑戦者意識・連携意識の醸成

成長資源創出
DX を中心に生産性向上に資する施策を実行
成長の源泉である人財が創造的な業務を行う時間を創出　→ P.46

2024年度は「中期経営計画2025」の2年目として、「収益改善プラン」が順調に進捗したことにより、収益が向上し、期首業
績予想を上回りました。2025年度は「中期経営計画2025」の最終年度として、引き続き「収益改善プラン」を実行し、さら
なる高収益体質への変革を進めます。2025年度の業績は、物価上昇の影響を受けた工事の割合がさらに減少し収益性が
向上することにより、大幅な増益を予想しています。

■ 地域環境ソリューション
■ アセットバリューアッド
■ 建設

2021 2022 2023 2024 2025

126

188 210
235

中期経営計画2025
（年度）（予想） 2030

西松-Vision2030
中期経営計画2023
西松-Vision2027

350億円以上

250億円

連結売上高

4,150億円

連結営業利益

250億円

中期経営計画2020 （2018～2020年度）

中期経営計画2023 （2021～2022年度）

ROE 8% 以上
自己資本比率 50% 程度
D/Eレシオ 0.3倍程度
配当性向 30% 以上
1株当たり年間配当額 100円以上

目標

2021年度 2022年度
期首計画 実績

売上高 3,237億円 3,385億円 3,397億円
営業利益 235億円 240億円 126億円

1. 各事業の“有機的連携”
海外開発事業：ホテル開発「グランドニッコー・バンコク サトー
ン」 ◀（開発 ･ 不動産事業×国際事業）
学生寮事業：慶應義塾大学 湘南藤沢寮・高輪寮、未来創造塾の
運営を開始 ◀（開発 ･ 不動産事業×国内建築事業）
PFI 事業： 倉敷市斎場 PFI 事業を受注 ◀（環境 ･エネルギー事業
×国内建築事業）

2. 脱炭素社会実現への取り組み
木質バイオマス発電事業：子会社「山陽小野田グリーンエナジー
株式会社」設立、2024年度稼働
地熱発電事業：熊本県阿蘇郡小国町で温泉バイナリー発電所の
運営を開始
中大規模木造建築物：中大規模木造建築構法で日本建築セン
ターの個別評定を共同取得

3. 異業種パートナーとの協業
・ �伊藤忠商事株式会社と資本業務提携契約を締結
・ �官民連携手法により柴田町総合体育館整備事業を受注（伊藤

忠商事株式会社との協業）
・ �ホテルJALシティ富山オープン（ホテルオークラグループ、伊藤忠

グループとの協業）
・ �九州の地方自治体と「脱炭素社会の実現に向けた包括連携協

定」を締結

4. 株主還元
・ �2021年度および2022年度は、1株当たり年間221円の安定配

当を実施
・ �「中期経営計画2023」の株主還元方針にもとづき、2021年度に

543.9億円の自己株式を取得

2021年度 2022年度
ROE 8.5% 6.4%
自己資本比率 31.7% 29.0%
D/Eレシオ 1.1倍 1.1倍
配当性向 70.8% 90.4%
1株当たり年間配当金 221円 221円

営業利益が計画に対して大幅に悪化した要因
● �国内建築事業における資材価格の高騰
● �国際事業における施工上の問題と資材 ･ エネルギー価格の 

高騰

前ビジョンである西松 -Vision2027に基づき、「中期経営計画2023」（2021～2022年度）は総合力企業への変革期と
位置付け、「中期経営計画2020」（2018～2020年度）の3年間で構築した基盤をもとに、効率的な成長投資と持続的な
価値向上に注力しました。

1. 建設事業の進化
国内土木事業
・ CIM、ICTの積極的な現場導入 
・ 完成工事高における民間工事比率が増加
国内建築事業
・ 物流施設設計施工案件での設計 BIM 活用 
・ 物流施設受注高は3年平均669億円

海外事業	
・ 東南アジア6ヶ国の市場調査開始

2. 事業領域の拡大
�開発・不動産事業
・ 学生寮など自社開発事業の取り組み開始
新規事業 
・ 再生可能エネルギー事業創出へ取り組み

総合力企業への変革にむけた基盤を構築

総合力企業の基盤構築期 1. �建設事業の進化
2. �開発・不動産事業と新規事業の成長による事業領域の拡大

基本 
方針

施策
振り返り

売上高 3,800億円
営業利益 250億円

目標 2018年度 2019年度 2020年度
売上高 3,493億円 3,916億円 3,362億円
営業利益 249億円 253億円 209億円

実績業績
（連結）

業績
（連結）

財務
（連結）

2018年度 2019年度 2020年度
ROE 9.9% 9.5% 8.5%
自己資本比率 42.3% 39.6% 43.6%
D/Eレシオ 0.4倍 0.6倍 0.6倍
配当性向 30.6% 30.7% 33.5%
1株当たり年間配当額 105円 105円 105円

実績

財務
（連結）

施策
振り返り

総合力企業への変革期基本 
方針
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ため、資本効率の目標値を設定し、キャッシュをどのタイミ
ングでどう投資し、回収するかを、経営戦略室で考えていき
ます。
　人財開発・DX・技術開発については3年間で100億円の投
資を計画する中、2年間の累計で40億円でした。持続的成
長、競争力向上のための投資として、長期目線でモニタリン
グおよび適切な投資判断をしていきます。

資本効率性の改善

　資本効率性の改善も進めています。2024年度のROE は
10.3％に向上し、2025年度目標を達成しています。当社の
株主資本コストは7% ～8%と見込んでおり、これを上回る
ROEを達成していくことでPBRのさらなる向上をめざします。
　ROE 向上には、政策保有株式縮減が寄与しており、その
残高は前期比139億円減少の322億円、対純資産比率で
17.8％に下がりました。今後も縮減を継続的に進めていき
ます。

　また、財務健全性の確保も重要であり、2030年度の目標
値である自己資本比率35% 以上、D/Eレシオ1.0倍程度を達
成するために、工事代金回収の早期化などによる売上債権
縮減や低採算資産の売却を進め、資産効率性を向上させて
いきます。
　株主総利回り（TSR）は、2015年3月期末株価に対して
294.7％であり、TOPIX の217.4％と比較して高いTSR を実
現しています。2025年度の1株当たり配当は220円と予想し
ています。今後も安定的かつ継続的に、高い利益還元、TSR
をめざしていきます。株主還元について当初は「配当性向
70％」を目標に定めていましたが、昨今の金利環境の変化、
社員の賃上げ等を踏まえ、2024年度より「自己資本配当率

（DOE）5％程度の安定配当」へ変更しました。2024年度実
績で、DOE5.1％、配当性向49.5％、配当は220円でした。
DOEを指標としたことで、安定した配当を維持しながら、業
績向上による利益の増加に伴い内部留保も積み上げること
ができ、投資の原資を確保することが可能となります。そう
した戦略を踏まえ、次期中期経営計画を策定していくことと
なります。

新設された経営戦略室の役割

　2025年4月、本社の機構改編により、経営戦略室、人財
戦略室、技術戦略室、管理統括室の4室をコーポレート部門
に位置付け、全社視点の経営を推進することとなりました。
　これまで当社では、各事業部門がベースとなり、自らの領
域で強みを発揮してきました。しかしそれでは3年後の戦略
遂行は可能でも、10年後、さらにその先を見据えた中長期
の企業価値向上にむけては、全社視点に立った戦略の策定、
経営資源の配分が不可欠となります。こうした考えの下、当
社はコーポレート部門を新たに立ち上げる機構改編を行い
ました。
　経営戦略室は、直接的に業務を執行する立場ではありま
せんが、実務を担う他の戦略室と情報を共有し、各事業部
門の活動を補完します。そのうえで、長期ビジョンの策定や、
西松建設のあるべき姿にむけた取り組みなど、全社一体と
なって前進するための道筋を描く役割を担っていきます。
　もう一つの役割として、直面するリスクの抑制があります。
特にアセットバリューアッド事業、地域環境ソリューション事
業において長期の投資に取り組んでいますが、果たしてそれ
が適切な投資なのか、会社にどのような影響を及ぼすのか、
入口の段階でのリスク評価および、モニタリングを行ってい
きます。M&A においても、互いの成長、シナジー効果を見
極めた上での意思決定を行っていきます。

「中期経営計画2025」2年目の振り返り

　「中期経営計画2025」の2年目となる2024年度の業績は、
売上高3,668億円で前期比8.7％減ながら、営業利益は210
億円で前期比12.1％増となりました。中期経営計画策定時、

建築部門は資材価格高騰などの大きな影響を受け収益性
に課題があったため、「収益改善プラン」を進めてきました。
この2年間、本社・支社が一体となってプロジェクト管理を
高度化し、物価上昇に伴う設計変更をお客様に丁寧に説明
し、ご理解いただくといった地道な取り組みにより、増益に
寄与しました。
　しかし課題もあります。建築市場が拡大傾向で売り手市
場にある中、当社の国内建築事業は過去5年程度、売上高
2,000億円前後を推移し続け、伸び悩んでいるという点です。
2024年度の売上高は1,910億円で前期比19.0％減となりま
した。その背景には、「収益改善プラン」への集中により、ポ
テンシャルはあるにも関わらず、安心・安全な施工体制を重
視するあまり、売上高を増やせなかったことがあげられます。
　今後は「収益改善プラン」により改善された収益構造を
基に、当社が持っているポテンシャルを生かし、且つ、DX な
どによる生産性向上を実現し、増収・増益をめざしていき
ます。

1,200億円の成長投資の進捗

　中期経営計画では、価値共創活動拡大のため、3年間で
1,200億円の成長投資を進めています。アセットバリューアッ
ド事業については、3年間で投資額1,100億円、回収400億
円で、ネットで700億円の投資を充てる計画としています。
2023、2024年度の累計の実績は、投資額750億円、回収300
億円、ネットで450億円となりました。建設工事費が高騰し
ている中、アセットバリューアッド事業への投資は、厳しい
環境にあります。この事業での資産残高は積み上がってお
り、そこからどのようにキャッシュを増やしていくかが課題で
す。収益力を上げるには中長期の戦略が必要となってくる

全社視点に立った戦略で、	
収益性・資本効率性の改善と、	
持続的成長のための投資に取り組み、	
価値を共創していきます。

取締役 常務執行役員 経営戦略室長　濵﨑 伸介

投資分類・投資に期待する
効果（2030年度時点）

2023年度・2024年度　投資実績 2025年度以降の
想定投資先投資先・投資額（累計） 投資の効果・寄与

GX・まちづくり
• 事業利益の獲得　ROA 4%
• �発電量（2025年度） 87,000 MWh 
（35,000t-CO2相当）

• 山陽小野田バイオマス発電事業
• 道の駅むなかた太陽光発電PPA事業
• 熊本西部バイオガス発電事業
• �SCGニチレイ太陽光発電PPA事業
  投資額　約55億円
• �洋上風力発電工事（SEP 船） 

投資額　約70億円

2023年度年間発電量　1,000MWh
2024年度年間発電量　13,000MWh

• ⼩⽔⼒発電（3件）
• 太陽光発電 PPA 事業（4件）

アセットバリューアッド
• 事業利益の獲得
• ポートフォリオ　ROA 4〜5%
• 市街地再開発事業の組成
• 顧客リレーションの構築

5つの成長分野
• �ワーキングスペース（オフィス）
• �レジデンス（寮・⾼齢者施設）
• �観光・娯楽（ホテル、ホール）
• �⽣活応援・ヘルスケア（商業施設）

投資額　約750億円 
回収額　約300億円

• 西松グループ全体の収益力増強
• �西松グループのビジネスチャンス 

拡大

• �安定したパフォーマンスが見込める
物件を選別

• 海外収益不動産への投資
• 保有物件の脱炭素対応

人財開発・DX・技術開発 他
• 「個の力」「組織の力」の最大化
• 建設事業の生産性向上
• 先駆的建設技術の獲得
• 建設物の高付加価値化

• �人財確保 ･ 定着 ･ 育成に関する 
施策

• DX 関連投資
• 技術開発

投資額　約40億円

• 新卒、キャリア採用者数を維持
• DX による創出時間　23.2万時間
• �トンネル施工自動化システムの 
要素技術開発

• �木造構法（P&UA）実案件施工、 
供⽤開始

• 人財への投資を継続
• �働き方、業務 DX 等への投資を 

継続
• �施工自動化システム開発の拡充 
（複数同時遠隔制御の開発など）
• P&UA 構法適用範囲の拡大

投資額� 400億円 /3か年

投資額� 1,100億円 /3か年
回収額� 400億円 /3か年

投資額� 100億円 /3か年

36 37西松建設株式会社　統合報告書 2025 西松建設株式会社　統合報告書 2025

「安心・活力・つながり」を共創するための戦略

経営戦略室長メッセージ



意識づけする取り組みを開始し、個人が掲げる人事評価の
目標にサステナビリティの項目を追加しました。これまでは
社員の間でサステナビリティに対する意識にばらつきがあり
ましたが、今後はその重要性を全社的な文化として定着さ
せることをめざしています。
　当社として常に会社経営の中心いる「社員」にさらにス
ポットを当て、個々が持つポテンシャルをより発揮できる環
境づくりに重点を置いた施策を考えていきます。
　私が当社に入社して40年以上たちますが、仕事に対する
誠実さは DNAとして受け継がれていると感じます。社員が
会社の方針や働きがいについて腹落ちできれば、ポテンシャ
ルを発揮してくれるという自負があります。しかし、昨今の
時間外労働の制約から、現場に人を手厚く投入せざるをえ

ず、一人当たりの出来高が落ちてきたのが現実です。
　その環境づくりの鍵を握るのが、新設された技術戦略室
が担うDXの推進です。DX 戦略を着実に実行し、DX 技術を
有効に現場で活用して重複作業や非効率な業務をスリム化
することで、当社は、より筋肉質な会社へと変わっていきま
す。そこから生まれた人財、資源、資本を生産性の高い領
域に再配分していくことで、会社全体のポテンシャルを上げ
ることが可能となります。こうした施策の積み重ねが、自ず
と「魅力あるゼネコンNo.1」につながると考えています。
　持続可能な未来の実現に挑戦するためには、社員や株
主・投資家の皆様をはじめとするすべてのステークホルダー
と連携をとることが不可欠と考えています。今後も社内外
にむけて積極的な発信をしていきます。
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人財、資源、資本を再配分し、

会社全体のポテンシャルを高めていきます。

TSR（株主総利回り）

株価パフォーマンス

※ TSR（株主総利回り）：Total Shareholder Return　キャピタルゲインと配当を合わせた総合投資収益率
※ TSRの計算は、西松建設は累積配当額と株価変動により、TOPIX は配当込の株価指数により算出（Bloombergデータ等により当社作成）
※ グラフの値は、2015年3月末日の終値データを100としてTSR による時価を指数化したもの（保有期間は2025年3月末まで）

 西松建設　  TOPIX

「魅力あるゼネコンNo.1」にむけた	
施策

　2025年4月、細川社長は「魅力あるゼネコンNo.1」を打
ち出しました。会社が魅力的で、社員の待遇が良ければ、
新卒やキャリア採用で良い人財が入社し、ひいては経営基
盤の強化につながります。
　「魅力」という言葉に明確な定義があるわけではありませ
ん。私たちコーポレート部門の担当役員は、各支社での対
話を1on1形式などで行っていますが、「魅力ある」とは何か
を考え続けています。当然、すべてのステークホルダーに対
して魅力ある存在であることは重要ですが、何よりも社員に
とって魅力があることが必要と考えています。企業は人がす
べてです。社員が当社を魅力ある会社と思えば、外部から
もそう思われるでしょう。細川社長が言う「エンゲージメン
トの発展的連鎖」も、社員が起点となり、そこからお客様、
周囲の方々に連鎖を起こしていくという意味です。
　「魅力あるゼネコンNo.1」は、M&A などにより会社の規
模を大きくすること自体が目的ではありません。しかしなが
ら新たな技術へのチャレンジや、シンボリックな建造物など
を手掛けることにより、社員にとって会社の魅力は増すでしょ
う。規模を大きくし、業界のトップクラスをめざすことは、そ
の魅力を高めるための手段と考えています。

　日本では、人口減少に伴う地方自治体の減少も予想さ
れ、国内の公共工事に依存するビジネスには限界があると
感じています。そのような中で、今後、国際事業をどのよう
に展開するかについて、次期中期経営計画の重点施策にな
ると考えています。

個々の力を発揮できる環境づくり

　そうした経営戦略を推進するにあたり、私はサステナビリ
ティ戦略会議の議長として、当社の掲げるマテリアリティの
解決をビジョンや経営戦略に組み込み、全社的な方向性を
明確にしていきたいと考えています。
　サステナビリティ戦略会議では、各事業本部の副本部長
やコーポレート部門の各副室長が4つの委員会でそれぞれ、
リスク・機会マネジメント、人権、DE&I、環境の分野におけ
る方向性や施策に関して全社横断的な議論を交わすほか、
サステナビリティ戦略会議として包括的に、会社およびグルー
プとしてのサステナビリティ推進およびマテリアリティの解決
を先導しています。
　その動きの一つとして、当社の財産である社員には2025
年度より、個人の日常業務とマテリアリティとのつながりを

株価純資産倍率（PBR）

1.10

前期　1.04

前々期　0.91

株価（2025年3⽉31⽇時点）　4,800円
⼀株当たり純資産額　4,361円

株価（2024年3⽉31⽇時点）　4,465円
⼀株当たり純資産額　4,277円

株価（2023年3⽉31⽇時点）　3,425円
⼀株当たり純資産額　3,770円

⾃⼰資本利益率（ROE）

10.29%
（2025年3⽉期）

株価収益率（PER）

10.80倍
（2025年3⽉31⽇時点）

（2024年3⽉期　7.80%）
（2023年3⽉期　6.43%）

（2024年3⽉31⽇時点　14.23倍）
（2023年3⽉31⽇時点　14.01倍）

■ 収益性の改善（当期純利益／売上⾼：4.78%）
　 ・ 中期経営計画の「収益改善プラン」に基づき事業収益を改善
　 ・ DX による⽣産性向上の実現

■ 資産効率性の改善（売上⾼／総資産：62.61%）
　 ・ �建設事業とアセットバリューアッド事業のBSを分割し、それぞれ

の事業で財務戦略を実⾏
　 ・ �アセットバリューアッド事業における「循環型再投資モデル」強

化策の拡充

■ 財務レバレッジを意識した投資（総資産／ ⾃⼰資本：3.44倍）
　 ・ 財務規律を堅持しつつ有利⼦負債を活⽤した成⻑投資を実施

■ サステナビリティ経営の推進
　 ・ �サステナビリティ戦略会議に4つの委員会（リスク・機会マネジメ

ント、⼈権、DE&I、環境）を設置
　 ・ ESG 格付の向上とESG 銘柄への選定

■ 政策保有株式の縮減
　 ・  �事業運営上必要とされる銘柄以外は縮減し資産効率・資本効率

を改善

■ 投資家に対する情報開⽰の充実
　 ・ 各事業の成⻑⽅針・戦略の実⾏状況
　 ・ 異業種パートナー企業との協業の成果

企業価値向上にむけた取り組み状況

1年
3年 5年 10年

累積 年率 累積 年率 累積 年率

西松建設 +12.4% +48.8% +14.2% +179.4% +22.8% +194.7% +11.4%

TOPIX  -1.5% +47.2% +13.8% +113.4% +16.4% +117.4% +8.1%
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の拡大が奏功し、採用数が大きく増加しました。さらなる採
用数の拡大にむけて、2024年度からは、新卒者採用の選考
段階で採用に至らなかった方をキャリア採用で優遇して選
考する「選考経験者優遇採用」、転職や結婚、出産などの理
由で退職された方を積極的に採用する「アルムナイ採用」を
取り入れるなど、採用チャネルの拡大を図っています。
　多様な人財が活躍するための環境整備については、各制
度の利用を促進しています。特に男性育休の取得について
は、産後パパ休暇の認知度の高まりも寄与し、2024年度の取
得率が75％となり、職場に「育休を取るのが当たり前」という
風土が醸成されてきています。一方で、柔軟な働き方の実現
に寄与するコアタイムなしのフレックスタイム制や在宅勤務制
度については、勤務時間や場所に制約が多い現場勤務者が
まだ使いにくいという現状があり、制度内容の拡充だけでな
く、社員の意識改革や業務効率化をさらに進めていきます。

　女性活躍推進についても、女性の積極的な採用により社
員全体に占める女性総合職数は年々増加し、役付者数も着
実に増加している一方で、結婚や出産などのライフイベント、
健康面や体力面での不安から、キャリアの展望が見えにくい
などの声も多く聞かれます。このような問題点や不安を解
消するために、全国の女性技術者が主体となった活動も展
開しています。2024年度は「働き方紹介セミナー」を開催
し、産休・育休経験者がどのように仕事と子育てを両立させ
てきたかを共有しました。また、社長と女性社員との対話
や、2024年度に発足した DE
＆I 委員会において、女性活躍
の阻害要因と考えられる個人
や職場にあるアンコンシャス・
バイアスに関する勉強会を実
施するなど、一歩ずつ解決に
むけて歩みを進めています。

社員が成長するための育成機会の提供
　当社では、高い技術力の養成と広い視野をもって社会の
変化に対応できる人財の育成を目的として、社内の研修体
系である西松社会人大学を2019年度に設置し、講座の拡充
を図ってきました。また、これまでの画一的な階層別研修を

主な取り組み
「中期経営計画2025」
変革プログラムとの連動 取り組みの主なKPI

（動的）

進捗

意識・行動
変革

組織能力
強化

成長資源
創出

2024
目標値

2024
実績

2025
目標値

多様な人財の確保と活躍推進 〇 〇

女性採用率（総合職） 20％以上 16.1％ 20％以上

キャリア採用数 20名以上 50名 20名以上

女性管理職比率
（女性管理職数 / 全管理職数） 1.0% 0.65％ 2.0％以上

在宅勤務制度利用率
（実施者数 / 社員数） 75% 以上 32.4％ 100%

男性育児休業取得率 
（育児目的休暇を含む）

（休暇取得者数 / 対象者数）
100% 75.0％ 100%

定期健康診断後の精密検査受診率
（受診者数 / 対象者数） 80% 以上 60.2% 80% 以上

社員育成機会の提供 〇 カリキュラムを選択できる
仕組み整備進捗率

50％
運用開始

25％
構想 100％

挑戦者意識の醸成 〇
社長との対話参加者数（累計） 1,500名 1,281名 1,800名

１on１実施率
（実施回数 / 計画回数） 100% 70.9%

（一部導入）
100%

（全社導入）

連携意識の醸成 〇 連携事業に従事した社員を
賞賛する仕組み整備進捗率

50%
構想・設計

50%
構想・設計

100%
運用開始

人財情報の見える化（タレント
マネジメントシステムの構築） 〇 〇 人財データ可視化進捗率

（可視化実施項目数 / 全可視化項目数） 73% 73% 100%

社員エンゲージメント向上の
取り組み 〇 〇 〇

社員エンゲージメントスコア 2023年度
（3.68）以上 3.71 2024年度以上

自己都合退職率
（自己都合退職者数 / 全社員数） 2.0％未満 2.57% 1.5％未満

マテリアリティ

多様な人財が
ワクワクし活躍
できる仕組みづ
くり人財戦略の課題と	

新たな取り組み体制について

　労働人口減少や人財の流動性、働くことへの価値観の変
化が加速する中、当社が持続的に成長するためにはマテリ
アリティに掲げる「多様な人財がワクワクし活躍できる仕組
み」の構築が不可欠です。現在、当社は、事業活動に必要
な人財の確保と定着、組織力最大化にむけた適材適所の配
置、挑戦者意識および連携意識の醸成と社員エンゲージメ
ント向上という課題に直面しています。これらの解決には、
各部門が独立して対策を講じるのではなく、経営戦略と連
動した全体最適の人財マネジメントが求められます。
　この状況を踏まえ、人財戦略室は2025年4月よりコーポ
レート部門の一つとして、企業戦略および事業戦略の実現
に貢献します。

これまでの取り組みと課題

　これまで、「西松 -Vision2030」に掲げる変革プログラムの
「意識・行動改革」「組織能力強化」「成長資源創出」の3つ

の枠組みで課題解決に取り組んできました。具体的には、
多様性を重視した採用体制の強化、研修体系である西松社
会人大学の拡充や自律学習促進、社長と社員間の対話によ
る心理的安全性の確保と挑戦者意識の醸成、部門を超えた
人財配置による連携意識の醸成などを推進してきました。し
かし、これらの施策は着実に進捗しているものの、さらなる
強化が必要です。
　特に、組織能力の強化および成長資源の創出を促進する
うえで重要な DE&I 推進においては、女性管理職比率が依
然として低水準にあります。女性管理職の増加にむけて、管

理職に挑戦する意欲の醸成、キャリア形成と育児との両立
支援など、引き続き改善に取り組みます。

エンゲージメントの発展的連鎖の推進

　社員エンゲージメント向上は持続的成長の鍵であり、社
員のやりがい、成長機会、公正な評価とキャリアアップ、心
理的安全性といった要素が重要です。多様な価値観を持つ
社員が、挑戦者意識を持ち、同じ目標に向かって能力を最
大限に発揮できる環境を会社が提供することで、社員のエ
ンゲージメントが高まり、顧客をはじめとするステークホル
ダーから選ばれる企業となる好循環をめざします。そのた
め、経営戦略との一貫性を保ちながら、制度や仕組みといっ
た「ハード面」と企業文化や社員意識といった「ソフト面」の
両面から整備を進めていきます。

人的資本向上のための具体的取り組み

多様な人財の確保と活躍推進にむけた取り組み
　人財獲得競争は年々激化し、働くことへの価値観も大き
く変化しており、安定して人財を確保、定着させていくことを
喫緊の課題として取り組んできました。
　人財の確保については、新卒採用強化のためリクルーター
制度を導入しました。まだ導入効果の測定には至っていま
せんが、学生の当社への志望度の高まりは肌で感じている
ところです。今後の大学新卒者数の減少を見据え、リクルー
ターと学生との接点を増やし当社の魅力を丁寧に伝えるこ
とで、採用に結び付けミスマッチを減らすことを狙いとして
います。一方、キャリア採用は、2024年度は採用ターゲット

マテリアリティと主な取り組み

働き方紹介セミナー
「未来の『わたし』を考える」

人の力を企業の力に——人的資本経営を	
進化させ、持続的成長を実現

常務執行役員 人財戦略室長　吉田 卓生

キャリア採用数推移
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（年度） ����������������

��

（人）
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人財戦略室長メッセージ
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健康経営の取り組み

健康経営の考え方：社員の幸せが企業活力の源泉、	
幸せの基本は健康

　当社では、企業が活力を持って成長するには、社員の幸
せが不可欠であり、その幸せの基本は健康にあると考えて
います。したがって、疾病等による労働力の損失を未然に防
ぎ、生産性の向上につなげることが重要な経営課題と認識
しています。フィジカル・メンタル・ヘルスリテラシー・長時
間労働の4つの視点に立ち、社員の健康意識向上を目的と
した施策や、医療職が直接社員に関与する施策を組み合わ
せながら健康経営 ® を推進しています。
　具体的な施策として、「人間ドックに対する費用補助（オ

プション検査含む、被扶養配偶者にも同様の補助あり）」「定
期健診後の精密検査受診勧奨」「女性がん検診費用補助」

「医療職によるフィジカル・メンタル相談」「卒煙プログラム
の無償提供」などを講じています。これらをはじめとする施
策と継続的な改善が評価され、経済産業省と東京証券取引
所が共同で主催する「健康経営優良法人2025（大規模法人
部門（ホワイト500））」に認定されました。
　今後も会社の責任として社員の健康を支えるという考え
の下、特に「定期健診後の精密検査受診率の向上」に重点
を置き、産業保健体制の強化に加え、社員に健康維持の自
覚を促す施策を講じることにより、健康経営をさらに推進し
ていきます。
※「健康経営 ®」は、NPO 法人健康経営研究会の登録商標です。

健康経営の取り組み
➡ https://www.nishimatsu.co.jp/esg/social/kenko2019.html

生活習慣を見直す「きっかけ」を提供しています
　2024年度は、健康的な生活を行うために重要な「食事」「睡眠」に関するサポートを重点的に行い
ました。
　当社が加入する健康保険組合の協力の下、本社および全国の各支社のオフィスにおいて、ここ数年
継続して実施している野菜摂取レベルの測定「ベジチェック®」と、初の試みとして、塩味の感じ方を
簡単に比較できる食塩含有ろ紙「ソルセイブ®」による味覚テストを実施しました。日頃より、味が濃
いものを食べ、野菜が不足がちとなる社員も多く、食生活の気づきを与える機会になりました。
　また、毎年実施している生活習慣のサーベイからは、20代～40代の働き盛りの社員を中心に睡眠
に対する課題が明らかとなり、ストレスチェックの結果からは睡眠とストレスの相関が見て取れました。
そこで、より質の高い「睡眠」をとることができるよう、睡眠の専門家による個々の実情に即したアド
バイスの提供を受けることができる「睡眠改善プログラム」を導入しました。メンタルヘルス不調の未
然予防として、睡眠改善を通じた早期介入を強化し、社員が健康に働き続けられる環境づくりを推進
していきます。
　社員をはじめ、当社に関わり働く、すべての方々とその家族が健康で充実した生活を送れるよう、引
き続き健康意識向上への施策を行っていきます。

「ベジチェック®」は、カゴメ株式会社の登録商標です。
「ソルセイブ®」は東洋濾紙株式会社の登録商標です。

推進体制図

ベジチェックの様子

睡眠改善プログラムの様子

主体としたものから、自律的な学びを促進するため、受けた
い講義を受けたい時に受けられるオンデマンド講義も一部
の学部で試験的に導入し、現在、受講者の満足度や学習効
果を分析しながら今後の本格導入にむけて検証しています。
　これまでは、ハード面の整備を中心に進めてきましたが、
講師のスキルおよび受講者側の意識の向上、学んだ内容を
現場で実践する落とし込みのフォロー体制など、ソフト面で
顕在化してきた課題への対応にも注力していきます。
　具体的には、社内研修講師の指導力強化、自らのありた
い姿を描きやすくするキャリアデザイン研修や相談窓口の設
置、各職場内における指導者に対する育成力向上支援など
を想定しています。

次世代経営人財の育成
　当社が持続的に成長していくために、将来の経営を担う
人財を計画的に育成、輩出していくことも人財戦略の重要
な課題の一つです。社内から経営幹部候補者を早期に選抜
し、全社的視点を持った業務や役割を割り当て、変化への
対応力や多様な人財を巻き込む力、新しいテクノロジーを
活用する力などの幅広い経営リテラシーを獲得するための、
育成プログラムの構築を進めています。

挑戦者意識・連携意識の醸成
　社員の挑戦者意識の醸成にむけて、心理的安全性を確保
し挑戦を促す仕組みを作るため、社長と社員間の対話や、
社員の挑戦行動を人事評価項目の一部として組み入れるな
どの施策を講じてきました。さらなる強化策として、部分的
に先行導入し心理的安全性の醸成などに手応えを得られて
いた上司部下間の対話（1on1）を2025年度から全社で導入
しました。今後は連携意識の醸成にも注力し、特に高い挑
戦意識を持ち模範的な行動をした社員や、部門を超えて連
携事業に貢献した社員を表彰するといった仕組みの構築に
取り組みます。
　社員の意識改革には長期的な視点と継続的な取り組み
が不可欠です。対話等を通じて上記取り組みの効果を定期
的に検証、改善を繰り返していきます。

人財情報の見える化（タレントマネジメントシステムの構築）
　さまざまな人事施策を効果的に実行し、社員一人ひとり
の能力を最大限活かすため、勘や経験に頼ってきた従来の
人財マネジメントからデータに基づくマネジメントへの転換

をめざし、タレントマネジメントシステムの構築に取り組ん
できました。
　これまでに、社内に散在していた情報の一元化と、データ
として社内に無かった社員の保有能力、外部サーベイによ
る社員の性格や志向、仕事観などの情報収集と蓄積を実行
しました。ただし、社員の保有能力については自己申告に
とどまっており、いかに客観的に測定されたものにしていく
かが課題となっています。今後はこの課題解決とともに、本
来の目的である人財の適正配置や自律的な学び、サクセッ
ションプランへの活用を見据え、社員の詳細な業務経験、
キャリア志向、対話の記録などもデータとして蓄積していく
予定です。

社員エンゲージメント向上にむけた取り組み
　社員のエンゲージメント向上は、社員の長期的な定着と
企業の持続的成長に直結する重要な要素の一つとして位置
付けています。エンゲージメントスコアについては、毎年1回
調査し、調査結果は、人事部門で詳細に分析し、経営層お
よび各部門、各支社にフィードバックしています。
　2023年度の調査では、「トータル」「仕事」「職場」「会社」
のすべてにおいて基準点（3.5点 /5点満点）を超えていたも
のの、仕事のやりがいの面で顕著にスコアが低い特定の部
門および職種が判明したため、当該部門所属の社員に対す
るヒアリングを行い、課題を特定し、今後の解決にむけた動
きを始めたところです。
　2024年度の調査では、すべての項目で前回スコアを超え
る結果となりました。原因として上記の取り組みが社員に好
感を持って受け止められた可能性は考えられるものの、継続
して課題発見、対策立案、実行、モニタリング、対策の見直し
のサイクルを着実かつスピード感をもって実行していきます。
　そして、このサイクルを着実に回していくうえでも鍵となる
のが「対話」だと考えています。各職場で実施する上司部
下間の対話によって、社員の多様な価値観を受け止め部下
の少しの変化にも気づき、改善を繰り返すプロセスを通じて
信頼関係を構築していくことでエンゲージメント向上につな
がることを期待しています。

エンゲージメントスコアの推移

トータルエンゲージ
メントスコア 仕事 職場 会社

2023年度 3.68 3.67 3.76 3.61
2024年度 3.71 3.68 3.76 3.68

健康管理責任者（CHO）：社長

健康推進センター

西松建設 社員

健康保険組合 人事部 支社総務部長・ 
安全衛生委員会 職員組合

経営会議
参加

報告・相談

健康経営方針発信

施策展開 社員に対する落とし込み・職場における健康カルチャー醸成

報告・決裁伺い

健康経営推進に当たっての各種協議・調整・連携

各種情報発信・施策展開

※支社採用社員、派遣社員除く
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DX 認定制度とは、DX 実現にむけたビジョンの
策定や戦略・体制の整備など、企業がデジタル
によって自らのビジネスを変革する準備ができて
いる状態（DXReady）であると認定する制度。

詳細は当社ウェブサイトをご覧ください
➡ https://www.nishimatsu.co.jp/dx/

　創る技術とは、建設のプロフェッショナルとしての知見と
デジタル技術を融合させ、社会課題を解決する新たな価値
創造へと進化させた技術です。これにより、右記の実現を
めざします。

■ �予防保全による安心・安全な社会　 
（IoT センサーによる地震防災、構造ヘルスモニタリング）

■ �カーボンニュートラルの実現による自然環境の保護　 
（カーボンネガティブコンクリートの開発）

■ �持続可能な都市計画の推進による地域活性化　 
（次世代型太陽電池）

　造る技術とは、作業の安全性と生産性のため、従来の施
工・施工管理方法を自動化・無人化する技術のことで、生
産性向上および新・現場力の向上を達成していきます。
■ �山岳トンネルの自動化・無人化にむけた取り組み
具体的な目標

　2028年度で、1人あたり出来高1.11倍（効率化10%）をめ
ざす（2024年度比）
新・現場力の向上

　新・現場力とは、150年にわたる現場での熟練施工管理

力と、現場に潜む課題を自ら発見、そして解決してきた実績
を基盤とし、AI、BIM/CIM、IoT などの最新テクノロジーを統
合的に活用する革新的現場管理能力です。現場のリアルタ
イムな状況把握、最適な意思決定を実現し、省人化と生産
性向上を推進、さらには新たな事業領域への挑戦と競争優
位性の確立を可能にします。
　これらの取り組みを通じて、建設業界における技術革新
のフロントランナーとして、新たな価値創造を推進していき
ます。

技術とDXの融合で、	
新たな価値を創造する

　建設業界は今、大きな転換期を迎えています。熟練技術
者の減少、生産性向上の要請という課題に直面する中、当
社は技術戦略室を新設し、技術とDXの融合による新たな挑
戦を開始しました。
　これまで培った技術力をデジタルの力によって可視化・標
準化・仕組み化し、組織全体で活用できるようにしていきま
す。この取り組みによって、施工管理力や技術開発力を飛
躍的に向上させ、省人化や生産性向上を推進するとともに、
新たな事業領域への挑戦を支えるイノベーションをけん引
していきます。
　具体的には、現時点でAI、BIM/CIM、IoT などの統合的な

活用を開始し、積極的に推進しています。その上で現場の
リアルタイムな状況把握と最適な意思決定を可能にするシ
ステムを構築し、それを駆使した「新・現場力」の確立によっ
て「造る技術」を高めていきます。施工技術の効率化や高
度化、現場の生産性、品質、安全性の向上が期待されます。
さらに、環境、エネルギー、まちづくりなど、社会課題の解
決にむけた「創る技術」の開発にもデジタルを取り入れ、新
たな価値創造に取り組んでいます。
　これらを加速度的に進めるためには全社一丸となって取
り組む必要があります。「技術とDXで現場力を革新し、社
員が輝く会社へ」―このスローガンの下、私たちは単なる効
率化を超えて、社会課題を解決する新たな価値の創造に挑
戦し続けます。技術の西松として、イノベーションを通じた
持続可能な社会の実現に貢献していきます。

マテリアリティ マテリアリティの	
解決手段 中計2025の重点施策 取り組み 取り組みのKPI

安心でき、活力がわく 
社会の実現

事業活動を通じた
環境・生物多様性 
保全、サーキュラー
エコノミーの実現

・�新しい価値の創出にむけ
た環境技術の開発

・�自然環境の保全と共生に
むけた新たな技術開発

SDGs を原動力とした環境課題解決
に資する産官学との共同研究開発の
実施

・�脱炭素、資源循環にむけた環境技術を5
件以上試行

・�環境保全、再生に関する基礎技術を2件
以上習得

現場力を最大限発揮
できる組織づくり

個々の現場の知を
組織の知へ

作業の未来を予測し対処で
きる施工管理＆施工のDX

暗黙知のナレッジ化施策（トンネル仮
設備計画やナレッジ動画など）の実施

暗黙知のナレッジ化プロジェクト数（2プロ
ジェクト/ 年）

安心とワクワクに 
つながる技術戦略

未来を見据えた 
技術開発

・�快適性向上をめざした建
築環境技術の確立

・�国土強靭化およびインフ
ラ・建築物の長寿命化 / 維
持管理技術の確立

・�快適性と省エネを両立する満足度
の高い建築物（ZEB）の実現

・�中大規模木造建築物の実現
・�橋梁リニューアル（床版取替等）技

術の確立
・�トンネルリニューアル（覆工再生等）

技術の確立

・�ZEB 関連先進技術の実証試験終了、設
計法の構築100%

・�開発構法（2方向ラーメン）の改良・実用
化を50% 以上達成（2027年度完成予定）

・�床版取替技術（切断撤去、楊重架設、継
手接合）を100% 確立

・�道路トンネル（アーチ・インバート）の再
生技術を100% 確立

技術開発・技術活用
による施工の効率化

建設 DXによる生産性向上・
省人化

・�山岳トンネル自動化・無人化施工シ
ステム（主要作業の遠隔操作技術）
の開発

・�シールドトンネルの省人化・自動化
施工システムの開発

・�複数機械の同時遠隔制御技術を100%
確立

・�1人で複数マシンを集中管理・遠隔操作
可能なシステムの構築50% 以上達成

（2027年度完成予定）
多様な人財がワクワク
し活躍できる仕組み 
づくり

みんなが働き甲斐を
もって⼒を発揮でき
る職場環境の提供

エンゲージメントを高める
働き方 DX

働きやすさと働きがいが担保され効
率化につながる施策（生成 AIやデー
タ活用）の実施

働き方改革や業務改革につながるプロジェ
クト数（5プロジェクト/ 年）

マテリアリティおよび「中期経営計画2025」の重点施策

価値創造「造る」と「創る」

技術とDX融合による生産性の向上と	
デジタルイノベーションをけん引

執行役員 技術戦略室長　坪井 広美

「創る」・・・・デジタルイノベーションによる新事業領域への挑戦

「造る」・・・・省人化・生産性の向上、新・現場力の向上

技術戦略室長メッセージ
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①積算から実行予算業務の標準化
　�　社内見積、実行予算での工種名・工種体系や入力ルールを統一、標

準化し、案件比較も可能とする
②予実管理の精度向上
　�　支払出来高と工事出来高（工事進捗率）を比較して、工事損益状況

を把握した結果を今後の支出見込みに反映し、原価削減対策を図る
③帳票統一、データの可視化
　�　工事現場における原価管理の実績値がそのまま報告書に使用でき

るシステムを構築

④経理業務効率化（廃止・集約・簡素化）
　�　経理業務の実務運用を調査し課題を抽出、請求データと入金デー

タとの自動消込や請求書のAI-OCR 化によるデータ化などを行い、業
務を削減、効率化

⑤必要な情報を取り出せるシステム
　�　必要なデータを必要な粒度で見ることが可能なシステム構築を行

い、Excel などによる二次加工が不要な仕組みを構築
⑥データ連携基盤
　�　基幹システム刷新とともにデータ連携基盤を導入し、データの流れを

清流化

知財活動の体制
　当社では、各技術分野の責任者と知財責任者をメンバー
とする発明委員会を定期開催し、知財運営方針の確認、知
財関連活動の報告や協議を行っています。
　2025年度より、技術戦略室の指揮統一の下、全社管理
体制を構築しました。

知財戦略
　オープンイノベーションを活用し、他社や研究機関との連
携を強化し、共同研究や技術提携を通じて、新しいアイデア
や技術を特許化することで、競争優位性を確保します。

知財の活用とリスクの低減
　保有特許を知財経営の礎とし、業界内外へのライセンス
を通じて収益化を図っています。毎年度、保有特許の見直

しを行うことで特許維持費用を適正なものとし、新たな技
術開発に投資することで、さらなる知的財産の創出につな
げています。
　また、権利侵害、契約違反、技術流出、技術模倣などを
知財の多面的リスクとして認識し、継続的な調査や監視、適
切な契約や機密保持措置を取り、情報漏洩や侵害リスクを
最小限に抑えるようにしています。

知財人財教育
　役職を問わず社員が知財の重要性を認識して行動できる
よう、定例および臨時で知財研修を実施しています。
　また、社員の技術開発の長期的なインセンティブを高め
るため、職務発明について出願時、登録時、および実施実
績に報奨金を支給する制度を設け、知財活動を推進してい
ます。

本取り組み
対象業務

本取り組み
導入システム

集信

業務の流れ
凡例

配信
積算

その他
会計業務月次・決算債権・債務原価管理購買実行予算

作成見積設計営業

⑥データ連携基盤
集信 配信 集信 配信

営業
システム

積算
システム

BI ／
ダッシュボード購買 • 原価管理システム 会計システム

❶ ❷ ❹
❸ ❺

積算➡実行予算 原価実績 手作業自動化見たい情報 見たい情報

原価
情報等

業務効率化の概要と導入システム
　「西松 -Vision2030」の実現にむけて、技術研究所が中心
となり山岳トンネル工事の安全性や生産性を大幅に向上さ
せるための無人化施工技術、デジタルツイン技術の開発を
推進しています。
　これからも社会基盤を支える技術のみならず未来をつく
る新たな技術の開発、そして提供に取り組んでいきます。

 山岳トンネル自動化・無人化システム「Tunnel RemOS」
主要施工機械の遠隔操作技術の確立

　山岳トンネル工事で使用するホイールローダ、ドリルジャ
ンボ、吹付機、自由断面掘削機、油圧ショベルなどの大型
重機に搭載したカメラ映像やガイダンスシステムを遠隔操
作室で確認しながら無線遠隔操作する技術を確立し、当社
施工の全国のトンネル現場で試行を実施してきました。現
在は栃木県那須塩原市
に新たに開設した実験施
設「N-フィールド」で主要
施工機械の自律化・自動
化技術の開発や、複数重
機の協調運転システムの
構築に取り組んでいます。

 設備およびその他作業の自動化・無人化
仮設備の自動化による省人化

　バッチャープラントのグラブバケットの自動化や濁水処理
設備の薬液の自動調整、換気設備の自動制御など、山岳ト

ンネル工事で使用する仮設備の自動化・無人化技術の開発
による省人化も進めています。また、トンネルサイクルの中
で無人化の難し
い装薬・発破作
業に関する無人
化システムを構
築していきます。

 施工のフルオート管理（デジタルツイン）
バーチャル空間からトンネルを掘削

　トンネル切羽で掘削作業を行っている重機の位置や姿勢、
稼働状況、環境データ、設備稼働状況、作業員のバイタル
データなどをリアルタイムに統合し、現場全体を俯瞰的に
管理することが可能となる、「山岳トンネルデジタルツインプ
ラットフォーム」の構築を進めています。今後は発破後のズ
リ形状などの空間情報を基に最適な施工シミュレートをバー
チャル空間上で実施し、その結果を現実の「Tunnel RemOS」
にフィードバック
して重機を制御
することで山岳
トンネル工事の
完 全 自 動 化 を
実現します。

山岳トンネルの自動化・無人化施工にむけた取り組み

技術開発を進め、スマート現場を実現
　山岳トンネル工事に従事している現場技術者や作業員の負担を出来る限り低減する技術の実現を
めざしています。山岳トンネル工事の完全自動化という、難易度の高い目標にむかってこれまで建設
業に馴染みの薄かった、AI、IoT、ロボティクス、映像、通信といったさまざまな分野の技術を最大限
活用しながら、チーム一丸となって技術開発を行っています。また、これからの建設業を担う若い世
代が「建設業ってかっこいい」「就職したい」と思ってもらえるような技術開発を行うことが、ひいては
当社のスマート現場の実現につながると信じています。今後も安全性や生産性向上という大きな目
標にむかって「かっこいい技術開発」を続けていきたいと思います。

VO I C E
開発担当者の声

技術研究所 土木技術グループ 上席研究員
山本 悟

取り組み事例 業務DX（基幹業務システムの刷新）

知的財産マネジメント

取り組み事例技術とDXの融合

ホイールローダ自律化・自動化技術

山岳トンネルデジタルツインプラットフォーム

バッチャープラント自動管理システム「BP-Tracker」

業務 DXのテーマは「効率化の高度化」です。業務を標準化、自動化させることで非効率な手作業とミスが削減さ
れ、定例業務主体の業務からより付加価値の高い業務へシフトすることをめざします。

知的財産は、企業の創造力と技術の結晶であり、競争力の源泉です。
私たちはその価値を守り、未来への成長と信頼を築きます。
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「西松-Vision2030」と「中期経営計画2025」の進捗
　2024年度の実績は、手持ち工事が順調に進捗したことに
より売上高は概ね計画通りでしたが、前期に大型工事の竣
工に伴う設計変更を獲得した反動により、売上総利益は前
期比減となりました。一方、受注高は大型官庁工事の入手
により、前期比59.0% 増となりました。2025年度は手持ち
工事量を平準化するため、受注高を前期より減らした計画
としています。
　「西松 -Vision2030」の進捗については、ダム、道路トンネ
ル、空港造成工事など、幅広い分野の大型工事※の受注に
成功しており、「西松 -Vision2030」に掲げる「公共工事の規
模拡大」にむけて着実に進展しています。
　「中期経営計画2025」の重点施策の取り組みも順調に推
移しています。人員・組織能力の強化については、総合評
価案件の応札額および落札額は共に前期を上回る結果とな
りました。応札部門の強化、技術提案の効率化・高度化に
むけた取り組みが奏功したと考えています。
※ �鳥海ダム本体建設（第１期）工事（国土交通省　東北地方整備局） 

横浜湘南道路トンネルその４工事（国土交通省　関東地方整備局） 
Ｃ滑走路北側造成工事（成田国際空港株式会社）

「西松-Vision2030」と「中期経営計画2025」の
達成にむけた課題・取り組み
　「西松 -Vision2030」と「中期経営計画2025」の達成には、
リソースの適正な活用が欠かせません。事業規模拡大に資
する工事の入手をめざす営業戦略と技術戦略、人財を育成
し最適に配置する人財戦略、そして現場目線の業務効率化
が必要と捉えています。
　第一に営業部門、技術部門および現業部門が一体となり、
得意とする山岳・シールドトンネル工事、培ってきた技術と実
績を生かせるダムをはじめとする公共工事、電力および鉄道
分野の工事に注力し、コア事業を強化します。第二に市場
拡大が見込まれる国土強靭化やインフラ更新分野の技術開
発と設計部門強化および設計コンサルタントとの連携強化
を推し進め、事業領域拡大を加速します。第三にそれらを担
う人財を計画的に育成し、協力会社などとのパートナーシッ
プを強化するとともに、省人化技術やDX 技術を現場に実装・
定着させ生産性を高めます。
　土木事業は培った技術と組織力を結集し、あたりまえに
安心できる社会基盤をより多くの地域に提供できるよう、一層
の成長をめざします。

新技術、新工法の開発で、持続可能な社会の実現に貢献
　技術研究所リニューアル技術グループでは、土木事業の重点施策「新分野への挑戦」の核となる山
岳トンネルの覆工再生や高速道路の床版取替に関する技術開発などを行っています。その中で、グルー
プ長として各種プロジェクトのマネジメントを担っています。昨年度は覆工再生にプレキャスト版を採
用する新工法を開発し、模擬トンネルでの実物大実験を経て技術確立にいたりました。この技術によ
り高速道路の車線規制期間が短縮され、早期に通常交通が可能となります。今後も受注機会につな
がる技術、実施工で活きる技術を念頭に、企業先や事業本部、現場の声を聞きながら業務に取り組ん
でいきます。そして社会インフラの長寿命化、安心して暮らせる持続可能な社会の実現に貢献します。

技術戦略室 技術研究所 リニューアル技術グループ グループ長
鈴木 健

VO I C E
社員の声

■ マテリアリティおよび「中期経営計画2025」の重点施策

事業を取り巻く環境
　国内の土木市場は、防災・減災、国土強靭化、防衛施設
の強靭化などを背景に当面は堅調な投資が予測されます。
特に大規模自然災害からの復旧・復興、老朽化に伴うイン
フラリニューアルは待ったなしの状況です。また、再生可能
エネルギー事業など環境に配慮した電力市場も活況が続き
ます。公共工事入札方式においては、国がECI 方式※や新技
術、新工法の活用を促進しており、省人化・自動化・無人化
に資する技術開発やカーボンニュートラルに関する戦略的

な対応が求められています。
　建設業界は担い手不足や時間外労働上限規制、資機材
価格高騰により厳しい環境下にありますが、土木事業部門
は、今まで培ってきた技術と経験に裏付けされた現場力を
最大限に発揮し、人々の安心・安全な暮らしを守るという使
命を果たす場面だと捉えています。社会的ニーズをしっかり
と視野に入れたうえで、競争力を強化していきます。
※ �ECI 方式（Early Contractor Involvement）: 建設プロジェクトにおける発注方式の一つ

で、設計段階から施工者が参画し、技術協力を行う方式

マテリアリティ マテリアリティの	
解決手段

中計2025の	
重点施策 取り組み 取り組みのKPI

安心でき、活力がわく	
社会の実現

社会基盤整備を通して
培った強みを基に、 
多様な能⼒を結集した
新たな価値創出

人員・組織能力の 
強化

応札部門の強化、提案の効率化・ 
高度化

総合評価案件の落札率

新分野への挑戦 • �トンネル覆工再生の実施工にむけた
技術開発・改良

• �床版取替の技術開発の推進
• �洋上風力発電工事への参画

• �トンネル覆工再生の技術開発の進捗率
• �床版取替の技術開発の進捗率
• �洋上風力発電工事受注にむけた取り

組み件数
環境にやさしいレジリ 
エントなまちづくり

安心とワクワクに	
つながる技術戦略

技術開発・技術活用に
よる施工の効率化

新しい生産システムの
構築

DX を活用した「スマート現場」の推進 施工における自動化・無人化技術開発
の進捗率

未来を見据えた技術 
開発

培ってきた総合力に磨きをかけ、	
経営資源の最適投下により	
事業規模を拡大する

・�高い社会基盤整備力を持つ多様な 
技術人財

・�山岳・シールドトンネル、ダム分野での
高い施工技術と多数の施工実績

・�Nネット（西松建設協力会）との 
強固なネットワーク

強み
・�技術者および技能労働者の高齢化と

若手入職者の減少による担い手不足
・�技術革新対応への遅れによる競争力

低下
・�資材価格および労務費等の高騰による

建設コストの上昇

リスク
・インフラリニューアルの需要増加
・�防災・減災にむけたインフラ整備および

応災の需要増加
・�生産性と安全性の向上にむけた技術開

発

機会

専務執行役員 土木事業本部長 兼 安全環境本部長　難波 正和
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国内土木事業
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「西松-Vision2030」と「中期経営計画2025」の進捗
　「中期経営計画2025」では「収益改善プラン」を掲げ、物
価変動への対応と高収益体質への変革に注力しています。
　2024年度の売上高は前期比19.0% 減の1,910億円となりま
したが、「収益改善プラン」の着実な実行により、売上総利益
は63.5% 増の165億円となり、利益率が大きく向上しました。
　重点施策の一つである伊藤忠商事株式会社との協業によ
り、木造5階建の寄宿舎が完成しました。産官学連携の下
共同開発した「P&UA 構法」を初めて採用し、木造特有の設
計施工技術を確立しました。現在は、健全性と耐久性のモ
ニタリングや木造建築が人の心理に与える影響の分析を進
めています。
　福島県郡山市の先進的物流拠点開発プロジェクトでは、
事業者でもあるプロジェクトマネジメント企業と連携し、事
業の川上段階から参画しています。事業用地取得のための
権利者対応といった当社が得意とするまちづくりのノウハウ
を活かした新たな価値創出に取り組んでおり、現在は2棟の
物流施設を建設中です。
　注力分野であり、今後の建設投資拡大が見込まれるデー
タセンターについては当社初の大型案件を施工中です。設
計を含めた知識・経験の蓄積、技術者育成を進めています。

「西松-Vision2030」と「中期経営計画2025」の
達成にむけた課題・取り組み
　「西松 -Vision2030」に掲げる「高収益体質への変革」は
順調に進捗しています。2030年のさらなる飛躍を見据え、
建物用途、地域、規模の観点から建築事業ポートフォリオの
再構築が必要であると考えています。中でも中部エリアは、
設備投資意欲が高く、建築事業を主軸に大きな成長が期待
できる重点市場です。2025年4月の中部支社設立を機に、全
社を挙げて営業戦略構築と組織体制強化を推進しています。
　中高層木造建築は、お客様のニーズに応える成長分野と
位置付けています。最重要課題であるコスト競争力を高め
るため、施工性や生産性を向上させたハイブリッド構造の開
発に取り組んでおり、2025年度中に木造プロジェクト第2弾
の着工をめざしています。
　生産性向上のためのBIM 活用においては、設計段階にお
ける合意形成での活用が順調に進み、設計施工の鉄骨造物
流施設での100% 実施という2024年度目標を達成しました。
今後は設計から生産設計および施工段階へのBIMモデル連
携や設計変更対応、協力会社とのデータ共有などの課題を
解決するため、現場での実践的な活用にむけた仕組みの構
築を進めていきます。

ステークホルダーにとって「魅力あるBIM」の実現をめざして
　設計・施工から運用管理まで一貫してBIMを活用する仕組みの構築や現場展開に取り組んでいます。
建物の納まり、施工方法や手順をBIMモデル上で事前検討することにより最適化し、生産性や品質の
向上を追求しています。さらに、生産プロセスのさまざまな情報や熟練技術者のノウハウを体系化し技
術継承を進めるとともに、AIをはじめとするあらゆるデジタル技術を組み合わせ、これらのナレッジや
BIMデータを最大限に活用していきます。協力会社および関係部署と密に連携し、お客様および現場
のニーズに応える、スピードと使いやすさを兼ね備えた「魅力あるBIM」の実現をめざしています。

建築事業本部 デジタルコンストラクションセンター 施工 BIM 課 課長
岩崎 昭治

VO I C E
社員の声

■ マテリアリティおよび「中期経営計画2025」の重点施策

マテリアリティ マテリアリティの	
解決手段

中計2025の	
重点施策 取り組み 取り組みのKPI

安心でき、活力がわく	
社会の実現

社会基盤整備を通して培った 
強みを基に、多様な能力を 
結集した新たな価値創出

注力分野における差別化
要素の確立

データセンターの取り組み データセンター受注額

環境にやさしいレジリエントな 
まちづくり

企画提案力の向上 中高層木造建築の取り組み 木造建築取り組み件数

価値創出を最大化できる
パートナーシップの形成

新たな価値創出にむけた地域、 
企業との連携

社内外のリレーションを 
最大活用した営業展開

異業種パートナー（伊藤忠グルー
プなど）連携の取り組み

異業種パートナー（伊藤忠グルー
プなど）案件受注額

安心とワクワクにつながる
技術戦略

技術開発・技術活用による 
施工の効率化

新しい生産システムの構築 BIMの取り組み 各フェーズでのBIM 導入率
BIM 活用パッケージ導入数

事業を取り巻く環境
　国内の建築市場は、生産施設や半導体関連施設、データ
センターの建設を中心に堅調に推移しています。当社の強
みである物流施設の需要も継続しており、今後の成長が期
待されるコールドチェーン関連施設への取り組みを推進し
ています。首都圏における大規模再開発事業の活発化や工
事の大型化への対応を進めるとともに、地域特有の課題に
応える営業戦略の構築に注力しています。さらに、環境・脱
炭素対応やウェルビーイングなど、多様化する社会課題や

顧客ニーズにも積極的に取り組んでいます。
　一方で、資材価格および労務費の高騰による建設コスト
の上昇、サプライチェーンのひっ迫といった課題にも直面し
ています。協力会社における建設技能労働者不足に対して
は、処遇改善と育成による担い手確保に加え、DX 推進や技
術革新による生産性向上を図っています。また、当社にお
いては「まかせられる」人財の確保・育成と組織力の強化を
進めながら、社員のエンゲージメント向上に取り組み、建築
事業の魅力向上に努めます。

・�営業・企画・設計・施工の力と、多様な
能力をまとめ上げプロジェクトを完遂
する力

・�設計から施工、アフターサービスまで
一貫した業務フローで品質管理・品質
保証を行う品質マネジメント力

・�お客様の期待を超える建物と 
サービスの提供

強み
・�資材価格および労務費の高騰による 

建設コストの上昇
・�旺盛な建設需要に伴う 

サプライチェーンのひっ迫
・�技術者および技能労働者の高齢化と

若手入職者の減少による担い手不足
・�技術革新対応への遅れによる 

競争力低下
・�品質要求水準や社会的要請の 

高まりに伴う瑕疵対応コストの増加

リスク
・�半導体関連施設、データセンターなど

の建設投資拡大
・�物流施設の高機能化、コールド 

チェーン関連施設の需要増加
・�首都圏における大型再開発事業の 

活発化
・�環境・脱炭素対応やウェルビーイング

など、社会課題や顧客ニーズの多様化

機会

事業ポートフォリオを再構築し、
高収益体質を定着
「組織の知」を活かし、新たな成長ステージへ

専務執行役員 建築事業本部長　濵田 一豊
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「安心・活力・つながり」を共創するための戦略

国内建築事業
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「西松-Vision2030」と「中期経営計画2025」の進捗
　2024年度の実績は、タイ・ベトナムの子会社の大型物流
案件受注により増収となり、売上総利益は前期比とほぼ同
水準を確保しました。
　土木事業は、重点施策「アジア地域におけるODA・交通
インフラ工事」に積極的に取り組んでおり、フィリピンおよび
バングラデシュにおいて、それぞれの地域で強みを持つパー
トナーとジョイントベンチャー（JV）を組み、2025年に両国
での地下鉄工事の受注をめざしています。また、現在施工
中の現場（シンガポール2件、フィリピン1件）については、国
内の専門委員会との連携を強化し、現地協力会社の技術レ
ベル、施工品質の向上に努めています。
　建築事業は、重点施策である「外資企業工事の取り組み
体制強化」として、ローカル化の推進による新たな現場施
工管理体制をめざします。「個の力」から「チーム力」によ
る業務の効率化を図るため、遠隔管理システムを運用した
現場管理の推進、タイ人財育成センターを活用した現地社
員や協力会社への継続した技術研修に加え、周辺国へ拡大
したベトナム社員むけ人財育成研修も開始しました。また、

泰日工業大学とは、継続的な産学連携による人財交流、業
務効率化にむけた共同開発などを実施しています。

「西松-Vision2030」と「中期経営計画2025」の
達成にむけた課題・取り組み
　土木事業は、売上および収益の目標を達成するために新
規 ODA 地下鉄工事の受注をめざしています。ODA 工事にお
いては、着手時から円滑に工事を進められる組織づくりを重
要な課題の一つとして捉えています。そのため、ローカル人
財および日本人社員の早期現場配置を積極的に行っていま
す。一方で、国際事業の継続性の強化をめざし、新しい市
場である豪州における環境・エネルギー事業関連工事への
参画を引き続き行います。
　建築事業は、受注確保を重要課題として取り組んでいます。
タイでは冷凍冷蔵倉庫を含む物流施設を中心に、市場領域
を拡大し、顧客基盤を現地企業に拡大していきます。またベ
トナムでは、工業団地開発が活発化する中、進出企業の情報
を早期に入手し、取り組み件数を増やします。

培ってきた技術を活かし、フィリピンの社会課題解決に寄与
　フィリピンでは、国内初の地下鉄路線となるマニラ首都圏地下鉄整備事業のうち、102工区工事（地下
駅2箇所、シールドトンネル5.3km）を施工しています。当事業は深刻な交通渋滞の緩和や大気汚染の
緩和、気候変動への寄与、さらには現地への技術移転を目的としています。当社は、現地で数多くのラ
ンドマークを建設した実績を持ち、長年にわたり協力関係を築いている大手ゼネコンのDMCI社と共同
企業体を形成しています。これによって許認可申請や税務上のリスクの軽減を図りつつ、これまで当社
が香港やシンガポールで培ってきた技術力やリソース、契約交渉力を活かして工事を進めています。所
長として、安全・品質を最優先し顧客の期待を超える建造物を引渡すことを前提としながら、企業先で
ある現地運輸省や関係各省庁と折衝し、リスクを最小限に、リターンを最大限にすべく奮闘しています。

国際事業本部 地下鉄ケソン工事事務所 所長
岩田 修

VO I C E
社員の声

■ マテリアリティおよび「中期経営計画2025」の重点施策

事業を取り巻く環境
　国際事業は、東南・南西アジアを中心に展開しています。
時代の流れ、国の発展と成熟度合に応じて市場が常に変化
する中、当社はその変化を捉えながら拠点を変え、土木・建
築とも60年を超える豊富な経験と実績を積んできました。
　土木の根幹となる交通インフラ事業に関しては、得意とす
るトンネル工事を含む将来的な新線建設が各国で発表され

ています。
　建築においては円安基調で日系企業の投資回復が低調な
反面、物流、データセンターなど、ローカル、外資系企業の投
資は堅調です。一方、米国における関税の強化に代表される
非グローバル化、カントリーリスク、地政学的なリスクなどの
潜在リスクは無視できません。これらの動向に的確に対応し、
自社の強みを活かした事業戦略の下、収益確保に努めます。

マテリアリティ マテリアリティの	
解決手段

中計2025の	
重点施策 取り組み 取り組みのKPI

現場力を最大限
発揮できる組織づくり

個々の現場の知を組織の
知へ

既存拠点における事業拡大
と安定した収益の確保

ローカル化の推進
・人財育成
・遠隔管理

現場管理体制の構築（タイ）

価値創出を最大化できる
パートナーシップの形成

新たな価値創出にむけた
地域、企業との連携

新たなサービスの提供
エンジニアリング会社専門業者との協業

（ワンストップソリューション）

営繕工事取り組み量 
（施設管理含む）

安心でき、活力がわく
社会の実現

社会基盤整備を通して
培った強みを基に、 
多様な能力を結集した 
新たな価値創出

ODA 工事の取り組み体制 
強化

現地パートナーとの取り組み体制を構築
し連携を深める

JV 幹部会の毎月の実施

施工管理体制の向上
・�統括部による安全品質パトロール強化
・�国内土木技術員会による検討会の実施

・毎月のパトロール実施
・各現場での実施回数

・�高い社会基盤整備力を持つ多様な 
技術人財

・�国内の土木・建築事業で培った建設技術
・�提携企業（現地 JVパートナー）
・�顧客基盤

強み
・�進出国におけるテロの発生や 

政治経済情勢の変動、法制度の改正
・�技術継承ができない場合の品質や 

生産性の低下

リスク
・�建設関連サービスのニーズの多様化
・�施工技術のレベルアップを図る 

教育体制の進展・進化
・�外資系企業の投資

機会

アジア地域を中心に、	
市場の変化に対応し、	
強みを生かした海外事業を展開

執行役員 国際事業本部長　草野 孝三
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「安心・活力・つながり」を共創するための戦略

国際事業
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「西松-Vision2030」と「中期経営計画2025」の進捗
　国内外成長分野への積極投資については、将来の収益基
盤の基となる投資活動を継続し、一定の積み上がりを見せ
ています。  「中期経営計画2025」の3年間で投資額1,100億
円、回収額400億円を目標としており、2023、2024年度の
累計でそれぞれ750億円、300億円まで進められました。売
上総利益については、循環型再投資モデルへの進化の過渡
期であるため一時的には減益傾向となっていますが、数年
後には現在の取り組みの効果が現れる見込みです。 
　「中期経営計画2025」で掲げる成長分野のワーキングス
ペース（オフィス）においては、2024年9月に環境配慮型オ
フィスビルである「NCO 金沢」が竣工しました。
　レジデンス分野においては、さまざまな有力企業と連携
した社員寮ビジネスが新たに芽を出しつつあり、有力企業
が運営する新築高齢者施設も取得に至っています。観光・
娯楽分野においては、2021年開業の「香林居」に続くコン
バージョンホテル第2弾として「HOTEL AO KANAZAWA」が
2024年9月に開業しました。ともに当社の有するリレーショ

ンや施工能力を活用し、社会への提供価値を生み出す事業
であると認識しています。

「西松-Vision2030」と「中期経営計画2025」の
達成にむけた課題・取り組み
　「西松 -Vision2030」ならびにその先を見据えた事業利益
の成長を実現するべく、私たちは収益基盤の着実な積み上
げや、私募リートなどを活用した循環型再投資モデルのさ
らなる進化をめざしています。
　その実現にむけて、循環型再投資を通じて競争優位とな
り得るアセットを取得しつつ、資産入替を効率的に進めるこ
とでその時々の市況において最適な事業ポートフォリオを構
築していきます。また、土木・建築・国際・地域環境ソリュ
－ションの各事業本部と連携し、企画開発・設計・施工・運
営まで一気通貫した事業などを行っていきます。
　これらの取り組みには社員一人ひとりの成長が欠かせま
せん。「収益性」「効率性」「安全性」を高いレベルでバラン
スさせ、より強固な組織や事業を組成していきます。

グループ力を活かし、国内・海外でワクワクするまちづくりを推進
　2025年4月まで区画整理事業の推進業務に従事し、現在は海外事業開発部に所属しています。
　愛知県の区画整理事業では保留地処分やまちづくり協議会の運営を担当しました。本事業では、住宅地・商業地・物流拠点の整
備にむけた基盤整備工事を行うとともに、多くの人々が集い交流できる広域的な交流拠点の形成もめざしています。まちづくり協議

会は本地区の持続的発展をめざして事業者や地権者が集まっており、当社は業務代行者として事務
局を担っています。私はその担当者として、地権者や周辺住民の方々がワクワクするまちづくりをめざ
し、協議会運営やまちのコンセプトを具体化するための関係者や行政との協議などに取り組みました。
　今携わっている海外不動産の開発や投資の事業においても、その姿勢は変わりません。現在はタ
イ、アメリカ、オーストラリアにおける集合住宅やホテルなどの開発、および収益不動産への投資業務
に携わっています。単に数字だけにとらわれるのではなく、その先にワクワクがあるか、社会にとって
意義があるか、そして当社のグループ力を活かしてどんな価値を生み出せるかを常に意識しながら、
業務に従事しています。

アセットバリューアッド事業本部 海外事業開発部 開発1課
森田 光

VO I C E
社員の声

■ マテリアリティおよび「中期経営計画2025」の重点施策

マテリアリティ マテリアリティの	
解決手段

中計2025の	
重点施策 取り組み 取り組みのKPI

安心でき、	
活力がわく	
社会の実現

地域・顧客の想いを 
つなぎ、人々の活力が
生み出される地域や 
コミュニティをつくる

・自社開発事業
・エクイティ投資事業
・海外事業

・「アセット戦略」成長分野への投資
・�高効率・リスク分散・厳選投資に 

よる安定成長
・顧客ネットワークづくり

・�2023～2025年度投資回収計画（投資1,100億円/
回収400億円/ネット投資700億円）

・�開発ノウハウを駆使し、顧客同士をつなぐことに 
より、新たなビジネスを創出

・市街地再開発事業
・土地区画整理事業

・�「横串連携」×「異業種協業」 
モデルの確立

・�西松の知見を活かした事業組成・
既存事業の推進

・�アセットバリューアッド事業と建設事業との連携
による事業推進

・�区画整理事業・再開発事業の実施により生み出さ
れる新たな不動産を活用し、収益獲得をめざす

・�投資家への良質アセット 
運用サービスの提供

・�プロパティマネジメント 
事業

・�西松アセットマネジメント株式会社
受託資産残高（AUM）の拡大

・�西松地所株式会社プロパティ 
ビルディングマネジメント機能強化

・受託資産残高
・経験豊富なプロ人財の採用・育成

環境にやさしい 
レジリエントな 
まちづくり

脱炭素への対応 ・保有物件の再エネ化
・�所有物件および取り組み案件の 

当社独自の「環境配慮型建物の 
標準仕様」への適合

・2030年度までに100％達成
・�2030年度までに保有賃貸建物における 

ZEB 化・省エネ化棟数割合60％達成

事業を取り巻く環境
　昨今の物価高により、国内外の市場環境は一定のインパ
クトを受けました。今後も全体的な不動産価格の上昇は続
くものと思われます。こうした市場環境を踏まえ、観光・娯
楽分野（ホテルなど）といったインフレ耐性が高い事業にも
重点を置きつつ、慎重な投資を進めています。
　2024年度は国内事業において「成長分野への積極投資」

「循環型再投資による資産効率の向上」「ポートフォリオの
最適化による収益力増強」に努めてきました。特に今後成
長が期待される分野を見極めながら、当社ならびに関係者
のノウハウが活かせるエリアで価値ある建物やサービスの
提供を進めています。海外事業においては、良質な物件を
厳選し慎重に判断しているところです。

・�大学および多数のパートナー企業など
との連携による事業の創出

・�グループ子会社によるアセットマネジ 
メントを中心とした私募リート、私募 
ファンド活用

・�企画・設計・施工・運営管理までを 
含めた一気通貫のソリューションを 
グループで提供

・�丁寧なOJTの実践と若手社員の挑戦を
促す人財育成で培われた企画提案力

強み
・�不動産市場の縮小による不動産販売・

賃貸事業の採算悪化
・�新たな環境政策や法規制の強化による

コスト増、脱炭素化未対応不動産の 
需要低下

・�労働人口の減少や働き方の多様化に 
より専門性を持つ人財の獲得困難や 
流出

リスク
・�市場ニーズへ対応したアセットへの 

投資やインフレ耐性に強いビジネスの 
強化

・�環境配慮型建物の開発や再エネ化、 
DX 技術活用による差別化

・�多様な人財の活躍による新たな価値 
創出、多様な人財のさらなる獲得

機会

収益基盤の積み上げ、	
循環型再投資の進化により、	
中長期での事業利益の成長を実現

執行役員 アセットバリューアッド事業本部長　鬼木 光一
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アセットバリューアッド事業



地域環境ソリューション事業

地域の“ちから”を引き出し　
安心して暮らせる持続可能な	
“まち”をつくる

執行役員 地域環境ソリューション事業本部長　楠浴 淳士

■ マテリアリティおよび「中期経営計画2025」の重点施策

事業を取り巻く環境
　地域環境ソリューション事業本部では、「西松 -Vision2030」
で掲げた建設事業中心の事業領域である「社会基盤整備」
に加え、地域に寄り添い、共に社会課題を解決する「社会
機能の再構築」へ価値共創活動を発展させるため、「再生
可能エネルギー」や「まちづくり」をテーマとして国内外で
事業開発に取り組んでいます。
　再生可能エネルギー事業を取り巻く環境として、国内では

「2050年ネットゼロ」が掲げられるなど、脱炭素関連事業の
機運は高まっています。しかし、地理的制約の問題や事業

の採算性の難しさなどから、導入に限界があり、目標達成
にむけてはさらなる制度面の拡充が待たれるところです。
　まちづくり事業においては、国の施策として「地方創生
2.0」が掲げられるなど、地方経済の自立的な成長と生活環
境向上をめざす取り組みが求められています。しかし、少子
高齢化による地方活力の停滞が続いており、人口減少を前
提とした適応策を考える必要があります。
　このような中、私たちは、共創パートナーとともに安心して
暮らせる持続可能な「まち」をつくるべく、脱炭素やインフラ
サービスなどをテーマに社会機能の再構築を進めていきます。

・�創業150年を超えて積み上げてきた 
建設技術のノウハウや多くの顧客、 
協力企業など

・�グローバルにビジネスを展開 
（過去約30ヶ国・地域に進出）

強み
・�インフレによるコスト増大
・�環境エネルギーに関する政策転換や 

法令改正
・�社会の関心やニーズの変化

リスク
・�脱炭素化社会・資源循環型社会に 

むけた社会の関心の高まり
・�自然災害、人口減少や少子高齢化 

などの課題解決
・�ステークホルダーの環境価値意識の向上
・政府主導による環境エネルギーの推進
・グローバルな環境エネルギー市場の拡大

機会

「西松-Vision2030」と「中期経営計画2025」の進捗
　「西松 -Vision2030」では価値共創活動を「社会機能の再
構築」へ拡大することを目標に掲げており、「中期経営計画
2025」の重点施策として脱炭素社会の形成促進や地域の活
性化に資する開発、異業種との連携などを掲げています。
　それらの施策の中で、2024年度は当社で初めてとなる木
質バイオマス発電所の本稼働や屋根置き太陽光発電 PPA 事
業を海外でも事業化するなどの成果がありました。また、ス
タートアップ企業と共創し、これまで培った技術を活用した
熱中症予防通信機能付きウエアラブル機器を開発するなど、
新しい領域にも挑戦することができました。

「西松-Vision2030」と「中期経営計画2025」の
達成にむけた課題・取り組み
　再生可能エネルギー事業では、調達コストの上昇リスク
が顕在化しており、事業化を困難にしています。今後は建
設事業における技術力や経験を活かし、コストの予見が可
能な小水力発電事業や太陽光発電事業に注力しながら、国
内外で事業開発を進めていきたいと考えています。
　まちづくり事業では自治体の課題に対し、当社のソリュー
ションの少なさが課題となっています。支社・支店との連携
を強化し、地域課題の理解深耕に努め、その課題解決に資
する技術やサービスを持つ共創パートナーの確保を進める
ことで、地域と当社が共に発展できる事業の創出をめざし
ます。
　さらに他の事業本部やさまざまな業種の企業先と連携し
ながら、建設周辺領域を中心に、GX・DX をテーマとした付
加価値を生む新しい事業の創出にも取り組んでいきます。

脱炭素および資源循環型社会構築にむけた	
バイオガス発電事業の開始
　株式会社永野商店（熊本市）と当社が共同で設立したエ
ヌエナジー株式会社が管理・運営する「熊本西部バイオガ
ス発電所」（熊本市西区）が2025年7月に食品系廃棄物の
受入を開始しました。同年12月頃には発電も開始する予定
です。
　バイオガス発電では食品系廃棄物をメタン発酵して発生
するバイオガスを用いて発電します。メタン発酵処理におい
ては、発酵残渣が生じますが、その発酵残渣を肥料や堆肥
として有効利用することが可能です。このことから、本施設
は電気を作るだけではなく、食品リサイクル施設の側面も
あります。
　さらに、本施設の特長として、プラスチック容器などの発
酵に適さない夾雑物を隣接施設にてRPF（燃料）化するこ
と、夾雑物の洗浄水（発酵可能な成分を含む）を発酵プロセ
スに戻すことにより、廃棄物中の発酵原料を徹底活用する
ことが挙げられます。
　熊本市では近郊に食品系廃棄物のリサイクル施設が少な
かったため、脱炭素化にむけたリサイクル率の向上が課題
となっていました。本事業を通じて、当該地域におけるごみ
処理問題の解決および環境負荷の少ない循環型社会の構
築に貢献していきたいと考えています。

カーボンニュートラルを軸に、地域の価値創出に資する事業を形成
　地域創生部は、地域に根付いたまちづくり事業の創出に取り組んでいる部署です。地域に密着し、地
方自治体をはじめ地域のステークホルダーと向き合い、カーボンニュートラルを軸に経済循環や防災、
生活の質の向上といった地域の価値創出に資する事業の形成をめざしています。
　現在、複数の地域において、当社の技術の活用やパートナー企業との連携により、具体的な課題解決
にむけた事業の検討を進めています。
　当社におけるまちづくり事業の取り組みは始まったばかりですが、地域での持続的な事業の実現にむ
けて社員一丸となって取り組んでいきます。

地域環境ソリューション事業本部 地域創生部 官民連携課 課長
岡本 耕

VO I C E
社員の声マテリアリティ マテリアリティの	

解決手段
中計2025の	
重点施策 取り組み 取り組みのKPI

安心でき、活力がわく	
社会の実現

事業活動を通じた環境・生物多様性 
保全、サーキュラーエコノミーの実現

脱炭素社会の形成 
促進

創エネ（小水力・太陽光発電 PPA・ 
地熱）

再エネ年間発電量

地域・顧客の想いをつなぎ、人々の 
活力が生み出される地域やコミュニティ
をつくる

地域の活性化に 
資する開発・事業等

地域まちづくり事業の構築 地域まちづくり事業件数

社会基盤整備を通して培った強みを 
基に、多様な能力を結集した新たな 
価値創出

社内での事業連携 RES 事業と建設（土木・建築・国際） 
事業の連携

2030年度までの建設 
工事成立件数

価値創出を最大化できる
パートナーシップの形成

新たな価値創出に向けた地域、企業 
との連携

異業種との連携 ・異業種との連携案件
・M&A による新しい事業組織の組成

新規共同事業組成件数

熊本西部バイオガス発電所
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「安心・活力・つながり」を共創するための戦略



　当社は、企業理念として「価値ある建造物とサービスで安
心して暮らせる持続可能な社会をつくる」を掲げており、当社
が提供する建造物やサービスを通じて地域社会や環境に貢献
し、持続可能な未来を築くことを使命としています。これこそ、
サステナビリティの考え方そのものであると考えます。

　この企業理念の下、サステナビリティスローガン（基本方
針）「みんなでつくる みんなが輝く」を策定しました。私た
ちのめざす持続可能な社会の実現にむけて、サステナビリ
ティ経営のさらなる実践に取り組んでいきます。

サステナビリティスローガン（基本方針）

 体制の構築から見直しまで
　当社は、2023年4月にサステナビリティ推進体制を構築
し、取締役会の諮問機関である「サステナビリティ委員会」
と、リスク・機会の全社的なマネジメントを目的とした「リス
ク・機会マネジメント委員会」を設置しました。
　サステナビリティ委員会は、社外取締役、社内取締役およ
び社外有識者で構成し、年4回開催しています。取締役会か
らの諮問に基づき、長期視点やマルチステークホルダーの
視点に立ったマテリアリティ、マテリアリティに紐づく環境変
化（リスク・機会）への対応方針等に関する事項を検討およ
び審議し、取締役会に答申します。

　リスク・機会マネジメント委員会は、各事業本部の副本部
長を中心に構成し、初年度は17回開催しました。「事業活
動におけるリスク・機会のマネジメント」に加え、「長期視点
に立ったリスク・機会のマネジメント」の一環として、サステ
ナビリティスローガン（基本方針）の策定をはじめ、サステナ
ビリティ全般の施策検討や実践にむけた議論を重ねました。
　2024年度には、初年度の活動で見えてきた、議論の深度
化と迅速化の課題を解決するため、 体制を見直しました。
広範囲におよぶサステナビリティ推進の中でも重要な各分
野の議論を着実に進められるよう、サステナビリティ戦略会
議を設置するとともに、同会議内に重点分野として4つの委

員会（リスク・機会マネジメント委員会、人権委員会、DE&I 
委員会、環境委員会）を設置し、それぞれに委員長と事務
局を配置しました。
 
 2024年度の活動

　2024年度はサステナビリティ戦略会議を14回開催しまし
た。会議内に設置した委員会に、各委員会が担当する分野
の関連部署の部長や担当者を委員および事務局として加え
たこと、また、年間を通じて計画的に各委員会を開催した
ことにより、各重点分野で取り組むべき施策の明確化と着
実な議論および施策実行につながりました。
　新設した人権委員会では、体制見直しにより全社横断的
に活発な議論と迅速な施策取り組みが可能となり、これま
で実現できていなかったサプライチェーン上の人権デューデ
リジェンス（以下、人権 D.D）とパートナーシップ構築宣言
に関するアンケートを行いました。これらは、発注金額や

他の基準で当社との関係が深い取引先457社を選定し、375
社から回答を得ました。その回答を基に、リスクが高いと
みられる取引先のリスク低減にむけたフォローに着手する
とともに、当社グループの腐敗防止意識の醸成にむけた腐
敗防止方針の策定に至りました。
　DE＆I 委員会においては、まず、委員会メンバーの DE＆
I 推進に資する有意義な議論ができるよう、セミナーを開催
しあらためて意識醸成と知識習得を行いました。その後、
当社グループの DE＆I 推進の考え方の軸となるDE&I 方針
に関する議論を開始し、策定しました。
　サステナビリティ戦略会議では、各委員会の分野に収ま
らない、サステナビリティ推進に関する方針や施策などを議
論した結果、全社一丸となったサステナビリティ推進を狙い
としてKPIツリーの拡張と人事評価への取り込みを経営会
議（旧 社長・本部長会議）に提言し、2025年度からの人事
評価制度を一部改定しました。

サステナビリティ推進体制 サステナビリティ戦略会議および各委員会

サステナビリティ推進体制図

サステナビリティスローガン（基本方針）

私たちの想い

みんなでつくる みんなが輝く

様々な社会課題がより深刻となることが想定される2050年、
私たちはどんな持続可能な社会を実現できるだろうか
私たちの強みは
これまで培ってきた社会基盤整備力と
多様な能力をまとめあげ目的を果たす力

私たちは
地域に寄り添いながら様々なパートナーとの連携を駆使して、
社会課題を解決したい

私たちは
ひと、まち、自然を大切につなぎ、
人々が活き活きできる場を創ることで
みんなが輝く社会を実現します

名称 目的 2024年度の主な議題

サステナビリティ 
委員会

長期視点やマルチステークホルダーの視点に立ったマテリアリティ、
マテリアリティに紐づく環境変化（リスク・機会）への対応方針等
に関する事項を検討・審議し、取締役会に答申

・�サステナビリティスローガン（基本方針）のKGIの策定とKPIツリーの拡張
・長期視点に立ったリスクの特定
・腐敗防止方針、DE&I 方針の策定

サステナビリティ 
戦略会議

マテリアリティ解決および持続可能な社会の実現にむけたサステ
ナビリティ戦略に関する検討 ･ 実践

・�KPIツリーの拡張
・�人事評価へのサステナビリティ項目の組み入れとそれにむけた社内浸透

リスク・機会 
マネジメント委員会

リスクと機会に関する全社的リスク管理を適正に実施。「長期視
点に立ったリスク・機会のマネジメント」および「事業活動におけ
るリスク・機会のマネジメント」の実施

・事業活動におけるリスクのマネジメント
・�長期視点に立ったリスクの特定とリスクシナリオの検討

人権委員会 サプライチェーン上の人権 D.D をはじめとする人権方針に基づい
た人権尊重の取り組みを社内外のステークホルダーを対象に推進

・サプライチェーン上の人権 D.Dの実施
・パートナーシップ構築宣言に関するアンケートの実施
・腐敗防止方針の策定

DE＆I 委員会 多様な人財がワクワクし活躍できる社内風土の醸成、長期視点に
立ったDE＆Iの取り組み方針の検討、実行、モニタリングの実施

・DE&I 推進に関するセミナー開催
・DE&I 方針の策定

環境委員会 環境経営の推進と全社的な環境活動の浸透
→環境 P.64

・「気候関連情報2025」の開示案
・気候関連のリスクおよび機会

方針決定

承認
目標指示
進捗管理

サステナビリティ戦略の
検討・実践

企画立案
推進・実行

サステナビリティ戦略会議

取締役会

リスク・機会マネジメント
委員会 人権委員会

DE&I 推進 WG 地球環境対策部会

経営会議

本社各部門

サステナビリティ委員会
諮問

答申
監督・指示 附議・報告

方針・目標の指示 附議・報告・提言

指示 報告

DE＆I 委員会 環境委員会
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価値共創基盤の深化と強化

サステナビリティ推進体制



詳細は当社ウェブサイトをご覧ください
➡ https://www.nishimatsu.co.jp/esg/social/safety.html

品質方針
➡ https://www.nishimatsu.co.jp/company/policies.html#anc-01

安全衛生基本方針

　2024年度の安全衛生管理目標を達成するため、
◆本質安全化・工学的対策を考慮した安全対策の実施
◆西松三大事故型災害の撲滅にむけた取り組み
◆アクション7の完全定着による自主的活動の推進
の3項目に注力して活動を行いました。
　また、社員および職長への安全衛生教育は社員327人、
職長791人に対して実施しました。

　当社では「人命尊重の基本理念に基づく『思いやり運動』
を基調とし、法令順守と関係するすべての人々に配慮した安
全衛生施策（COHSMS）※の実施により、事業所で働くすべての
人々が一致協力して、安全かつ健全で快適な職場環境およ
び心身の健康づくりを実現する。」という安全衛生基本方針を

定めています。その下で、当社社員のみならず、派遣社員、関
係請負人とその労働者、一人親方等の建設工事の現場に関
係するすべての労働者の安全と健康の確保に努めています。
※ �COHSMS：建設業労働災害防止協会が定める「建設業労働安全衛生マネジメントシス

テム」。適用範囲は、国内における技術研究所を除くすべての事業所です。

　当社は、OHSAS18001 もしくは ISO45001 の認証は受け
ていませんが、 建設業労働安全衛生マネジメントシステム

（COHSMS）に準拠して安全衛生管理を実施しており、認定
を取得しています。
　新規着工現場においては、事前に安全および衛生に関す
るリスクアセスメントを行い、その結果に基づいて「工事安

死亡災害の発生について

労働安全衛生マネジメントシステム

労働災害削減への取り組み

全衛生管理計画」を作成しています。また、当初の計画と
異なる工法および資機材を使用する場合には、その都度新
たにリスクアセスメントを行うとともに、年度ごとに計画の
見直しを行い、災害の未然防止に努めています。

労働安全衛生マネジメントシステム認定証 
➡ https://www.nishimatsu.co.jp/esg/social/safety.html

・死亡災害ゼロの達成
・休業4日以上の災害度数率0.5以下（災害12件以下）
・休業1日以上の災害度数率0.8以下（災害件数20件以下）

● �2024年度安全衛生管理目標

マテリアリティ マテリアリティの解決手段 KPI（全社） 具体的なKPI 数値目標 2024年度実績

多様な人財がワクワクし	
活躍できる仕組みづくり

みんなが働き甲斐をもって力を
発揮できる職場環境の提供 労働環境改善の推進 度数率（休業4日以上） 0.4以下（2025年度）

0.2以下（2030年度） 0.88

安全衛生基本方針 ➡ https://www.nishimatsu.co.jp/company/policies.html#anc-04

・�西松三大事故型災害（墜落・転落、挟まれ・巻き込まれ、
飛来・落下）件数を5件以下

品質マネジメントシステム

建設工事における品質管理

　土木事業では、より良い品質の確保をめざし、全国の各
現場で施工中に発生した不具合について、発生原因と対応
策および再発防止対策を現場で検討し、支社を通じて本社
の土木部へ報告することになっています。本社の土木部で
は、四半期ごとに各支社からの報告内容を取りまとめ、分
析を行ったのち、各支社へ情報共有を行います。各支社で
は、不具合事例を今後施工する同種工事の施工計画の立案
に反映するとともに、若手社員の技術研修の教材としても
活用しています。また、土木施工技術委員会（トンネル、シー
ルド、ダム、一般土木の専門技術部会）にて施工検討会等
を随時実施し、品質向上や製品事故防止にむけた技術指導

を行っています。
　建築事業では、建物の品質を保証するために、設計から
施工、引渡し後のアフターサービスまで、一貫した業務フ
ローで品質を管理しています。具体的には、「設計段階にお
ける留意点は確実に現場に引継ぎ、工事着工後には確実に
解決すること」「現場での検討会、現地現物による品質確認
会や品質検証を通じ技術指導、教育を行うこと」「品質管理
部門の品質・技術支援により品質保証ができる建物をつく
ること」に注力しています。また、引渡し後のアフターサー
ビスでは、迅速かつ的確にお客様の立場に立った対応がで
きているかのチェック機能の強化に取り組んでいます。

マテリアリティ マテリアリティの解決手段 KPI（全社） 具体的なKPI 数値目標 2024年度実績

現場力を最大限発揮できる
組織づくり

信頼される現場力を高め 
続けられる組織の構築

お客様満足度の
向上 施主からの評価

・�国⼟交通省⼯事の⼯事成績評定点
対象年度平均点（80点以上 / 年）

・�民間工事竣工時アンケート評価　 
S・A評価を99％以上獲得

・79.9点
・98.5%

品質管理フロー

設計段階※ 着手前 工事中 竣工
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品質証明員等による確認
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※設計施工の場合

　しかしながら、「死亡災害ゼロの達成」以外の目標を達成
することはできませんでした。
　2025年度は、西松三大事故型（墜落転落・挟まれ巻き込
まれ・飛来落下）の防止にむけた「本質安全化と工学的対策」
に知恵を出し合うことにより、目標の達成をめざしていきます。
また、近年の記録的猛暑で深刻化している熱中症の対策に
も積極的に取り組んでいきます。

　2024年3月に石積擁壁の補強工事中、崩壊による死亡災
害が発生しました。二度と同様の災害を起こさないよう、計
画段階での事前調査の徹底、施工計画時の本支社・支店と

の連携、施工時の変位確認および点検の順守を再度指導し
ました。今後もパトロール時の点検、繰り返しの教育により
実施状況を確認していきます。

　土木、建築部門においては、ISO9001に基づいた品質マ
ネジメントシステムを構築し、営業・設計・施工・アフター
サービスの各段階で、品質方針である「信頼される建造物・

サービスの提供」および「お客様の満足度向上」にむけて、
確実な品質確保とシステムの継続的な改善を行っています。

社
内
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主
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査
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査

完
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　当社は2023年3月に制定した「調達方針」と「調達ガイド
ライン」に基づいた調達活動を行っています。
　サプライヤーである協力会社の皆様にも当社の方針を理
解していただき、サプライチェーン全体でサステナビリティに

配慮した調達活動を推し進め、持続可能な社会の実現にむ
けて取り組んでいます。

調達方針、調達ガイドライン
➡ https://www.nishimatsu.co.jp/company/policies.html

 技能労働者の賃上げにむけた価格転嫁協議の実施
　当社は、2023年11月に公表された「労務費の適切な転
嫁のための価格交渉に関する指針」にならい、価格転嫁協
議に関する運用ルールを定めました。2024年度には、約
500件の下請負契約案件について協力会社との価格転嫁
協議を実施しました。この取り組みは単年度の施策では
なく、毎年度着実に推進していきます。

 パートナーシップ構築宣言に関するアンケートの実施
　2024年度は、サプライチェーンとの連携強化、共存共栄
をさらに進めるための気づきを得ることを目的に、主要協
力会社約400社に対してアンケートを実施しました。結果を
基に改善に取り組み、協力会社との信頼関係をさらに深め
ることで、相互の持続的な成長をめざします。今後もアン
ケートを継続し、多様な視点を事業の改善および発展に活
かしていきます。

　当社だけでなく、サプライチェーンの一つである協力会社
も生産年齢人口の減少に加え、3Kと呼ばれる過酷な労働環
境に起因して、担い手確保に苦慮しています。特に、技能労
働者の確保は、建設業界の存続に関わる重要な課題だと認
識しており、協力会社と共に解決にむけて取り組んでいます。
 働きやすい職場環境の整備

　すべての建設技能労働者（高齢者、外国人、女性）にとっ
て、働きやすい環境の整備に努めています。
具体例：空調服（2024年度実績331着）やアシストスーツ

（2024年度実績57着）の購入費の補助、快適職場の推進、
現場内掲示物の多言語化    
 建設技能者の育成とサポート

　建設業界全体の課題である担い手不足の問題や建設技
能労働者の処遇改善のため、国土交通省が主体である建設
キャリアアップシステム（以下、CCUS）の普及や利用促進に
取り組んでいます。2019年度よりさまざまな普及促進活動
を行う中、社内に登録業務を行う専門部署「西松建設登録

サステナビリティに配慮した調達活動

担い手の確保・育成と持続可能なサプライチェーンの構築にむけた取り組み

サプライチェーンとの共創

建設キャリアアップシステムタッチ率

マテリアリティ マテリアリティの解決手段 KPI（全社） 具体的なKPI 数値目標 2024年度実績

価値創出を	
最大化できる	
パートナーシップ	
の形成

持続可能なサプライ 
チェーンの構築

建設技能労働者の 
育成サポート

・�西松マイスターおよび上級職長の現場就労率
・�建設キャリアアップシステムのタッチ率

・60%
・�土木90%、建築

80%（2025年度）

・53％
・74％

協力会社との連携
・Nネット発注率
・�パートナーシップ構築宣言に関する 

アンケート調査の実施

・�60％以上 
（2025年度）

・400社以上実施

・59％
・457社

2021 2022 2023 2024 2025 
（目標）

CCUSタッチ率 24% 47% 61% 74% 土木90%
建築80%

マテリアリティ マテリアリティの解決手段 KPI（全社） 具体的なKPI 数値目標 2024年度実績

価値創出を最大化できる	
パートナーシップの形成

持続可能なサプライ 
チェーンの構築

⼈権デューデリジェンスの
継続的な実施

人権デューデリジェンスの 
実施企業数 400社以上実施 457社

人権方針

人権委員会の設置

重点課題への取り組み

　西松建設グループは、事業に関わるすべての人々の基本
的人権が尊重されるべきであると考え、国連の「ビジネスと

　2024年度にサステナビリティ戦略会議内に人権委員会を
設置し、初年度の取り組みとして、サプライチェーン上の人
権デューデリジェンス（以下、人権 D.D）を実施しました。そ
の結果に基づき、2025年度はリスクが高い取引先などに対
するフォローや、会合の場を活用した人権尊重の啓蒙活動
を進めています。
　委員会の設置により、人権尊重に対する全社横断的な議
論と活動を行うことで、社内外のステークホルダーを対象と

　当社グループでは、社員を対象に実施した調査結果を基
に、人権方針および人権リスクマップを策定しました。人権
リスクマップや人権方針を基に、ステークホルダーとの対話

人権に関する指導原則」に基づき、西松建設グループ人権
方針を策定し、人権を尊重する取り組みを進めています。

した人権方針に基づいた取り組みを推進しています。
　具体的には、今回のサプライチェーン上の人権 D.Dでは、
取引先から得た回答を分析し、人権方針で掲げる国際人権
基準や国内の労働法の遵守を最重要課題と位置付け対応
方針を策定しました。2025年度にはその対応方針に基づ
き、取引先の人権リスクの低減にむけたフォローを行い、是
正措置を実行します。
� → サステナビリティ戦略会議の全体像は P.58をご参照下さい。

や社外の専門家との協議を行い、重点課題として以下の項
目に取り組んでいます。

人権デューデリジェンス実施のプロセス

方針の策定と展開
●  �「人権方針」の策定・改定
●  �人権に配慮した調達の実施 
「調達方針」「調達ガイドライン」への反映

定期的な情報の開示
●  �自社の人権面での取り組みの進捗状況をモニタ

リングし、結果を報告書、ウェブサイトなどで公開

人権影響評価の実施
●  �人権リスクアセスメントの実施
●  �年1回の人権への取り組みに関する社内アン

ケートの実施
●  �人権リスクの特定（人権リスクマップの見直し）

人権影響評価の結果を踏まえた是正措置
●  �改善計画の検討・実施

コミットメント人
権
に
関
す
る
教
育
・
研
修
の
実
施

Nishim
atsu

ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン（
通
報
窓
口
）の 

設
置
・
運
用

モニタリング・情報開示

影響評価

是正措置

年間
サイクル

● 2024年度の主な取り組み
1.�適正な労働条件の管理と働きやすい職場環境の整備
従来から取り組んできた「代替休暇・有給休暇の取得推進」「交代制による現
場の週休２日の実現」「現場工務革新センターによる現場業務支援」「現場の
４週８閉所への取り組み」「フレックスタイム制の導入」などの実施に加え、シ
ステムを利用した勤怠報告の適正化、全社員を対象とした時間外勤務のモニ
タリング実施により、厳正な勤務実績の管理に取り組んでいます。

2.ハラスメント・差別の禁止
通報窓口「Nishimatsuホットライン」の運用によるハラスメントなどの発生抑
止を推進するとともに、新入社員研修および各新任階層別研修において、人

権の視点と当社の取り組みの確認、コンプライアンス遵守、ハラスメント防止
を目的に、人権・コンプライアンス・ハラスメント研修を実施しました。

3. 国内事業における外国人労働者の人権保護
建設現場における外国人労働者の人権保護にむけた取り組みとして、以下の
ことを実施しました。
　・多言語による安全看板の表示
　・外国人労働者の信仰に配慮した施設の設置
　・�雇用会社に対する、建設キャリアアップシステムの継続的な登録促進ま

た、人権デューデリジェンスのプロセスを実施し、継続的な改善を図って
います。

人権方針 ➡ https://www.nishimatsu.co.jp/esg/social/humanrights.html

支援機関」を開設し、これまでに2,500件の利用者を登録し
ています。2024年度の CCUSタッチ率は74％となり、着実
に向上しています。2025年度の目標を達成できるよう、協
力会社との連携強化に引き続き努めていきます。
　また、処遇改善の一助として、CCUSの4段階の能力評価制
度と連動する当社独自の優良技能者制度を展開し、技能者
に対する手当を支給しています。14年間で延べ1,038名に認
定し、有能な職長や技能者が当社現場で活躍されています。
　さらにCCUS を利用する取り組みとして、CCUS に蓄積さ
れた就業履歴と連携する建退共電子申請方式を延べ134現
場で導入しています。この活動により建設業退職金共済事
業本部より「理事長表彰」を受賞しました。
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生物多様性（ネイチャーポジティブ）

資源循環（サーキュラーエコノミー）

 施工現場における生物多様性保全
　当社オリジナルの「Nishimatsu Nature Action ガイドブッ
ク」などの生物多様性配慮ツールを使用し、全ての施工現
場で生物多様性保全への取り組みを推進しています。北日
本支社新幹線倶知安工事事務所では、工事エリア内に自生

TNFD提言にむけた対応
事業活動における自然資本への依存と影響の把握

　当社は生物多様性行動指針に、事業活動における生物
多様性の依存や影響度の把握、リスクおよび機会の対応
策を事業戦略に統合していくことを掲げています。この点
を踏まえ、2024年度は、土木・建築事業における、「自然
資本への依存と影響」を確認しました。グローバルツール
であるENCOREを用いたところ、直接操業では、土地の
改変などが、陸上や海洋などの生態系に多大な負の影響

を与えていることや、木材や鉄鋼といった原材料調達にお
いても、生態系に負の影響を与えるほか、地表水などの
供給サービスや気候調整、洪水緩衝などの調整サービス
にも大きく依存していることを確認できました。今後は
TNFD Adopter（2025年4月登録）として、把握した依存と
影響を当社の具体的な事業活動に照らし合わせたうえで、
リスクや機会の特定と対応を策定し、事業活動を通じて
ネイチャーポジティブ
の実現に貢献します。

する在来種カタクリ（ユリ科）の保
全を目的として、専門家の指導によ
り、生育環境に配慮した移植（復
元）・モニタリング活動を進めてい
ます。

 施工現場におけるサーキュラーエコノミーに資する取り組み
　当社はサーキュラーエコノミーの実現をめざし、さまざま
な取り組みを検討・実施しており、その一つに廃プラスチッ
クのケミカルリサイクルがあります。西日本支社中央水みら
い出張所では、廃プラスチック処理に「電炉 CCS 法によるケ

ミカルリサイクル」のスキームを採用し、廃プラスチックを鋼
の原材料（加炭材）として加工利用する廃プラの資源利用（ケ
ミカルリサイクル）を進めています。当社では単なる産廃処
理に留まらない持続可能な資源循環の取り組みを通じて、
最終的には100％のリサイクル率をめざしています。

詳細は当社ウェブサイトをご覧ください
➡ https://www.nishimatsu.co.jp/esg/environment/

自然資本への依存と影響（ENCOREによる確認） ■ Very High（とても高い）　■ High（高い）　■ Middle（中程度）

主要なコア事業 バリューチェーン

依　存
供給サービス 調整サービス

地表水 地下水涵養 気候調整 水循環 地質 洪水緩衝 浸食保護 その他
調整サービス

国内土木・建築
上流（原材料調達）

鉄鋼 H H H H M
木材 VH VH VH H H VH VH H

直接操業 M

主要なコア事業 バリューチェーン

影　響
土地利用変化 汚染 資源利用

陸上生態系
利用

淡水生態系
利用

海洋生態系
利用 大気汚染 水質汚染 土壌汚染 廃棄物 攪乱 水利用

国内土木・建築
上流（原材料調達）

鉄鋼 VH H H H H H H VH
木材 VH H

直接操業 VH H VH H M H M H H

当社は、マテリアリティに「安心でき、活力がわく社会の実現」を掲げており、環境分野においては、「脱炭素社会の形成」、「生物
多様性への配慮、自然との共生」、「循環型社会の形成」の実現が重要との認識のもと、それぞれ数値目標と取り組み内容を定
め、「エコ・ファーストの約束」を更新しました。今後も環境経営企業として社会課題の解決にむけた活動と企業価値向上を両立
させ、持続可能な社会の実現に貢献していきます。

 2030年度脱炭素計画「ZERO30ロードマップ2023」の進捗
　2024年度スコープ1、2は、再エネ電力の
導入がCO2排出量削減に寄与した一方で、
土木事業における軽油使用量が増加したた
め、排出量は2023年度比で微増となりまし
た。なお2020年度比では38.4% 減となることから、ほぼ計
画通りの進捗となっています。
　ZERO30の目標達成にむけ、再エネ電力導入率77％の早
期実現をめざします。
　スコープ３カテゴリー11は、設計・施工物件におけるZEB
設計（BEIの低減）とともに、竣工建物における再エネ電力
の導入が進んでおり、排出量の低減につながっています。
　創エネ発電については、これまでの地熱発電や太陽光 PPA
に加え、2024年度は当社初の木質バイオマス発電施設が本

脱炭素（カーボンニュートラル）

格稼働しました。発電実績は、12千 MWhとなりましたが、
年度計画には未達となりました。

ZERO30ロードマップ2023の進捗状況
➡ https://www.nishimatsu.co.jp/esg/environment/carbon_neutral/#anc-15

 新たな脱炭素施策―GTLの導入
　2024年度は、試行導入を経て軽油代替の環境配慮燃料
であるGTL（Gas to Liquids―CO2排出量を軽油対比8.5％
削減となる天然ガス由来燃料）の建設機械への使用を試み
ました。年度実績は13t-CO2削減相当で、現時点では CO2

排出量の低減に大きな寄与となっ
ていないものの、ZERO30の目標達
成にむけた燃料施策の一つとして、
次年度以降も定量目標を定め導入
を推進していきます。

GTLの建設機械への使用
（関東土木支社柿生出張所）

マテリアリティ マテリアリティの解決手段 KPI（全社） 具体的なKPI 数値目標 2024年度実績

安心でき、
活力がわく	
社会の実現

環境にやさしい 
レジリエントなまちづくり

環境性能の 
向上

・�中高層木造建築の取り組み
・�ZEBの設計技術の進化
・�保有物件の再エネ化
・�環境配慮型コンクリートの実建物へ

の適用

・�2件 / 年（2030年度まで）
・� 60％（2025年度）、90％（2030

年度）（竣工時 ZEB/ZEH 化率）
・� 100％（2030年度）
・� 1件 / 年以上（2030年度まで）

・�１件
・�11件（ZEB/ZEH

の取り組み件数）
・�100%
・�1件

事業活動を通じた 
環境・生物多様性保全、 
サーキュラーエコノミーの
実現

脱炭素社会の
形成促進

「ZERO30ロードマップ2023」
・�あらゆる事業活動のスコープ1+2の

2020年度比削減率
・�竣工引渡し建物の運用段階における 

CO2排出量（スコープ3カテゴリー11）
の削減率

・�再生可能エネルギ―事業の発電量 
（創エネ売電量）

・�2020年度比54.8% 削減 
（2030年度）

・�2020年度比27% 削減 
（2030年度）

・108千 MWh（2030年度）

・�2020年度比 
38.4% 削減

・�2020年度比 
31.2% 削減

・�12千 MWh

生物多様性への
配慮、自然との
共生

生物多様性保全活動実施数 全現場にて実施 
（2030年度） 100％

循環型社会の
形成促進 最終埋立処分率 2.5％未満（2030年度） 3.3%

TOPIC  【国内初】 B50燃料使用の実証実験を実施

当社は2024年8月に国内初の事例として、軽油に高純度バイオディーゼル燃料（以下、リーゼル（ReESEL）※）を50% 混合したB50
燃料の建設重機での使用に関する実証実験を行いました。ZERO30の目標達成にむけ、GTLと並行してバイオ混合燃料の導入に
よるCO2削減のさらなる展開を図っていきます。
※�リーゼル（ReESEL）：廃食用油を原料して製造したバイオディーゼル燃料をさらに減圧蒸留と静電気浄化処理し、エステル成分の純度を最大98.5％以上まで高めた高純度バイオディー

ゼル燃料。一般社団法人リーゼル協会がリーゼル規格を設定し認定を行っています。

環境大臣認定 エコ・ファースト企業

移植地で生育するカタクリ
（北日本支社新幹線倶知安

工事事務所）

水マネジメントシステムの構築にむけた取り組み
　脱炭素、生物多様性保全、資源循環の観点から、取水・排水量を重要な環境指標として管理し、関連データ
および取り組み情報は CDP などを通じて積極的に開示しています。今後は取水・排水の最適化にむけ、全社
的な水マネジメントシステムの構築を進め水資源の持続可能な利用に努めます。

64 65西松建設株式会社　統合報告書 2025 西松建設株式会社　統合報告書 2025

価値共創基盤の深化と強化

環境への取り組み



 リスクおよび機会の対応計画の進捗状況
　気候関連リスクおよび機会への対応は持続的な成長には
不可欠との認識のもと、PDCAを用いた進捗管理を行ってい
ます。リスク影響度の最も高い炭素税への対応は脱炭素計
画「ZERO30ロードマップ」にもとづきスコープ1、2の排出
量の低減にむけた取り組みを行っており、一定の成果をあ

げています。また木造高層建築の技術対応については2024
年度に「中高層木造建築構法（P&UA 構法）」を用いた設計・
施工に取り組むなど技術の研鑽を重ねています。一方、機
会における再エネ関連工事は、施工技術の研鑽や共同保有
したSEP 船の運用準備を着々と進めています。

指標と目標

全体の進捗確認（指標と目標） 2024年度までの取り組み状況 2025年度以降の取り組み

事業 
区分 重要項目 対応方針 西松 -Vision2030・

中期経営計画2025との関連 KPI（指標） 目標 2024年度
実績値 実施事項 ➡ 今後の実施事項

土木 
事業

【気温上昇】
技能労働者減少への
対応（省力化の工法
検討）

大型プレキャスト
関連技術の確立・
実績積み上げ

床版取替の技術開発の推進
高速道路床版
取替工事の受注
件数

2030年度まで
に累計5件 1件 ・�大型プレキャスト関連技術の開発

・�プレキャスト製品の使用促進 ➡ ・�2024年度の実施事項の継続

土木 
事業

【気温上昇】
技能労働者減少への
対応（無人化・自動化）

無人化・自動化
施工技術の確立・
現場導入

建設事業の生産性向上：トン
ネル施工自動化、建設 RX（ロ
ボット変革）DXを活用した「ス
マート現場」の推進

山岳トンネル・
シールド工事で
の坑内作業員数

2027年度まで
に2018年度比 
▲30%

0% ・�山岳トンネル工事の主要作業の自動化・無人化技術の確立
・�シールドトンネル工事の省人化・自動化施工技術の確立 ➡ ・�2024年度の実施事項の継続

建築 
事業

【気温上昇】
技能労働者減少による
労務費の負担増

施工ロボット、遠
隔管理、省人化ア
プリの開発、導入

建設事業の生産性向上：建設
RX（ロボット変革）
DXを活用した「スマート現場」
の推進

全作業員の年
間総労働時間
の削減

2030年度まで
に年間総労働
時間を▲66,000
時間

▲16,600時間

・�RXコンソーシアム参画による施工ロボット技術開発および
試行

・�提携企業との協業による建設ロボット開発への取り組み
・�技術研究所、メーカーとの融合により生産性向上技術の

開発

➡
・�2024年度の実施事項の継続
・�省人化デジタル技術、省人化

ロボットの発掘と全国展開へ
の取り組み

建築 
事業

【脱炭素ニーズ】
環境配慮型コンクリー
トの技術開発の遅れに
よる受注機会の喪失

環境配慮型コンク
リートの開発促進

先駆的建設技術の獲得：低炭
素型材料開発

①低炭素型コン
クリート
②カーボンネガ
ティブコンクリー
ト

①を2026年度 
までに
②を2028年度 
までに建物へ 
実装

0件
・�①低炭素型コンクリートの建物への実装にむけた技術開発
・�②カーボンネガティブコンクリートの建物への実装にむけ

た技術開発
➡

・�2024年度の実施事項の継続
・�①技術開発（スラグリート、ジ

オポリマー、火山ガラス微粉
末）した低炭素型コンクリー
トの建物への実装

・�②カーボンネガティブコンク
リートの建物への実装

建築 
事業

【脱炭素ニーズ】
木造高層建築への 
対応

木造高層建築の 
設計、施工技術
の強化

先駆的建設技術の獲得：木造
建築技術

木造中高層建築
の年間売上高

2030年度時点
で172億円 13.5億円

・�中高層木造建築（2方向）の実用化
・�中高層木造建築技術の合理化（コストダウン）
・�実プロジェクトの実証試験、計測による信頼性に関するノ

ウハウの獲得
➡ ・�2024年度の実施事項の継続

国際 
事業 

〈土木〉

【気温上昇】
技能労働者の減少と
生産性の低下による
コスト増加

トンネルにおける
省人化技術の海
外工事への導入

ー トンネル工事で
の省人化技術

2027年度までに
1件採用 0件 ・�トンネル工事における省人化技術の導入検討 ➡ ・�2024年度の実施事項の継続

・�ICT 施工の推進

国際 
事業 

〈建築〉

【気温上昇】
技能労働者の減少と
生産性の低下による
コスト増加

プレファブ化工法
の採用 ー

プレファブ化工法
による建築物の
実績

2030年度までに
1件施工 0件 ・�工場物流施設のプレファブ化の技術・コスト検証 ➡ ・�2024年度の実施事項の継続

全社
【政策強化】

炭素税の本格導入に
よる事業コスト増加

「ZERO30ロード
マップ」に沿った
スコープ1+2の
CO2排出量の削減

「ZERO30ロードマップ」 スコープ1+2排
出量

2030年度までに
31.7千 t-CO2と
する

約43.3千 t-CO2
（概算値）

・�施工における省エネ、低炭素燃料使用の推進
・�事業活動における再エネ電力の導入
・�建設現場の脱炭素に資する技術・工法・工夫などの抽出、

環境技術の試行導入
➡ ・�2024年度の実施事項の継続

（1）気候関連リスクの進捗状況

（2）気候関連機会の進捗状況 全体の進捗確認（指標と⽬標） 2024年度までの取り組み状況 2025年度以降の取り組み

事業
区分 重要項目 対応方針 西松 -Vision2030・ 

中期経営計画20２５との関連 KPI（指標） 目標 2024年度
実績値 実施事項 ➡ 今後の実施事項

土木 
事業

【気温上昇】
災害復旧工事の 
増加

災害復旧工事の
即応体制の構築 ー 災害復旧支援

の要請受諾
2030年度まで
に100％とする

100%
（3/3件）

・�緊急時即応体制の構築
・�緊急資機材・労働力の調達力強化に資する体制の確立
・�災害復旧工事での無人化・遠隔化施工技術の実工事への

導入
➡ ・2024年度の実施事項の継続

土木 
事業

【脱炭素ニーズ】
再エネ関連工事の 
増加

洋上風力発電工
事の受注強化 洋上風力発電工事への参画

洋上風力発電
工事の受注件
数

2030年度時点
で累計1件 0件

・�洋上風力発電工事の施工技術の習得
・�SEP 船（施工台船）の改造
・�再生可能エネルギー関連工事への継続的取り組み

➡ ・2024年度の実施事項の継続

土木 
事業

【気温上昇】
【政策強化】

防災・減災関連工事
の増加

シールド工事や 
リニューアル工事 

（防災・減災関連） 
の受注強化

ー 防災・減災関連
工事の完工高

2030年度時点
で140億円 / 年
以上

127億円
・応札体制の強化
・�国土強靭化に資する技術開発
・�シールド工事・リニューアル関連工事の継続的な受注

➡ ・2024年度の実施事項の継続

建築 
事業

【脱炭素ニーズ】
ZEB（ネット・ゼロ・エ
ネルギー・ビルディング）
の建設ニーズの増加

新築および改修
案件のZEB 化推
進

建設物の高付加価値化：
ZEB･ZEH

ZEB 化による売
上増

2030年度時点
で22.4億円 / 年 0.54億円

・�改修 ZEB に関する実績づくり
・�自社施設における空調運転効率の把握による省エネ化の模索
・�▲75%の設計力を具現化した実証化施設を設計・建設・運用
・�ZEB（省エネ・省 CO2）に限らない「拡大する環境建築分

野」への対応

➡
・2024年度の実施事項の継続
・�設計者の環境配慮設計力の

底上げ
・�ZEB Readyの実績上積み

国際 
事業

〈土木〉
【気温上昇】

災害対策工事の増加

水害対策工事に
関する営業・技術
情報の収集および
技術開発

ー 水害対策工事の
取り組み案件数

2027年度まで
に1件 0件 ・�水害対策工事に関する営業・技術情報の収集 ➡ ・2024年度の実施事項の継続

国際 
事業

〈建築〉

【脱炭素ニーズ】
省エネ建物ニーズの
増加

新築および改修
案件のZEB 化 
推進

ー Nearly ZEBの
設計・施工実績

2030年度まで
に1件 0件 ・�省エネ建物ニーズの市場調査

・創エネ・再エネ事業調査 ➡ ・�2024年度の実施事項の継続
・�ZEB Ready 設計の検討

アセット
バリュー 

アッド 
事業

【脱炭素ニーズ】
省エネ賃貸建物ニーズ
の増加

保有賃貸建物に
おけるZEB 化・省
エネ化実施

・�保有物件：省エネ推進（設備
更新）、再エネ化推進

・�新規物件：「ZEB Ready 標準
仕様化」推進

保有賃貸建物
におけるZEB
化・省エネ化棟
数割合

2030年度まで
に保有賃貸建
物の60% 以上

33% 
（18/55件）

・�保有賃貸建物の仕様の確定・仕様への適合化の推進
・�新築物件でのZEB 化・省エネ化の推進
・�既存保有物件の省エネ化または資産入替の推進
・�再生可能由来の電力メニューへの切り替え

➡ ・�2024年度の実施事項の継続

地域 
環境

ソリュー 
ション
事業

【脱炭素ニーズ】
【政策強化】

地域環境課題への 
対応

再エネ事業および
関連事業の推進

・�PPA 事業、発電事業（小水力、
地熱、木質バイオマスなど）

・�複数の地方自治体と包括連
携協定事業展開

再エネ事業によ
る発電量

2030年度までに
年間108千 MWh
※�2024年度の目

標14千 MWh
12千 MWh

・�太陽光発電（PPA）継続3件
・�木質バイオマス発電事業の開始新規1件
・�2025年度事業案件の準備（太陽光 PPA2件、メタン発酵バ

イオガス発電1件）
➡

・�建設とのシナジーのある小
水力事業・地熱事業・太陽光
発電事業に注力

 管理体制の強化
　気候関連課題に関するガバナンス・リスク管理体制は、監
督機能をもつ取締役会を最上位に置いた4つの階層から成
ります。取締役会はサステナビリティ全般についての諮問機
関としてサステナビリティ委員会を設置（2023年度）し、気

 リスクおよび機会に関する財務影響の検証
　2030年度および2050年度において産業革命以前と比較
した気温上昇1.5℃と4℃のそれぞれの世界観でシナリオ分
析を行い、気候関連リスクおよび機会を特定しています。
その上で基準年の営業利益に対する財務影響を試算し、
ウォーターフォールグラフにて比較検証しています。2024年

度は財務影響のもととなる社内数値や外部パラメータを一
部更新しており、1.5℃シナリオにおいては、再エネ関連工
事の機会拡大などにより、営業利益が微増する検証結果と
なりました。本検証においても気候関連機会の獲得はもと
より、リスク対応による利益回復の要素が極めて重要である
ことが確認されました。

ガバナンス・リスク管理体制

戦略（シナリオ分析）

監督レベル サステナビリティ委員会取締役会　  リスクおよび機会（重要項目・対応策）の監督

最高執行レベル 経営会議　  リスクおよび機会（重要項目・対応策）の決定、対応策の進捗状況の承認

第2階層

第1階層 本社（支社・現場）各部門　  ・重要項目の抽出　・対応策の立案　・対応策の進捗状況の報告

2030年度　1.5℃シナリオ
270
260
250
240
230
220
210
200
190
180
170
億円 1 2 3 4 141312111098765

2030年度　４℃シナリオ
270
260
250
240
230
220
210
200
190
180
170
億円 1 12 23 34 49 98 87 76 65 5

270
260
250
240
230
220
210
200
190
180
170
億円 1 2 3 4 14131211109876

2050年度　1.5℃シナリオ

2050年度　４℃シナリオ
270
260
250
240
230
220
210
200
190
180
170
億円

1  営業利益（2021年度）
2  気温上昇による労働者減少
3  木造高層建築に関する技術対応の遅れ
4  炭素税の本格導入
5  環境配慮型コンクリートの技術対応の遅れ
6  対応費用
7  省エネ賃貸建物ニーズの増加
8  再生可能エネルギーの需要増加
9  ZEB 建設ニーズの増加

10  災害復旧工事の増加
11  再エネ関連工事の拡大
12  防災・減災工事の増加
13  リスク対応による利益回復（  2  ～  5  ）
14  営業利益（2030年度、2050年度）

1  営業利益（2021年度）
2  気温上昇による労働者減少（国内）
3  気温上昇による労働者減少（国際）
4  対応費用
5  防災・減災工事の増加
6  災害復旧工事の増加
7  ZEB 建設ニーズの増加
8  リスク対応による利益回復（  2  , 3  ） 
9  営業利益（2030年度、2050年度）

当社は全社事業戦略において気候変動対策が重要な経営課題であると認識し、TCFDの枠組み並びにIFRS S2※に準拠した気候
関連リスクおよび機会に関する情報を開示しています。 なお当社の2050年カーボンニュートラルにむけた移行計画「脱炭素計画、
気候関連リスクと機会の対応計画」についてはウェブページをご参照ください。

候関連課題に関する監督機能を強化しています。また最高
執行レベルの会議体の経営会議では、サステナビリティ戦
略会議からの報告を受け、気候変動リスクおよび機会に係
る重要事項と具体的対応策の決定、さらに対応策の進捗状
況の承認を行います。

主な財務インパクト
【リスク】 �国内土木・建築事業において、気温上昇に伴う労働者の減少への対応（省人化・自動化・無人化

工法）が遅れた場合の売上損失の影響が大きい。（  2  ）
【機   会】 防災・減災工事の増加が見込まれ、売上機会が増加。（  5  ）

主な財務インパクト
【リスク】 �木造高層建築への対応が遅れた場合の売上損失、炭素税の本格導入による事業コスト増加が大

きい。（  3 ・ 4  ） 
【機   会】 再エネ関連工事の受注による大幅な売上機会の増加。（ 11  ）

主な財務インパクト
【リスク】 �炭素税が本格導入された場合の事業コスト増加が非常に大きく、木造高層建築への対応が遅れ

た場合の売上損失の影響がこれに次ぐ。（  3 ・ 4  ） 
【機   会】 �ZEB 建設ニーズへの対応や創エネ事業の展開による売上機会の増加。（  8 ・ 9  ）
【機   会】 �再エネ関連工事の受注による大幅な売上機会の増加。（ 11  ）

主な財務インパクト
【リスク】 �国内土木・建築事業において、気温上昇に伴う労働者の減少への対応（省人化・自動化・無人化

工法など）が遅れた場合の売上損失の影響が大きい。（  2  ）
【機   会】 防災・減災工事の増加が見込まれ、売上機会が増加。（  5  ）

リスクおよび機会の決定・進捗管理プロセス

サステナビリティ戦略会議　  リスクおよび機会の重要項目の特定、対応策、進捗状況の確認

諮問

附議・報告

附議・報告

報告

報告

監督・指示

承認・指示

指示

承認・指示

答申

ERMとの統合

環境委員会（作業部会：地球環境対策部会）　  ・各部門の重要項目の特定　・特定した対応策の確認　・対応策の進捗状況の確認

※ �IFRS（International Financial Reporting Standards）は国際財務報告
基準。S1「サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要
求事項」、S2「気候関連開示」を規定し、具体的な開示要件を定め、
企業の環境・社会への影響と財務への関連性を明確化している。

Nishimatsu 気候関連情報2025
➡ https://www.nishimatsu.co.jp/esg/environment/pdf/tcfd_202506.pdf
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代において、全社に横串を刺し、早く情報を吸い上げ、意思
決定する体制が必要です。細川社長は取締役会の機能をさ
らに強化する必要があるとの認識のもと、新たな組織体制
と取締役会を構築されたのだと思います。

ご指摘のように、議論の視座が事業に偏っていたのは確
かで、当社はコーポレート部門を新設し、機能を強化し
ました。この機構改編への取り組みを含め、取締役会の
議論をどう見ておられますか。

伊藤：機構改編について取締役会に諮る前に、社外取締役
との非公式な意見交換が何度かあり、細川社長から「今の
体制に課題を感じている」「もっと横串を通したい」といった
構想が共有されました。細川社長は、私たち外部の意見も
踏まえつつ大きな変革をされたと思います。しかしこれが
ゴールではありません。経営幹部や社員が一体となって同
じ方向をむくことが必要です。
大下：正直に申し上げて、取締役会について私はマイナス
の印象が大きいです。議題の数が多すぎる上、8、9割が執
行の個別案件に関する内容で執行役員が主体の経営会議
と取締役会の違いが見えにくくなっています。取締役会とし

て、業界再編への対応や今後の当社の方向性など、会社の
将来に関わるヘビーなテーマをざっくばらんに議論できる雰
囲気づくりが必要と感じています。
久保：私も同感です。私たち社外取締役の立場としては、株
主の皆様や社員の目線から、その検討が十分か、リスクを
適切に評価しているか、そして覚悟を持って取り組んでいる
かといった点を確認することが重要であり、判断そのものは
執行側が行うべきものです。本来、取締役会は、横串、あ
るいは全社最適の課題など中長期の戦略を議論すべき場で
す。細川社長の2年目は横串の課題などの議論を、どう深
めていくかが問われています。

機構改編については、何十回と見直しを重ねたプロセス
がありますが、2025年4月の時点で、スタートラインに立
てていなかったというのが現実です。取締役会として、そ
うした取り組みの実効性をどのように担保していくとよい
でしょうか。

大下：「横串」という言葉の捉え方について、当社内での認
識は不十分だと思います。私が初めて建設業界の社外取締
役となって感じたのは、人財不足が深刻であることです。こ
の問題を、各事業本部、支社がそれぞれ対応するのでなく、
全社一体となって考えることが横串です。人財確保などの
課題に地道に取り組むことが横串の機能であることを、執
行側の皆さんには認識していただきたいと思います。
久保：経営における全体最適と部分最適の違いは、優先順
位の判断です。西松建設の場合、平等論的な考え方が強く、
こちらもあちらも良くしようと、全体が膨れ上がってしまう傾
向があります。これでは筋肉質な組織にはなりません。全
体最適とは、ある部分を我慢してでも他を優先し、それをス
ピーディーに実行することがキーポイントです。
伊藤：私も社外取締役就任当初から、西松建設は事業本部

取締役  渋井 修
長年にわたり経営企画部門において戦略立案や業務改善に携
わり、戦略的思考や業務改善に精通。2025年6月に当社取締
役に就任。

社外取締役  久保 俊裕
株式会社クボタにて環境関連事業、コーポレート部門などを
経験。同社代表取締役として企業経営の豊富な経験を持つ。
2022年6月に当社社外取締役に就任。

社外取締役  伊藤 弥生
株式会社エヌ・ティ・ティ・データほか各社在職中の豊富な経
験に加え、ICT に関する幅広い見識を有している。2023年6月
に当社社外取締役に就任。

社外取締役  大下 元
JFEエンジニアリング株式会社在職中の豊富な経験に加え、同
社代表取締役社長およびJFEホールディングス株式会社取締
役として培われた幅広い見識を有する。2024年6月に当社社
外取締役に就任。

細川社長が就任して1年が経ちました。細川社長の持ち
味はブルドーザーのような牽引力で、今後は加速度的
に目標達成にむけて進んでいくと期待しています。社外
取締役の皆様は、この1年間における当社のガバナンス
の変化について、どうお感じでしょうか。

伊藤取締役（以下、伊藤）：私は2023年より当社社外取締
役を務めていますが、細川社長はご自身の専門分野にとど
まらず、「西松全体をどうすれば良いか」という視点で物事
を俯瞰されている方だと感じていました。社長就任後、そ
のお考えを精力的に実行に移され、リーダーシップも発揮
されています。従来はおとなしい印象のあった当社が、良い
意味で精力的に前進していく社風へと変化してきているよう
に感じます。
大下取締役（以下、大下）：昨年に社外取締役に就任したの
で、私は以前との比較は難しいですが、細川社長のスロー

ガンは「スピード感の重視」と「縦割りの打破」の2点と感じ
ています。中身はこれから具体化されていくと思います。
久保取締役（以下、久保）：当社に一番欠けているのは全社
最適の考え方だと感じています。従来の西松建設は、支社
を中心にして意思決定をしており、取締役会の議題にして
も、事業ごとの細かな課題が多くスタートとなる戦略的な議
論はあまり行われていませんでした。しかし変化の激しい時

変化の激しい時代に挑む機構改編　	
取締役会が果たすべき役割

渋井 修 久保 俊裕 伊藤 弥生 大下 元

ファシリテーター：取締役 専務執行役員 管理統括室長　渋井 修
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新任社外取締役メッセージ

社会の声に真摯に耳を傾け、価値共創による持続可能な未来づくりに貢献します

　このたび社外取締役に就任しました菊地美佐子です。
　私は約38年間にわたる総合商社勤務において、広報やサステナビリティといった領域で社会からの要請に真摯に耳を傾
け、企業の戦略的社会性をいかに高めるかに注力してきました。
　近年建設業界は、社会インフラの整備という従来の役割に加え、気候変動への対応、防災、地域社会との共生、そして持
続可能な社会の実現にむけた社会的使命を担ってきました。西松建設が掲げる「社会機能の再構築」という価値共創活動
は、まさに時代の要請に応えるものであると確信しています。
　私がこれまで培ってきた経験や知見をもって、西松建設の企業理念「価値ある建造物とサービスで安心して暮らせる持続
可能な社会をつくる」の具現化と、当社のさらなる持続的成長の実現にむけて、微力ながら使命を果たしていきたいと思い
ます。今後ともよろしくお願い申し上げます。

当社の独自性、魅力は何か、10年後にどのような姿になっ
ているのかといったビジョンを、社員やステークホルダーに
示していくことです。
久保：私は前職でも人財担当をしていましたが、究極のスタ
イルは個別管理と考えています。大事なのは、個々の人が
どんな能力を持ち、何がやりたいのか、何が不足しているの
かを棚卸しすることです。その上で、人財の能力を高めてい
くこと、ITやAIの活用による業務効率化、高い能力を持った
人に給料で報いるモチベーションの向上策に取り組んでい
くべきです。
伊藤：私も、棚卸しを行い個々の能力を発揮できるよう最適
配置していくことが最も重要と考えています。しかし当社は、
現時点ではできていません。専門分野のキャリアアップの
機会はある一方で、経営や本社機能に関しては弱く、「魅力
あるゼネコンNo.1」をめざす上では、経営やビジョンの構
築を担う人財確保が欠かせません。

今後も社外取締役の皆様をはじめさまざまな意見が出て
くると思いますが、独自性を発揮してキラリと光る会社に
するため、方向感を決めて執行していくことがポイントと感

じました。最後に、中長期の視点で、皆様が社外取締役と
して当社にどうコミットしていくかをお聞かせください。

伊藤：社会や環境の変化が予想以上にスピーディーで他社と
の関係も不確実な中においては、最悪のケースも視野に入
れた多角的なシナリオを本社主導で構築し、スムーズな連携
体制を整えるべきだと考えます。理想の姿に至るための具体
的プロセス設計が弱い印象があるため、私は社外取締役と
して他社での経験を活かし、支援をしていきたいと思います。
大下：将来を考えるのは基本的には会社の役割であり、社
外取締役は、その方針に対して外部の視点から意見を述べ、
議論をする立場だと考えています。今後10年の間に業界再
編があると見ており、私たちの多様な経験を活かしながら
サポートしていきます。
久保：ゼネコン業界は競争も激しく、国内市場の大きな成
長も見込みにくい中で、当社にはナンバーワン、オンリーワ
ンの存在、まさに「魅力あるゼネコンNo.1」をめざしてほし
いと思っています。むしろ、そうした存在でなければ生き残
れない時代が来ると感じており、その実現にむけた議論を
していきたいと考えています。

ごとの力が強く、本社のコーポレート部門が弱いと感じてい
ました。まずは各事業本部での検討が前提となりますが、本
社のコーポレート部門が全体を俯瞰しながら、会社としてど
うすればいいか考え、意見を集約した上で、経営会議や取締
役会に提起することが必要です。本社機能が強化されること
で、人財をはじめとする曖昧だった部分が引き締まり、重点
的に配置すべき領域が明確になっていくことが期待されます。

厳しいご指摘を受け、全社最適に取り組み、実践に結び
つけていくことが重要だと感じました。また取締役会で
は、執行側の審議不足を補うことに時間を割いていた点
も否めません。今後の実効性ある運営について、ご意見
をいただければと思います。

大下：議題が限られた範囲に留まっていることが課題では
ありますが、取締役によるトンネルや高層建築などの現場訪
問をはじめ、各部署とのヒアリングや支店長との対話も行
われ、現場の理解にむけた取り組みは他社より充実してい
ると感じます。それだけに、最終的に議論が小さくまとまっ
てしまう点が残念です。逆に言えば、成長の余地があり、こ
こで変われば「魅力あるゼネコンNo.1」に近づく可能性が
十分にあると期待しています。
久保：一番大事なのは、執行側、経営上層部での会議にお
けるシビアさ、真剣さです。議事録を見る限り、活発なやり
取りが行われておらず、反対意見が出ても議論が深まらず
に終わってしまっているケースも見受けられます。取締役と
しては「執行側で充分に揉んでいるのか」と疑問が出て、議
論になることも少なくありません。
伊藤：取締役会での意見や課題を整理した一覧表が提示さ
れたことがありましたが、もっと5W1H の視点でブレイクダ
ウンしてもらいたいと感じました。経営会議については、大
下取締役のおっしゃるように「小さくまとまっている」印象が

あります。「いつまでに」「誰が」「どのように」対策をしてい
くのか、その営みを重ねることで、もっと良い会社へと成長
できると思います。

当社には、地域・コミュニティにどう貢献できるかという
マインドを持って仕事に取り組んでいる社員が多く、そう
した想いをKPIとして測定していく動きがあります。サス
テナビリティ経営について、意見をお聞かせください。

久保：私はサステナビリティ委員会の委員長を務めています
が、特定されたマテリアリティが、すべての業務と結びついて
おり、その体系を再整備された点は素晴らしいと思います。
社員自身がサステナブルな視点とモチベーションを持ってい
れば、自然と仕事の広がりや充実感が生まれてくるはずです。
伊藤：私も委員の一員ですが、事務局の皆さんがしっかりし
ており、具体的な内容も丁寧にブレイクダウンされていると
感じます。
大下：サステナビリティには多くのテーマが含まれているた
め、他社と同じようなレベルで同じようなことをしてはいけ
ません。西松建設として重点的に取り組むテーマを明確に
することで、さらに良い活動になると思っています。

サステナビリティ経営の源泉となる人的資本についての
お考えをお伺いします。当社は中間管理職が重層になっ
ており、その層にとっていかに魅力ある仕事にしていくの
かが課題と感じています。

大下：建設業における人的資本のキーは、いかにこの会社
に人が集まってくるかという点です。制度を整備するだけで
はなく、他社と違う所を強化するために何をするのかが、人
的資本経営の根底にあると考えています。その第一歩は、

社外取締役　菊地 美佐子

三井物産株式会社在職中の豊富な経験に加え、同社子会社の代表取
締役社長として培われた幅広い見識を有している。2025年6月に当社
社外取締役に就任。
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取締役会（9名）

社内取締役 
（常勤監査等委員）

社外取締役 
（監査等委員）

社外取締役 
（監査等委員）

社外取締役 
（監査等委員）

社外取締役 
（監査等委員）

監査等委員でない取締役（4名）
（業務執行取締役4名）

監査等委員である取締役（5名）
（社内取締役1名、社外取締役4名）

社長 コーポレート 
部門担当

経営戦略室長管理統括室長

　当社の取締役会は、業務執行取締役4名と監査等委員で
ある取締役5名で構成されています。監査等委員である取
締役は、常勤の社内取締役1名と社外取締役4名（上場企業
の経営経験者、情報 ･ 通信企業出身者）が務めています。い
ずれの取締役も企業経営において重要と考えられる分野の

専門的知見を有しています。
　現在、取締役会に占める社外取締役の比率は44.4％、女
性取締役の比率は22.2%となっていますが、今後も取締役
会の独立性やスキルセット、多様性を検証し、取締役会の実
効性向上を図っていきます。

①取締役会 経営の基本方針その他経営上の重要事項の決定を行うとともに、取締役の職務執行の監督を行います。また、法令・定款に定められ
た事項のほか、取締役会規則で定めた事項を審議・決定します。

②監査等委員会 取締役の職務執行の監査その他法令に定められた職務を行います。

③経営会議 取締役会に上程する議案のうち、主に持続的成長のための重要な事項について事前審議を行うほか、当該議案が取締役会で決議さ
れた後、当該議案の執行に係る具体策の決定を行います。また、業務執行上の一部の個別事項についても決議又は審議します。

④指名 ･ 報酬委員会 適切な経営体制の構築に資することを目的として、取締役候補者の指名などについて審議します。また、報酬決定に係る客観性およ
び透明性を確保することを目的として、取締役および執行役員の個人別報酬などについて審議します。

⑤サステナビリティ委員会 長期視点やマルチステークホルダーの視点に立ったマテリアリティ、マテリアリティに紐づく環境変化（リスク･ 機会）への対応方針等
に関する事項を検討 ･ 審議します。

⑥企業価値向上委員会 取締役会からの諮問を受けて、コーポレートガバナンス、資本政策その他の経営上の重要事項について審議します。

⑦サステナビリティ戦略会議
マテリアリティ解決および持続可能な社会の実現にむけたサステナビリティ戦略について検討・実践します。また、サステナビリティ戦
略会議内に、サステナビリティ推進に不可欠かつ強化が急務な分野の委員会（リスク・機会マネジメント委員会、人権委員会、DE＆I
委員会、環境委員会）を設置しています。

⑧コンプライアンス委員会 コンプライアンス上の諸問題について対応します。

⑨投資委員会 会社の資本戦略にもとづき投資案件に関する計画の妥当性を審査し、取締役会および経営会議に審査結果、論点を報告します。

　当社は、会社の持続的成長と中長期的な企業価値の向
上を図るため、コーポレートガバナンスを充実させ、当社と
ステークホルダーとの間に長期的に安定した良好な関係を
維持することを基本方針としています。

　この方針の下、取締役会の意思決定の迅速化および監督
機能の強化、ならびに業務執行体制の強化につながる仕組
みを構築しています。

　当社は、コーポレートガバナンス体制の高度化を経営の
最重要課題の一つとして取り組んでいます。2016年度には
監査等委員会設置会社へ移行し、監査等委員を取締役会
の構成員とすることで、取締役会の監督機能の実効性を確
保しました。また、2023年度にはサステナビリティの観点か
ら企業価値を高めるため、「サステナビリティ委員会」および

「リスク・機会マネジメント委員会」を設置し、2024年度には
「サステナビリティ戦略会議」の運用を開始しました。2025

年度にはコーポレート部門の設置や各会議の役割とつなが
りを見直し、業務執行体制の強化を図っています。当社は
今後もコーポレートガバナンスのさらなる高度化を図ってい
きます。

女性取締役比率
22.2%（2/9名）

社外取締役比率
44.4%（4/9名）取締役会における社外取締役比率の変遷
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■ 社内取締役　■ 社外取締役　■ 社内取締役（監査等委員）　■ 社外取締役（監査等委員）　  社外取締役比率

2006年6月 執行役員制度の導入

2008年8月 内部統制委員会の設置

2009年3月 内部通報制度「Nishimatsuホット
ライン」の設置

2009年6月 社外取締役2名を初選任

2009年7月
指名委員会および報酬委員会を
設置
コンプライアンス委員会の設置

2006年〜2014年

2015年11月 コーポレートガバナンス・コードに
関する取り組み方針を策定

2016年3月 取締役会実効性評価の実施

2016年6月 監査等委員会設置会社へ移行

2018年8月 政策保有株式の縮減に関する方針
の策定

2019年7月 社長・本部長会議の設置

2015年〜2020年

2021年3月 企業価値向上委員会の設置

2021年6月 業績連動報酬・株式報酬の導入

2021年7月 投資委員会の設置

2021年9月 社長後継者計画等の運用開始

2022年4月 東証の新市場区分見直しにより
「プライム市場」へ移行

2023年4月 サステナビリティ委員会およびリス
ク・機会マネジメント委員会の設置

2024年3月 サステナビリティ戦略会議の設置

2025年4月 コーポレート部門の設置および執
行部門の会議体の見直し

2021年〜2025年

コーポレートガバナンス体制図

①取締役会

③経営会議

執行部門長会議

各部門　グループ会社

④指名 ･ 報酬委員会
⑤サステナビリティ委員会

⑥企業価値向上委員会

⑦サステナビリティ戦略会議⑧コンプライアンス委員会

⑨投資委員会

監査等委員会事務局

株主総会

会
計
監
査
人

②監査等委員会

選任 選任 選任
諮問・答申

諮問・答申

諮問・答申

監査等
連携

報告・提言等 監督・指示 監査
報告 報告

報告

連携

報告

附議・報告

指示

指示
指示

承認・指示・報告

附議・報告

連携
会計監査

内部監査監査・指導・教育

リスク・機会マネジメント委員会、 
人権委員会、DE&I 委員会、環境委員会

 報告

基本的な考え方

コーポレートガバナンスの高度化にむけた取り組み

取締役会・監査等委員会の構成

　当社はコーポレートガバナンス・コードの各原則をすべて
実施しています。コーポレートガバナンス・コードの各原則

に対する取り組み方針についての詳細は、当社ウェブサイト
をご覧ください。

コーポレートガバナンス・コードの対応状況

「コーポレートガバナンス・コードに関する当社の取組み」 
「コーポレートガバナンス報告書」

➡ https://www.nishimatsu.co.jp/company/governance.html

監査室

コンプライアンス推進部

男性 女性

72 73西松建設株式会社　統合報告書 2025 西松建設株式会社　統合報告書 2025

価値共創基盤の深化と強化

コーポレートガバナンス



取締役会のスキルセット

 ■ 男性　■ 女性　■ 社外

地位 氏名

取締役に求める専門性および経験 委員会
社内取締役：主な役割

社外取締役：経歴・資格等企業経営
建設技

術・ 
品質

サステナ
ビリティ

（環境）

サステナ
ビリティ

（社会）

財務 ･ 会計 ･
ファイナンス

法務・ガバナンス・
リスク管理・ 

コンプライアンス

デジタル・ 
IT グローバル

指名・ 
報酬 

委員会

サステナ 
ビリティ 
委員会

代表取締役社長 細川 雅一 ● ● ● ◆ 執行役員社長

代表取締役 一色 眞人 ● ● ● ◆ 執行役員副社長、コーポレート部門
担当

取締役 渋井 修 ● ● ● ● ◆ ◆ 専務執行役員、管理統括室長・
IR 担当

取締役 濵﨑 伸介 ● ● ● 常務執行役員、経営戦略室長

取締役
（常勤監査等委員） 川野 秀之 ● ●

社外取締役
（監査等委員）
【独立】

久保 俊裕 ● ● ● ● ◆ ◆ 株式会社クボタ 代表取締役

社外取締役
（監査等委員）
【独立】

伊藤 弥生 ● ● ● ◆ ◆
株式会社エヌ・ティ・ティ・データ　
ビジネス企画推進統括部長、SG
システム株式会社　執行役員

社外取締役
（監査等委員）
【独立】

大下 元 ● ● ● ● ● ◆

JFEエンジニアリング株式会社  
代表取締役社長
JFEホールディングス株式会社  
取締役

社外取締役
（監査等委員）
【独立】

菊地 美佐子 ● ● ●   ● ◆ ◆

三井物産株式会社 
環境・社会貢献部長
三井物産フォレスト株式会社代表
取締役社長

※ �上記一覧表は、各取締役の有するすべての知見や経験を表すものではありません。

 取締役（監査等委員である者を除く。）の報酬制度の概要　
　当社の業務執行取締役の報酬は、基本報酬および業績
連動報酬で構成します。また、非業務執行取締役の報酬は
基本報酬のみとします。
　基本報酬は、役位に基づき決定する固定報酬（月額報酬）
とし、従業員の給与水準および世間相場などを勘案して算
定します。
　業績連動報酬は、業績目標の達成度合いに応じて決定す
る変動報酬とし、ベースとなる業績連動報酬を役位別に設定
し、これに業績連動係数を乗じて支給額を算定します。支給
額算定のため企業価値向上に資する評価指標を役位・職名
別に設定するものとし、「目標達成度」を年度毎に評価します。
　業績連動報酬は、短期インセンティブとしての金銭報酬と
長期インセンティブとしての株式報酬に分けて支給します。

金銭報酬は毎年7月に賞与として支給するものとし、株式報
酬は株式給付信託による換算ポイントを毎年6月に付与し、
役員退任時に累積ポイント分の株式を支給します。
　基本報酬と業績連動報酬の割合は、当社の経営戦略、事
業環境、職責および目標達成の難易度などを踏まえ、同業
他社の動向を参考に、適切に設定します。なお、中長期的
な企業価値向上を目的としたインセンティブ強化として、2025
年度より基本報酬を減額、業績連動報酬を増額し、概ね７：
３としております。また、業績連動報酬のうち、金銭報酬と
株式報酬の割合は概ね２：1とします。
　以上の方針に基づき取締役社長が作成した原案を指名・
報酬委員会に諮問し、その答申を受けて取締役会において
決定します（基本報酬は毎年3月、業績連動報酬は毎年6月
に決定）。

報酬構成

区分 業績連動指標 支給方法の概要

基本報酬 ― 基準額を金銭により支給

短期 
インセンティブ

業績連動型 
賞与 ・全社業績（営業利益、当期純利益）

・各部門業績（利益）
・�社長評価（ROE、PBR、企業価値向上、環境経営（CO2排出

量の削減）、発生防止に資する行動指標）

基準額に業績連動係数を乗じて算出した額を金銭により支給

長期 
インセンティブ

業績連動型 
株式報酬 

（株式給付信託）

基準額に業績連動係数を乗じて算出したポイントを付与、役
員退任時に累積ポイント相当分の株式を支給

地位 氏名 選任理由

社外取締役
（監査等委員） 久保 俊裕 株式会社クボタ在職中の豊富な経験に加え、同社代表取締役として培われた幅広い見識を有していることから、当社の経営について客

観的視点で監査・監督していただける適切な人財と判断し、監査等委員である社外取締役に選任しています。

社外取締役
（監査等委員） 伊藤 弥生 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ他各社在職中の豊富な経験に加え、ICT に関する幅広い見識を有していることから、当社の経営につい

て客観的視点で監査・監督していただける適切な人財と判断し、監査等委員である社外取締役に選任しています。

社外取締役
（監査等委員） 大下 元

JFEエンジニアリング株式会社在職中の豊富な経験に加え、同社代表取締役社長およびJFEホールディングス株式会社取締役として培
われた幅広い見識を有していることから、当社の経営について客観的視点で監査・監督していただける適切な人財と判断し、監査等委
員である社外取締役に選任しています。

社外取締役
（監査等委員） 菊地 美佐子 三井物産株式会社在職中の豊富な経験に加え、同社子会社の代表取締役社長として培われた幅広い見識を有していることから、当社の

経営について客観的視点で監査・監督していただける適切な人財と判断し、監査等委員である社外取締役に選任しています。

 監査等委員である取締役の報酬制度の概要
　監査等委員である取締役の報酬は基本報酬のみとし、監

査等委員以外の取締役の報酬および世間相場などを勘案
して監査等委員である取締役全員の協議により決定します。

報酬イメージ

業績達成度

高

報
酬
額

業績連動型株式報酬

30% 100% 130%

業績連動型賞与

基本報酬

高

取締役報酬制度

取締役の報酬等の額（2024年度）

区分 支給人員 基本報酬 業績連動報酬
（金銭報酬）

業績連動報酬
（非金銭報酬） 報酬等の総額

取締役（監査等委員を除く） 7名 215百万円 47百万円 32百万円 295百万円
　（うち社外取締役） （1名） （10百万円） （-） （-） （10百万円）

取締役（監査等委員） 7名 58百万円 - - 58百万円
　（うち社外取締役） （ 5名） （40百万円） （-） （-） （40百万円）

合計 14名 273百万円 47百万円 32百万円 353百万円
　（うち社外取締役） （ 6名） （51百万円） （-） （-） （51百万円）

※1 �業績連動報酬（金銭報酬）の総額は、2024年度における役員賞与引当金繰入額を記載しております。また、業績連動報酬（非金銭報酬）の総額は、信託を用いた業績連動型株式報酬
制度「株式給付信託（BBT）」に基づく、2024年度における役員株式給付引当金繰入額を記載しております。

※2 �上記には、2024年6月26日開催の第87期定時株主総会の終結の時をもって退任した取締役（監査等委員）2名を含めて記載しております。

取締役候補者の選任基準

社外取締役の選任理由

・取締役候補者は、知識、経験が豊富で能力が高く、人格の優れた、高い倫理観を有する者より選任する。
・業務執行取締役候補者は、当社事業の知識・経験が豊富な者や財務会計などの知識に優れた者より選任する。
・監査等委員である取締役候補者は、専門性や経歴を重視し、適切に監査・監督できると判断される者を選任する。
・�社外取締役候補者は、独立性を重視して選任するほか、専門的知識を有する者、企業経営の経験を有する者を選任する。 

また、取締役会の多様性を考慮する。
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取締役会実効性の評価について

 政策保有株式の縮減に関する方針
　事業運営上必要とされる銘柄のみ政策保有株式として保
有するものとし、それ以外の銘柄については特段の事情が
ない限り縮減する方針とします。
　個別の政策保有株式の保有の適否については、経営会議
において毎年度、発行会社との取引の有無、工事情報等の
入手状況、その他特段の事情の有無を精査・検証したうえで、
取締役会に報告します。取締役会は当該報告を受けて、保
有の適否を個別に検証・判断し、検証の内容を開示します。
 政策保有株式の縮減状況

　当社は、2018年度に縮減方針を定めて以降、政策保有
株式を大幅に縮減してきました。2023年度は保有銘柄の株
価が上昇傾向にあったため貸借対照表計上額が増加しまし
たが、2024年度は保有銘柄の一部を売却しております。今
後も政策保有先との対話を継続し、政策保有株式のさらな
る縮減に努めます。

 政策保有株式の議決権行使に関する方針
　当社の政策保有株式に係る議決権行使基準は以下のと
おりです。
① �原則として、全ての議案に対して議決権を行使します。
② �政策保有先の中長期的な企業価値向上の観点から、当

該企業の経営状況も勘案し、議案ごとの賛否を判断しま
す。特に、合併等の企業再編、業績不振企業による役員
退職慰労金の贈呈、第三者割当増資、買収防衛策の導
入等に係る議案については、より一層慎重な検討・判断
を行います。

　当社は、会社の持続的成長と企業価値向上のために取締役会が適切な役割を果たしているかどうかを確認するため、取締
役会の実効性についての分析・評価を毎年1回実施し、取締役会の機能強化および改善に努める旨を「コーポレートガバナン
ス・コードに関する当社の取組み」に定めています。
　この取り組み方針に基づき、取締役会の実効性についての分析・評価を下記１、２のとおり実施しました。取締役会は、下
記３、４の評価結果を受けて、コーポレートガバナンスの一層の高度化を図るため、下記５のとおり、今後も継続して取締役会
の実効性向上に取り組むことを確認しました。

1．評価プロセス
　取締役会事務局が主体となり、全取締役に対するアンケートを実施しました。アンケートの集計作業は匿名性を確保するため第三者
機関に委託し、そのアンケートの集計結果をもとに分析・評価を行い、取締役会に報告・協議しました。
　アンケート対象期間	 ：2024年4月～2025年3月
　アンケート項目検討	 ：2024年12月～2025年1月
　アンケート回答（匿名）	 ：2025年1～2月
　アンケート結果集計・分析	 ：2025年3月
　取締役会報告・協議	 ：2025年3月、5月

2．アンケートの評価項目
　評価項目は、「取締役会の役割・機能」「取締役会の構成・規模」「取締役会の運営」「内部統制等の整備」「社外取締役の活用」「株
主・投資家との関係」とし、前年度の取締役会実効性評価において監査等委員会から取締役会に報告された事項も加味して決定しま
した。

3．評価結果の概要
　評価の結果、当社の取締役会は、議長の交代があったものの、議長のスムーズな議事進行のもと、各取締役の自由な発言により率
直な議論がなされており、実効性が確保されていることが確認できました。
　特に、社外取締役が助言・監督を行うために必要な会社理解のための機会が適切に提供されている点や指名・報酬に関する議論が
適切になされている点は、引き続き当社取締役会の強みであると認識しています。

4．前回課題への対応
前年度に主な検討課題とした項目への対応状況は以下の通りです。
①�取締役会の在り方に関する検討：認識は概ね共有されているとの評価がなされました。一方、監督機能と意思決定（執行）機能のウ

エイトの整理について議論を深める必要性が指摘されました。
②�役員むけトレーニング：研修などの実施回数を増やしました。一方、さらなる充実の必要性が指摘されました。

5．課題を踏まえた今後の取り組み
　当社取締役会の実効性をさらに高めるためには、前回課題の対応に引き続き取り組むとともに、特に以下の項目については重点的
な課題と認識しました。
　①取締役会のあるべき姿に関する議論の充実
　②中長期目線での議論の定例（スケジュール）化
　③指摘事項等への対応を確実に行う仕組みの構築
　④柔軟なリスク管理による持続的成長の確保
　今後、取締役会において議論を進めていきます。

2024年度の取締役会の審議状況

政策保有株式

議論した主な議題 内容

企業戦略 中長期的な企業戦略、成長投資、株主還元方針、保有する自己株式の取扱方針等について議論

サステナビリティ サステナビリティスローガンのKGIおよびKPI、気候変動関連のリスク・機会、人財戦略について報告・議論

ガバナンス 取締役会の実効性評価、サクセッションプラン、取締役候補者の指名、役員報酬、政策保有株式の縮減について議論

リスクマネジメント 内部統制、事業リスクに係る全社的リスクマネジメント、投資に係るリスクマネジメントについて報告・議論

コンプライアンス コンプライアンス報告およびコンプライアンス活動の方向性について報告・議論

ファイナンス 財務戦略、事業別資産負債の管理について報告・議論

　当社は、新任取締役をはじめとする全ての取締役に対し
て、外部講師による集合研修やＥラーニングの実施、外部セ
ミナー開催情報の提供等により、取締役として必要な知識
の習得を支援します。
　取締役は、これらの機会を積極的に活用し、その役割と

責務について理解を深め、必要な知識の習得や適切な更新
等の研鑽に努めます。業務執行取締役は、新任の社外取締
役に対して、会社の事業内容や組織、財務状況等について
十分に説明します。

取締役に対するトレーニングの方針

26銘柄

18.5% 24銘柄

26.1%

2020 2021 2023

34,257

25銘柄

19.8%

27,055

42,069

24銘柄

17.8％

2024

28,229

24銘柄

18.0%

2022

24,138

（年度）

  上場株式の銘柄数　   保有率　 
■■ 上場株式の貸借対照表計上額（百万円）
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 事業活動におけるリスクの特定と評価
　「中期経営計画2025」の達成を脅かす可能性のある個別
リスクを、リスクマップを用いて影響度と発生可能性の観点
から３段階で評価しました。そのうえで四半期ごとに個別リ
スクの管理状況のモニタリングと有効性評価を行います。影
響度については、財務、資産保全に関する定量的な指標、お
よび業務継続に関する定性的な指標を社内で定めています。
 長期視点に立ったリスクの特定と評価

　持続的な企業価値向上をめざし、サステナビリティスロー
ガン（基本方針）やマテリアリティなどにもとづき、成長に及
ぼす影響度と発現時期の観点から評価した6項目と、気候
変動リスクを加えた7項目を特定しました。これらのリスク
については、シナリオ分析をしたうえで対応方針を策定し、
モニタリングをしています。

　当社グループでは、リスクと機会の管理を適正に行い、損
失の最小化と持続的成長を図るため、社内規程に基づき、
サステナビリティ戦略会議（リスク・機会マネジメント委員
会、環境委員会）にて、リスク・機会の情報を集約して組織
横断的な監視を行い、当社グループのリスクを総合的に管
理しています。
　集約した各々のリスク・機会について管理責任部署を定

　リスク・機会マネジメント委員会は、リスクと機会に関す
る全社的リスク管理を適正に行うことを目的としており、 「事
業活動におけるリスク・機会のマネジメント」 および「長期
視点に立ったリスク・機会のマネジメント」を実施します。委
員は、コーポレート部門の副室長や各事業本部の副本部長
を中心として構成しています。
　事業活動におけるリスクについては、リスクレベルの高い
リスクのコントロールについて十分に議論しており、四半期
ごとにリスクレベルがHighの各リスクについて重点的に議

論しています。また、顕在化やリスクレベルの変動があった
各リスクについても、リスクレベルの評価やリスクレベルの
コントロールの状況などに関して議論し、全社横断的な目
線でリスクの低減に努めています。
　長期視点に立ったリスクについては、2023年から取り組
んできた、サステナビリティスローガン（基本方針）やKGIの
策定、マテリアリティの特定などの議論を礎にして、あらた
めて議論を重ね、7つのリスクを特定しました。

　当社グループは、事業上の重要情報および事業の過程で
入手した個人情報や取引先の秘密情報を保有しています。
情報漏えいなどによる経済的損失および信用失墜を防ぐた
め、さまざまな対策を実施しています。
 未然防止対策

　① 技術的対策

　　・�コンピュータウイルス、不正アクセス対策の強化
　　・�クラウドサービス利用の可視化、制御
　② 人的対策

　　・�セキュリティ教育、標的型メール訓練の実施
　　・�外部専門家によるセキュリティ診断、リスク調査
 インシデント発生時の対策

　　・�インシデント対応訓練の実施
　　・�早期のシステム復旧にむけたサイバーレジリエンスの

強化
　昨今のランサムウェア・標的型メールをはじめとしたサイ
バー攻撃は当社だけのリスクに留まらず、サプライチェーン

全体で対応することが必要です。2024年度には、役員・社
員および西松建設協力会（通称：Nネット）に標的型メール
訓練を実施しました。また、N ネット会員サイトでは、各社
でのサイバーセキュリティ対策に役立つ情報の発信を行い
ました。今後もＮネットを含めたグループ全体で情報セキュ
リティの向上に取り組んでいきます。

全社的リスク・機会マネジメントの体制と活動

リスク・機会マネジメント委員会

情報セキュリティリスクへの対応

情報セキュリティの体制

技術的対策

悪意ある 
攻撃者

当社 
システム

役員・社員

Ｉ
Ｃ
Ｔ
シ
ス
テ
ム
部
門

危
機
管
理
チ
ー
ム

早期 
復旧攻撃

攻撃 検知・ブロック 業務利用

セキュリティ 
強化検知・ 

ブロック

指示

報告

人的対策

※ �サステナビリティ戦略会議の全体像は、P.58をご覧ください。　※ �環境委員会は P.66をご参照ください。

事業活動におけるリスクの管理 事業活動における機会、長期視点に立ったリスク・機会の管理

・ �リスク管理の整備・運用上の有効性の視点から、責任部署と監査室に
よるリスク評価結果の適否を判断。必要に応じて、リスクのレベル定
義や仮説の妥当性を見直すよう責任部署に指示。

・ �発生可能性・影響度がともに高く「High」と判断したリスクについて
は、責任部署が策定した具体的対策の効果などを検証し、リスク管理
の状況を四半期ごとにモニタリング。

・ �サステナビリティスローガン（基本方針）やマテリアリティなどにもとづ
き、仮説の妥当性を検証。

・ �必要に応じて責任部署に見直しを指示し、サステナビリティの推進に
むけた具体的なアクションを検討・モニタリング。

リスクマネジメント体制

取締役会

経営会議

リスク・機会管理責任部署

サステナビリティ戦略会議

リスク・機会マネジメント委員会
●  �長期視点に立ったリスク・機会のマネジメント
●  �事業活動におけるリスク・機会のマネジメント

〈 事務局 〉
・経営企画部サステナビリティ推進課
・監査室

附議・報告

附議・報告

監督・指示

承認・指示

報告有効性の評価
是正勧告

事業活動におけるリスクマップ（一部抜粋）

大

● 市場（建設投資）
● 労働災害
● �自然災害・ 

感染症

● �施工品質 
（土木・建築）
● コンプライアンス
● 情報セキュリティ
● 投資

● �資材価格および 
労務費等の上昇

● 施工品質（国際）
● 長時間労働

影
響
度

中

● �市場 
（賃貸、販売）
● 自社開発

● �人財確保 
（流出、採用）

小

● カントリーリスク
● �市場 
（海外建設投資）
● 為替変動

● 戦略（海外建築）

低 中 高

発生可能性

リスクレベル　■ High　■ Middle　■ Low

め、同会議にて予防的かつ発見的なリスク・機会マネジメン
トのモニタリングと有効性評価を行い、問題がある場合は、
各々の管理責任部署に対し是正勧告を行います。リスク・
機会の管理体制および管理状況は経営会議に報告され、経
営会議での審議・承認後、取締役会へ報告されます。取締
役会は経営会議からの報告内容を審議し、会社としての最
終的な承認を行います。

環境委員会
●  �気候関連の「リスク」と「機会」の抽出、特定、評価

〈 事務局 〉
・地球環境部

1
人財リスク

（所長候補人財
の不足）

人財リスク
（技術者不足）

建設業 
担い手不足の

リスク

業界再編 
リスク

技術開発 
リスク

長期市場 
リスク

気候変動 
リスク

2 3 4 5 6 7
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マテリアリティ マテリアリティの解決手段 KPI（全社） 具体的なKPI 数値目標 2024年度実績

コンプライアンスの遵守 コンプライアンス教育の 
充実と継続

コンプライアンス教育の
充実と継続 コンプライアンス研修受講率 100% 100%

当社の考え方

　当社の考えるコンプライアンスは、法令・規則・諸規程を順
守するにとどまらず、社是・企業理念に則り、あらゆるステーク
ホルダーの信用信頼の下、持続的な企業活動を行える土台（企
業文化・風土）となるものです。このような考えに基づき、当社

コンプライアンス推進体制

　当社は、グループによるコンプライアンスの確実な実践に対す
る支援・指導を目的として「コンプライアンス委員会」を設置して
おり、コンプライアンス委員長には社外出身者を任命しています。
　コンプライアンス委員会は毎月開催し、コンプライアンス上の
諸問題に関する対応・協議や、コンプライアンス研修の計画・
実施など、コンプライアンス体制の維持・向上に取り組んでい
ます。また、コンプライアンス委員長は取締役会に出席し、諸
問題への対応内容の報告および提言・勧告を行っています。

　コンプライアンス推進部は、コンプライアンス委員会の事務
局としてコンプライアンス推進のイニシアティブを取り、委員会
の活動を役員・社員への啓蒙につなげる役割を担っています。
　本社の各部署長、各支社長・支店長、グループ会社社長は、

「コンプライアンス担当者」として、担当組織の役員・社員への
周知・啓蒙を行っています。

コンプライアンス委員会の活動の記録と報告書はこちらから
➡ https://www.nishimatsu.co.jp/esg/governance/compliance.html

内部通報制度

　当社は、不正・腐敗行為の抑止、不祥事の早期対応および
企業風土の改善を目的とした通報窓口「Nishimatsu ホットラ
イン」（「ホットライン」）を設置しており、すべてのステークホル
ダーが、実名または匿名で通報できる体制を構築しています。
　ホットラインに寄せられた通報は、直ちに社長室長およびコ
ンプライアンス委員長へ報告され、コンプライアンス推進部が通
報者の保護および情報の保秘に十分配慮した上で、社内各部
署と連携して事実関係を確認します。通報どおりの事実が確認
された場合は、必要な是正措置と再発防止策の策定、不正行
為などを行った社員に対する懲戒処分などの措置を講じるとと
もに、対応結果を通報者へフィードバックします。なお、懲戒処
分となった事案については、執行部門長会議へ報告されます。

 通報件数
　2024年度は、57件の通報をホットラインで受け付けました。
そのうち、事実であることが確認された事案は36件で、それぞ
れの事案において必要な措置がとられました。
 相談窓口

　当社は、職場での人間関係の悩みやメンタル面での不安を気
軽に相談できる外部相談窓口「職場のほっとテレホン」を設置
しています。

「Nishimatsuホットライン」および	
「職場のほっとテレホン」の利用件数の推移� （単位：件）

区分 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

Nishimatsuホットライン 33 28 45 38 57
職場のほっとテレホン 12 12 8 6 17

1984年	 4月	� 当社入社
2016年	 6月	� 取締役 専務執行役員
2025年	 4月	� 代表取締役 執行役員副社長  

コーポレート部門担当（現任）

所有する当社の株式数　14,314株
取締役会への出席状況　16/16回（100%）

2014年	 7月	� 株式会社クボタ 代表取締役  
副社長執行役員

2021年	 6月	� 健康保険組合大阪連合会 会長（現任） 
		�  健康保険組合連合会 副会長（現任） 
2022年	 6月	� 当社社外取締役（監査等委員）（現任） 
2025年	 5月	� 中本パックス株式会社社外取締役（現任）  

所有する当社の株式数　0株
取締役会への出席状況　16/16回（100%）
監査等委員会への出席状況　15/15回（100%）

2001年	 5月	 三井物産株式会社広報部編集制作室長
2015年	 4月	 三井物産株式会社環境・社会貢献部長
2018年	10月	 三井物産フォレスト株式会社 
		  代表取締役社長（2022年6月退任）
2022年	 4月	� 学校法人聖路加国際大学監事 

（2025年6月退任）
2022年	 6月	 株式会社コメリ社外取締役（現任）
		  株式会社オカムラ社外取締役（現任）
2025年	 6月	� 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

所有する当社の株式数　0株

2017年	 3月	� JFEエンジニアリング株式会社代表取締
役社長

2017年	 6月	� JFEホールディングス株式会社取締役 
（2024年6月退任）

2024年	 4月	� JFEエンジニアリング株式会社特別顧問
（現任）

2024年	 6月	� 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

所有する当社の株式数　0株
取締役会への出席状況　10/11回（91%）
監査等委員会への出席状況　10/10回（100%）

1987年	 4月	� 当社入社
2024年	 6月	� 取締役（常勤監査等委員）（現任）

所有する当社の株式数　600株
取締役会への出席状況　11/11回（100%）
監査等委員会への出席状況　10/10回（100%）

2008年	 4月	� 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ
		�  公共システム事業本部ビジネス企画 

推進統括部長
2021年	 6月	 株式会社カナデン社外取締役（現任）
2021年	 6月	� 三井住建道路株式会社社外取締役 

（2024年6月退任）
2023年	 6月	 日本郵政株式会社社外取締役（現任）
		  当社社外取締役（監査等委員）（現任）

所有する当社の株式数　0株
取締役会への出席状況　16/16回（100%）
監査等委員会への出席状況　15/15回（100%）

取締役

※ �所有する当社の株式数には、株式報酬制度にもとづく交付予定株式数を含めて記載しています。
※ �取締役会、監査等委員会への出席状況は、2024年度の出席状況を示します。

監査等委員

1987年	 4月	� 当社入社
2024年	 4月	� 執行役員副社長
2024年	 6月	� 代表取締役社長 執行役員社長（現任）

所有する当社の株式数　4,916株
取締役会への出席状況　11/11回（100%）

1985年	 4月	 当社入社
2025年	 4月	 専務執行役員 管理統括室長
2025年	 6月	� 取締役 専務執行役員 管理統括室長・ 

IR 担当（現任）

所有する当社の株式数　4,924株

1983年	 4月	 当社入社
2025年	 4月	 常務執行役員 経営戦略室長
2025年	 6月	� 取締役 常務執行役員 経営戦略室長（現任）

所有する当社の株式数　3,483株

細川 雅一
代表取締役社長

一色 眞人
代表取締役　　 
コーポレート部門担当

渋井 修
取締役　　 
管理統括室長

濵﨑 伸介
取締役　　 
経営戦略室長

大下 元
社外取締役 

（監査等委員）

菊地 美佐子
社外取締役 

（監査等委員）

川野 秀之
取締役 

（常勤監査等委員）

久保 俊裕
社外取締役 

（監査等委員）

伊藤 弥生
社外取締役 

（監査等委員）

コンプライアンス研修

　コンプライアンス意識の向上、腐敗・不正行為とハラスメント
行為の撲滅および内部通報制度の理解・浸透を目的として、各
階層別・職種別の研修や全社員むけの e ラーニングを継続的
に実施しています。2024年度も例年同様、当社のコンプライア
ンス体制や腐敗防止を含むコンプライアンスに関する直近の課
題について周知しました。

　また、一般社団法人日本建設業連合会が「企業行動規範実
践推進月間」と定めている毎年10月には、役員・社員のコンプ
ライアンス意識の高揚・維持を目的として、西松グループの役
員および幹部職員にむけたコンプライアンス研修を実施し、経
営層のコンプライアンス意識の向上を図っています。

は社内研修などさまざまな取り組みを通じて、役員・社員一人
ひとりのコンプライアンス意識の向上を図っています。

コンプライアンス基本方針
➡ https://www.nishimatsu.co.jp/company/policies.html#anc-05

80 81西松建設株式会社　統合報告書 2025 西松建設株式会社　統合報告書 2025

価値共創基盤の深化と強化

コンプライアンス 取締役および監査等委員 （2025年6月27日現在）



非財務

環境データ

2022年度 2023年度 2024年度 目標

地球温暖化防止
当社グループのCO2排出量 

（スコープ1+2）
（千 t-CO2) 43.0 41.0 43.3 2030年度　31.7

当社グループのCO2排出量 
（スコープ3）

（千 t-CO2) 3,326.7 2,645.8 3,347.6 —

当社グループのCO2排出量 
（スコープ3）カテゴリー11

（千 t-CO2) 2,406.0 1,673.2 2,194.6 2030年度　2,328

施工におけるCO2排出量原単位 
（国内のみ）

（t-CO2/ 億円） 11.1 10.1 12.3

循環型社会の形成
産業廃棄物排出量 （千 t） 456.5 704.9 543.6 —
建設廃棄物の最終埋立処分率 

（国内のみ）
（%） 2.4 2.1 3.3 2030年度　2.5% 未満

取水量 （千 m3） 969.1 729.2 888.0 —

社会性データ※1

2022年度 2023年度 2024年度 目標

基本情報
社員数（連結）※2 （人） 3,201 3,301 3,351 —
社員数（単体）※2 （人） 2,804 2,892 2,908 —

人財育成
研修費用※3 （百万円） 207 259 225 —

ダイバーシティ&インクルージョン
女性管理職者数 （人）（比率） 4（0.4%） 4（0.4%） 6（0.65%） 2025年度　2％以上
女性採用比率（総合職） （%） 18.5 17.6 16.1 2025年度　20％以上
男性育児休業取得率※4 （%） 55.6 75.8 75.0 2024年度以降　100％
障がい者雇用率 （%） 2.45 2.52 2.39 法定雇用率以上

健康
定期健康診断後の精密検査受診率 （％） 69.1 61.1 60.2 2025年度　80%

働きやすさ・生産性
自己都合退職率 （%） 2.68 2.99 2.57 2025年度　1.5% 未満
社員の時間外労働※5  
月45時間超過者割合

（%） 17.2 12.8 7.3 —

4週7閉所割合（土木現場） （%） 77.1 85.0 84.3
—

（建築現場） （%） 64.5 61.9 78.8
リモートワーク利用率 （%） 45.6 34.1 32.4 2025年度　100%

サプライチェーン
優良技能者制度における「西松マイス
ターおよび上級職長」の就労割合

（%） 60.6 60.1 53.0 2025年度　100%

建設キャリアアップカードのタッチ率 （%） 46.7 61.1 74.0 2025年度　90%

※1 社会性データは連結の表記が無いものはすべて単体　※2 社員数は臨時社員を含む　※3 研修に関わる人件費および施設費を除く　 
※4 �育児目的休暇を含む　※5 ��総労働時間−所定労働時間（1日8時間）

財務

売上高（連結） 営業利益／営業利益率（連結）

売上高は、前期比8.7％減の3,668億円となりました。国内建築事業におい
て、一部大型工事が前期に竣工したことによる反動減があったことが主な要
因です。

営業利益は前期比12.1％増の210億円となりました。国内建築事業において、
前期以前に物価上昇の影響を受けた工事の割合が減少したため、利益率が
大きく改善したことが主な要因です。

■■ 営業利益（左軸）　　  営業利益率（右軸）
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親会社株主に帰属する当期純利益／ROE（連結） 純資産／自己資本比率（連結ベース）

当期純利益は前期比41.6％増の175億円、ROE は前期比2.5ポイント増加し、
10.3％となりました。政策保有株式の一部を売却し、投資有価証券売却益を
計上したため、当期純利益は前期比で大幅に増加しました。

2021年度に543億円の自己株式の取得を行ったことにより、自己資本比率が低
下しましたが、「中期経営計画2025」の計画値である30％程度にむけては順調
に推移しています。

■■ 親会社株主に帰属する当期純利益（左軸）　　  ROE（右軸） ■■ 純資産（左軸）　　  自己資本比率（右軸）
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一株当たり配当金／DOE

2024年度の年間配当金は1株当たり220円となりました。「中期経営計画
2025」において、安定的かつ継続的に株主還元を実施するため、配当方針を

「自己資本配当率（DOE）5％程度の安定配当」に変更しています。
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（円） （％）

���

�.�

���

�.�

���

�.� �.�

���

�.��.�

������

技術・人財・ICTへの投資（単体）

人財投資では、人財の確保と育成を課題とし、即戦力となる人財の採用や
社員の処遇改善に注力するとともに、社員の各専門分野の知見やDX＆ICT
リテラシーの向上に取り組みました。ICT 成長投資では、施工自動化技術の
開発や施工管理および内勤業務へのDXツールの導入など、生産性向上に資
する施策に注力しました。

■ 研究開発費　　■ 人財投資　　■ ICT 運用保守　　■ ICT 成長投資

ICT 運用保守
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■■ 1株当たり配当額（左軸）　　  DOE（右軸）
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データ

財務・非財務ハイライト



会計年度 2015年3月期 2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

財務データ（連結）

建設事業受注高 （百万円） 345,853 304,764 360,186 380,378 348,045 376,088 313,437 333,974 340,392 360,273 429,719

損益計算書（会計年度）

　売上高 （百万円） 342,989 308,826 315,228 284,412 349,318 391,621 336,241 323,754 339,757 401,633 366,811

　売上総利益 （百万円） 22,769 31,104 42,259 40,425 43,423 43,938 39,761 43,772 33,719 40,787 44,108

　営業利益 （百万円） 8,710 16,184 25,259 22,752 24,928 25,313 20,950 23,540 12,615 18,827 21,098

　経常利益 （百万円） 9,938 16,290 25,446 23,548 25,985 25,838 21,561 23,497 13,176 19,578 20,225

　当社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 9,220 14,598 19,210 16,914 18,784 18,721 17,166 15,103 9,648 12,388 17,543

貸借対照表（会計年度末）

　総資産 （百万円） 386,469 351,334 385,674 381,355 466,327 497,045 472,440 477,613 513,623 579,624 592,046

　有利子負債 （百万円） 53,918 53,175 42,844 43,306 86,167 121,909 115,039 160,039 168,396 186,150 214,212

　ネット有利子負債 （百万円） 16,346 25,271 3,817 10,807 54,694 75,449 71,269 112,917 114,669 129,617 170,794

　株主資本 （百万円） 122,367 134,190 147,697 158,256 171,828 184,803 196,158 145,459 144,294 150,320 158,337

キャッシュ・フロー（会計年度）

　営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △10,448 4,120 40,763 13,570 △15,882 14,120 4,907 41,243 34,747 32,037 5,889

　投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,236 △9,688 △13,945 △15,422 △23,633 △20,147 5,302 △22,532 △27,450 △41,819 △36,250

　財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △5,701 △2,960 △15,039 △4,918 38,555 20,952 △12,653 △16,074 △2,365 11,083 16,134

　現金及び現金同等物の期末残高 （百万円） 37,422 27,903 39,026 32,499 31,473 46,459 43,574 47,121 53,726 56,532 43,403

1株当たり情報

　当期純利益 （円） 166.45 263.55 348.15 308.52 343.39 342.24 313.83 312.34 244.43 313.86 444.46

　配当金 （円） 50 80 105 95 105 105 105 221 221 220 220

　配当性向 （%） 30.0 30.4 30.2 30.8 30.6 30.7 33.5 70.8 90.4 70.1 49.5

　純資産 （円） 2,669.20 2,775.30 3,057.35 3,348.41 3,605.62 3,599.01 3,765.62 3,833.71 3,770.77 4,277.06 4,361.27

レシオ

　ROE （%） 6.5 9.7 11.9 9.6 9.9 9.5 8.5 8.5 6.4 7.8 10.3

　自己資本比率 （%） 38.3 43.8 43.5 48.0 42.3 39.6 43.6 31.7 29.0 29.1 29.1

　D/Eレシオ （倍） 0.4 0.3 0.3 0.2 0.4 0.6 0.6 1.1 1.1 1.1 1.2

　ネットD/Eレシオ （倍） 0.1 0.2 0.0 0.1 0.3 0.4 0.3 0.7 0.8 0.8 1.0

非財務データ

社員数（連結）※1 （人） 2,678 2,704 2,740 2,825 2,920 3,005 3,060 3,106 3,201 3,301 3,351

社員数（単体）※1 （人） 2,424 2,467 2,504 2,536 2,606 2,684 2,762 2,794 2,804 2,892 2,908

施工によるCO2排出量原単位※2（国内のみ） （t-CO2/ 億円） 32.0 31.8 24.2 18.1 16.1 15.9 20.1 17.1 11.1 10.1 12.3

建設廃棄物の最終埋立処分率（国内のみ）
（「石綿含有産業廃棄物」「特別管理産業廃棄物」除く）※2、3 （%） 5.0 3.1 2.9 2.7 2.1 2.2 2.2 2.4 2.4 2.1 3.3

度数率※4（休業4日以上）（単体） 0.95 1.10 0.67 0.72 1.02 1.04 0.75 0.79 0.49 0.67 0.88

※1 社員数は臨時社員を含む　　※2 2019年3月期までの集計期間は暦年（1月〜12月）
※3 最終埋立処分率：2018年3月期までは建設汚泥および特管物など特殊なものを除く　2019年3月期からは建設汚泥を含み特管物など特殊なものを除く
※4 100万延べ実労働時間あたりの労働災害による死傷者数で、災害発生の頻度を表す
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11年間の主要財務・非財務データ



Q1  株主還元について考え方を教えてください。

現在の「中期経営計画2025」において、2024年度より「自
己資本配当率（DOE）5％程度の安定配当」を掲げておりま
す。基本的には今後もこの考えを踏襲していくつもりです
が、現在、新たな中期経営計画を策定中であり、利益拡大
や戦略的な投資とのバランスを踏まえ、最適な還元のあり
方を検討していきます。

Q2  2026年3月期の受注動向について教えてください。

国内土木は手持ち工事量と現場社員数を考慮し、抑えた目
標としています。国内建築は、物流や住宅系を中心に取り
組みが進み、受注環境は良好です。加えて、工場案件やデー
タセンターなどの分野への取り組みも進めており、今後の
受注増が期待されます。国際事業ではフィリピンやバングラ
デシュでのODA 案件に引き続き取り組んでいます。

Q3  伊藤忠商事との協業の状況について教えてください。

土木・建築・国際の建設部門では、資材調達や案件の紹介
などで連携を図っています。アセットバリューアッド事業の開
発案件においては、当社と伊藤忠商事株式会社の力を組み
合わせることで、さらなる成長の可能性があると考えていま
す。また、新規事業である地域環境ソリューション事業につ
いては、同社が持つ顧客基盤やエリア展開力との連携を模
索している段階です。今後もさらなる協業の拡大・進化を
進め、中長期的な企業価値の向上を実現していきます。

Q4  建設業界の再編への考え方を教えてください。

建設業界における再編の動きについては、以前から議論を
進めています。今後、業界再編が加速する可能性があり、
当社としてもアグレッシブに進めていくべきではないかとい
う議論もあります。今後の業界動向を踏まえて慎重に検討
いたします。

取締役 専務執行役員
管理統括室長
IR 担当

渋井 修

　西松建設は、ステークホルダーの皆様に当社グループの取り組みをより一層ご理解い
ただくために、2017年度より統合報告書を発行しています。
　「統合報告書2025」では、当社グループの創業150年を超えるあゆみや、細川社長就任
から1年経ったメッセージ、新たにコーポレート部門に4室を設けた機構改編の狙いなど、

「社会基盤整備」から「社会機能の再構築」へと拡大する価値共創活動の紹介を行ってい
ます。2030年を見据えた長期ビジョン「西松 -Vision2030」の実現にむけ、「中期経営計
画2025」の進捗についても、詳しくご説明しています。加えて、さまざまな現場で日々業
務に取り組む社員たちのメッセージを「価値共創活動の源泉3　まかせられる人が、いる」
のページで取り上げています。
　本報告書は、経営戦略室経営企画部が中心となり、多くの関係部署と協力して制作し
ました。私は、本報告書の制作に関する総轄責任者として、その作成プロセスが正当で
あり、かつ記載内容が正確であることを、ここに表明いたします。
　本報告書が、西松建設の価値共創の取り組みについて、株主や投資家をはじめとする
幅広いステークホルダーの皆様に、ご理解を深めていただくための一助になることを期待
するとともに、有意義な対話の機会につなげていきたいと考えております。ご一読のうえ、
忌憚のないご意見・ご感想をお寄せいただければ幸いです。

「西松建設株式会社　統合報告書2025」の発刊にあたって

真正性表明

用語 説明

BIM/CIM BIM/CIM（Building/Construction Information Modeling,Management）。建設業務で活用することができる情報を
持った3Dモデルのこと。

N-TEMS 西松トンネル・エネルギー・マネジメントシステム。山岳トンネル工事において使用する換気用コントラファンと集塵機の
デマンドコントロールにより電力消費の削減を図るシステム。換気設備にかかる消費電力を40％程度削減できる。

P&UA 構法
Panel & Unbonded Anchorの略称で、柱梁接合部に新たに開発した鋼棒挿入接着接合構法「GIUA」を採用した中大
規模木造用高性能耐震フレーム構法のこと。従来の木造建築物に比べて飛躍的に耐震性能を向上させることで、10階
建て規模の中大規模木造建築物の実現を可能とする構法である。

PPA
Power Purchase Agreement（電力販売契約）。太陽光発電設備の所有・管理を行う会社（PPA 事業者）が、施設所有
者が提供する敷地や屋根などのスペースに太陽光発電設備を設置し、そこで発電された電力を、その施設の電力使用
者へ有償提供する仕組み。

TCFD
気候関連財務情報開示タスクフォース（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）。 企業等に対し、気候
関連のガバナンス・リスク管理体制の整備や気候変動が及ぼす財務インパクトを把握・開示することを提言している。
TCFD は、国際財務報告基準の策定を担うIFRS 財団に監督機能を引き継ぎ、2023年10月に解散した。

TNFD

自然関連財務情報開示タスクフォース（Task Force on Nature-related Financial Disclosures）。TCFD に準じた開示
方法で、企業等に対し、自然資本への依存度・影響の評価、生物多様性リスクの特定、財務影響の分析、対応戦略を開
示することを提言している。2023年9月に最終提言を発表し、グローバルな自然資本に関するリスク管理の標準化を推
進している。

ZEB
Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略称で、「ゼブ」と呼ぶ。快適な室内環境を保ちながら、
省エネと創エネにより、「建物で消費する年間の一次エネルギーの消費量を正味（ネット）でゼロにすることをめざした建
物」のこと。

カーボンネガティブコンク
リート

製造過程で排出されるCO2よりも多くのCO2を吸収・固定化することで、CO2排出量を実質ゼロ以下に抑えたコンクリー
トのこと。建設業界におけるカーボンニュートラル実現にむけた革新的な建材として注目されている。

サーキュラーエコノミー

従来の3R の取り組みに加え、資源の投入量と消費量を抑えつつ、サービス化等を通じた再利用・再生利用を促進し、 
使用後の製品や廃棄物等に関して、長期にわたり価値を維持、回復または付加することをめざす循環型（サーキュラー）
の経済システム。建設業においては、設計段階における建材のモジュール化や、廃材の回収と再加工による市場への再
供給、建物のライフサイクル管理によるメンテナンス・リノベーションの最適化などの活動が挙げられる。

シールドトンネル 筒状の形をしたシールドマシンと呼ばれる掘削機械を使用して掘削し、セグメントと呼ばれるブロック状の覆工材で構築
されたトンネルのこと。都市部の地下鉄建設や共同溝、上下水道などの地下インフラ整備に広く採用されている。

ジオポリマー
セメントを使用せず、アルカリシリカ溶液とアルミナシリカ粉末との反応によって形成される非晶質の縮重合体（ポリマー）
の総称。一般のコンクリートに比べて、製造時のCO2排出量を削減でき、耐酸性や耐火性に優れるなど、次世代の建設
材料として注目されている。

スラグリート
製鉄所の副産物である高炉スラグ微粉末をセメントの代替材料として多量に用いた環境配慮型コンクリート。従来のコ
ンクリートに比べて、製造過程でのCO2排出量を大幅に削減でき、耐塩害性や温度ひび割れ抵抗性に優れた特長を有し
ている。

切削可能セグメント RC セグメントの鉄筋の代替として、シールドマシンのカッターで切削可能な新素材の筋材を使用したセグメントのこと。

泥水式シールド 切羽面に泥水を加圧充填し、土圧と水圧に対抗することで地盤の安定を保ちながら掘進するシールド工法のこと。　

泥土圧シールド 掘削した土砂と添加材を混合・撹拌して塑性流動性を持つ泥土状の掘削土を作り、これをチャンバー内に充満させて切
羽の安定を保ちながら掘進するシールド工法のこと。

デジタルツインプラット
フォーム

センサーやIoTデバイスを利用して収集した現実世界の設備や構造物、環境データの状態をデジタル空間に仮想的な複
製（デジタルツイン）として構築・管理するためのシステム基盤。リアルタイムの状態監視、データ分析、シミュレーショ
ン等により建設プロセスの品質向上や安全性向上、現場管理の効率化等が期待される。

電炉 CCS 法 電炉 CCS 法は、電気炉で廃プラスチックを高温分解し、発生したガスを回収・精製して化学原料に戻す技術。CO2を回
収・貯留する機能も備え、従来の焼却より環境負荷が低く、プラスチック資源の循環利用が実現できる。

バッチャープラント 均質なコンクリートを製造するための大型設備のこと。セメント、骨材（砂・砂利）、水、混和剤などの原材料を正確に
計量し、ミキサで混ぜ合わせることで所定品質のフレッシュコンクリートを生産する。

プレキャスト版
建設現場とは別の工場で予め製造された鉄筋コンクリート製の部材である。現場打ちコンクリートとは異なり、厳重に
品質管理された環境下で製造され、建設現場では、組立・設置するだけとなることから、品質向上や工事期間の短縮が
可能である。建築物の壁・柱・床や、高速道路の橋梁部における床版取替等に使用される。

覆工 トンネル表面に構築する（アーチ）コンクリートのこと。

フロントローディング
初期の工程において、後工程で発生しそうな仕様変更などを予め集中的に検討し、品質の向上や工期の短縮化を図る
こと。代表例のBIMアプローチでは、設計段階で3次元建築モデルを作成し属性情報を付加することで、設計、施工、運
用等の各段階のシミュレーションや検証を行い、事前に問題点を改善・解決することを狙いとする。

分岐シールド工法 トンネル坑内からシールドマシンが発進するシールド工法、あるいは連結したシールドマシンが分岐するシールド工法の
こと。
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第三者保証

当社は、情報開示の信頼性を高めるため、株式会社サステナビリティ会計事務所より、以下のデータに対する保証を取得しています。

保証対象項目

・国内外グループCO2排出量	 ▶ P.21、83

・国内外グループ取水量	 ▶ P.20、83

・産業廃棄物排出量	 ▶ P.21、83

・エネルギー消費量	 ▶ P.20

・女性管理職比率	 ▶ P.29、41、83

・男性育児休業取得率	 ▶ P.29、41、83

・度数率（休業4日以上）	 ▶ P.29、60、84、85

事業拠点
国内

北日本支社（仙台市）	� 札幌支店（札幌市）

関東土木支社（東京都港区）	� 北陸支店（新潟市）

関東建築支社（東京都港区）

中部支社（名古屋市）

西日本支社（大阪市）	� 中国支店（広島市）

	 四国支店（高松市）

九州支社（福岡市）	� 沖縄支店（那覇市）

海外

シンガポール営業所	 ベトナム営業所	 マレーシア営業所 
ミャンマー営業所	 フィリピン営業所	 香港営業所 
バングラデシュ営業所	 シドニー事務所	

主な子会社

西松地所株式会社（東京都港区） 
西松アセットマネジメント株式会社（東京都港区） 
泰国西松建設株式会社（タイ） 
西松ベトナム有限会社（ベトナム） 
西松リアルエステート・デベロップメント（アジア）社（シンガポール） 
バンコクサトーンホテルマネジメント社（タイ）

大株主（上位10名）

株主名 持株数
（千株）

持株比率
（%）

伊藤忠商事株式会社 7,709 19.42

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,700 14.36

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,507   6.32

西松建設持株会    970   2.44

明治安田生命保険相互会社    915   2.31

株式会社みずほ銀行    614   1.55

住友不動産株式会社    612   1.54

みずほ信託銀行株式会社    600   1.51

JPモルガン証券株式会社    528   1.33

株式会社日本カストディ銀行（年金信託口）    494   1.24

※�当社は自己株式2,096,645株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。
※�持株比率は、自己株式2,096,645株を控除して計算しております。なお、自己株式には、

株式給付信託（BBT）が保有する当社株式224,000株は含めておりません。

発行可能株式総数	 160,000,000株
発 行 済 株 式 総 数	 41,791,502株（うち自己株式2,096,645株）
株 　 　 主 　 　 数	 30,233名

所有者別分布状況

自己株式
2,096,645 株
5.0％

金融機関
12,685,211 株
30.4％

証券会社
1,371,235 株
3.3％

外国法人等
4,722,871 株

11.3％

その他国内法人
8,973,643 株

21.4％

個人・その他
11,941,897 株

28.6％

商号	 �西松建設株式会社 
（NISHIMATSU CONSTRUCTION CO., LTD.）

本社所在地	� 東京都港区虎ノ門一丁目17番1号 
虎ノ門ヒルズビジネスタワー

代表者	 �代表取締役社長　細川 雅一

創業	� 1874年

設立	� 1937年9月20日

資本金	 �23,513,643,819円

社員数	 �単体：2,908名 
連結：3,351名　 

（2025年3月31日現在）

会社概要 株式の状況 （2025年3月31日現在）受賞実績

社外からの評価 賛同・参加するイニシアティブ

S&P/JPX カーボン・ 
エフィシェント指数

FTSE Blossom Japan Index

健康経営 ®

サーキュラーパートナーズ 30by30 アライアンス

デコ活
（脱炭素につながる新しい

豊かな暮らしを創る国民運動）

CDP SUPPLIER  
ENGAGEMENT LEADER

SCIENCE BASED TARGETS
2030年度までのGHG 削減目標として、SBT1.5℃認定を取得
しています。（2020年度比スコープ1+2 54.8％削減　スコープ
3カテゴリー11 27％削減）

DX 認定

気候変動イニシアティブ
(Japan Climate  

Initiative)

JHEP CERTIFIED

RE100

えるぼし認定

MSCI 日本株 ESG セレクト・リーダーズ指数

日本気候リーダーズ・
パートナーシップ
(Japan Climate  

Leaders’partnership)

WELL Platinum

スクラム・ジャパン・ 
プログラム

 
 

 
 

最小サイズ
ヨコ 12.8 ミリまで

FTSE Blossom Japan Sector Relative Index

（注）社員数は臨時社員を含む

名称 主催 表彰・受賞対象
令和6年度　優良工事施工企業表彰　局長表彰 国土交通省中部地方整備局 令和２年度　東海環状岐阜山県第一トンネル西地区工事

令和6年度　優良工事技術者表彰　局長表彰 国土交通省中部地方整備局 令和２年度　東海環状岐阜山県第一トンネル西地区工事 
現場代理人　当社社員

令和6年度　インフラDX 活用優秀施工業者表彰　局長表彰 国土交通省九州地方整備局 福岡201号筑穂トンネル新設工事

令和6年度　工程管理優秀工事表彰　支社長表彰 東日本高速道路株式会社東北支社 秋田自動車道　大戸川橋耐震補強工事

令和5年度　全建賞 一般社団法人全日本建設技術協会 立野ダム建設事業

令和5年度　土木学会賞　技術賞 公益社団法人土木学会 立野ダム建設事業～日本最大の流水型ダム建設～

令和5年度　土木学会賞　技術開発賞 公益社団法人土木学会 水を使わず軽量で何度でも使えるコンクリート養生工法 
（アドバルーン工法）の開発

日本建設機械施工大賞　大賞部門 一般社団法人日本建設機械施工協会 山岳トンネル工事における油圧ショベルの遠隔操作システム
「Tunnel RemOS-Excavator」

第3回　建設人材育成優良企業表彰　
優秀賞　処遇の改善　部門

国土交通省／建設産業人材確保・ 
育成推進協議会 当社

第33回くまもと環境賞　部門賞（くまもとゼロカーボン賞） 熊本県 九州支社　立野ダムＪＶ工事事務所

第44回（令和６年度）ダム建設功績者表彰 一般社団法人日本ダム協会 当社社員2名

第73回 日経広告賞［入賞作品］　 
建設・不動産部門 最優秀賞 日本経済新聞社 150年間、13万件。街を、暮らしを、社会をつくってきた

証しです。
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会社概要・株式の状況受賞実績・外部評価
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お問い合わせ先

西松建設株式会社 経営企画部 サステナビリティ推進課
〒105-6407 東京都港区虎ノ門一丁目17番1号　 
虎ノ門ヒルズビジネスタワー
https://www.nishimatsu.co.jp/

https://www.nishimatsu.co.jp/



